
グループ修正利益
国内損害保険事業
（除く政策株式売却等損益）

国内生命保険事業
海外事業
金融サービス事業／
リスク関連サービス事業

グループ修正ROE

連結正味収入保険料
生命保険料
（グロス収入保険料）※5 

MSA生命EEV

ESR
（Economic Solvency Ratio）

MS&ADインシュアランスグループは、お客さま・株主をはじめとするステークホルダーの皆さまとともに、価値創造ストー
リーを紡いで発展し、世界の損害保険会社グループの中でトップ20圏内を維持するなど、グループ発足時より掲げてきた
「世界トップ水準の保険・金融グループ」の実現へ着実に前進してきました。

「活力ある社会の発展と地球の健やかな未来を支える」
ことをMissionに掲げ、MS&ADグループが誕生

ミッションを具現化した価値創造ストーリーを基盤に、
グループの統合を進化・発展

SDGsを道標に、2030年にめざす社会像を定め、
CSVを推進

CSV×DX×Globalを
本格的に展開

※1 経営数値目標とする修正利益及び修正ROEの定義は2018年度よりスタートした中期経営計画「Vision 2021」で見直しを行っています。
※2 三井住友海上あいおい生命の数値（除く団体保険）。2010年度は三井住友海上きらめき生命とあいおい生命の合算値
※3 EV：エンベディッド・バリュー（P.107「保険関連用語集」参照）

ニューフロンティア2013 Next Challenge 2017 Vision 2021 中期経営計画（2022-2025）

Missionの策定 価値創造ストーリーの構築 CSVに基づく経営の展開 CSVを基盤とした
成長戦略の実践

2030年に
めざす社会像
レジリエントでサステナブルな
社会を支える企業グループ

成果

課題

成果

課題

成果

課題

※4 2017年度の経営数値目標は2016年度に当初目標から修正目標へと引上げを行っています。
※5 生命保険料（グロス収入保険料）は国内生保子会社のみ
※6 2021年度の経営数値目標は、ステージ1の進捗を踏まえ、2020年度に当初目標から修正目標への変更を行っています。

経営数値目標

時価総額の推移

2010年度
実績

2013年度 2014年度
実績

2017年度
実績 当初目標 修正目標 実績 当初目標 修正目標※4

グループコア利益※1 145 948 1,500 1,100 1,557 1,050 1,600 2,200

国内損害保険事業 65 478 1,000 600 924 1,901 1,000 1,350

国内生命保険事業 41 244 150 150 204 343 160 150

海外保険事業 18 180 300 300 382 △1,250 390 660

金融サービス／リスク関連サービス事業 19 44 50 50 46 56 60 50

グループROE※1 0.8% 4.5% 7.0% 7.0% 5.9% 3.7% 7.0% 7.5%

連結正味収入保険料 25,414 28,095 27,000 27,000 29,407 34,469 31,000 35,700

コンバインド・レシオ（国内損保） - - - - 96.0% 92.8% 95%以下 93%台

生命保険　保有契約　年換算保険料※2 2,780 3,335 3,300 3,300 - - - -

三井住友海上あいおい生命EV※3増加額 - - - - 597 413 450超 500超

（単位：億円） （単位：億円）

2018年度
実績

2021年度

実績 当初目標 修正目標※6

1,898 3,471 3,500 3,000 
1,469 
（651）

2,307
（1,735）

1,820 
（1,420）

1,770 
（1,500）

316 757 450 410
54 343 1,170 750

58 63 60 70 

6.1% 9.5% 10.0% 10.0%

35,004 36,090 37,100 35,800

15,999 13,144 16,000 10,000

8,194 9,236 10,500 9,620

199% 228% 180%～
220%

180%～
220%

2025年度目標IFRS純利益

4,700～5,000億円
2025年度目標修正ROE

安定的に10%以上

2030年にめざす姿の「レジリエントでサステナブルな社会を支える企業グループ」へ向け、CSV×DX戦略の推進等による
社会課題解決へのソリューション提供を通じ、社会との共通価値を創造することで、持続的な成長を図ります。

（単位：億円）

（億円）

（年度末）

2022年度
実績

2025年度
目標

グループ修正利益 1,727 
1,180 
（284）
347
179

20

4.8%

39,344

17,075

9,080

228%

4,678

2,578

542
1,455

103

12.2%

44,553

15,000

-

180～250%

国内損害保険事業
（除く政策株式売却等損益）

国内生命保険事業
海外事業
金融サービス事業／
デジタル・リスク関連サービス事業
グループ修正ROE

連結正味収入保険料
生命保険料
（グロス収入保険料）※5 

MSA生命EEV

ESR
（Economic Solvency Ratio）

国内損保事業の共通基盤となるシステム構築等、グ
ループ経営の統合を進め、「機能別再編」によるグループ経
営の形を明確にしました。

東日本大震災、タイの大洪水等の大型自然災害の発
生を受けて、最終的にはグループコア利益及びグループROE
の目標は未達となりました。

「機能別再編」によるグループ経営統合を進め、安定
的な収益基盤を確立しました。ERMを強化し、政策株式の
売却や海外事業投資等を進め、資本効率の向上と成長基盤
の構築を実現しました。

2017年度に米国ハリケーン等が発生したため、海外
事業が大きく減益となり、グループコア利益、グループROE
の目標値は未達となりました。

「機能別再編」を深化させつつ、グループ修正利益は
目標を超える3,471億円、グループ修正ROEは9.5%と予想
を上回りました。スケールの面では世界の損害保険グループ
で上位を維持しました。

海外自然災害や新型コロナウイルスによる株式市況
等への影響により、リスクポートフォリオと事業ポートフォリ
オの分散が継続課題となりました。

2010 2011 2012 2014 2016 20182013 2015 2017 2019 2020 20222021 2023.6.30

（出典：Bloomberg）

11,994 10,759
13,083

14,971

21,341 19,860
22,418

19,904 19,993
17,947

19,281

23,614 22,006

27,312

めざす社会像の実現に向けたMS&ADの歩み
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● 経済的な損失の補てんに加えて、補償・保障前後における商品・サービスを シームレスに提供する
● デジタルを活用したマーケティング、アンダーライティング、損害サービス、リスクコンサルティングにより、最適なソリューションを提供する

※IFRS純利益÷（IFRS純資産－政策株式の含み損益）
（IFRSでは、政策株式の売却損益が純利益に含まれなくなることから、ROEの分母（純資産）・分子（純利益）の基準を揃えるため、純資産から政策株式の含み損益を除く）

経営数値目標（財務）の進捗

 定量目標

定性目標

レジリエントでサステナブルな社会を支える企業グループ

基盤

基本戦略

中期経営計画（2022-2025）では、価値創造ストーリーを実践し、リスクソリューションのプラットフォーマーとして、社会課題の
解決に貢献し社会とともに成長する「レジリエントでサステナブルな社会を支える企業グループ」をめざします。
めざす姿を実現するため、「Value（価値の創造）」「Transformation（事業の変革）」「Synergy（グループシナジーの
発揮）」を基本戦略とし、「サステナビリティ」「品質」「人財」「ERM」を、基本戦略を支える基盤として取り組みます。

中期経営計画（2022-2025）の定量目標（財務）は、2025年度までにグローバルピア水準の利益規模と収益性の実現をめ
ざし、IFRS純利益で4,700億円から5,000億円、修正ROEは安定的に10％以上としています。中期経営計画策定後の事業
環境の変化により、2023年度のグループ修正利益予想は中期経営計画策定時の目標4,000億円に対し3,500億円としまし
たが、収益力強化に向けた取組みは着実に進んでおり、環境変化に適切に対応することにより、中期経営計画の目標は維持
しています。なお、IFRS基準の適用は、2025年度に予定しており、2024年度までは日本基準を適用します。

グループ修正利益（日本基準）は、2022年度の実績1,727億円から、今後3年間で約2,670～2,970億円の増益をめざします。
増益額の内訳は、国内損害保険事業における火災保険の収支改善、新種保険・自動車保険の利益拡大等で約1,370億円、
国内生命保険事業における三井住友海上あいおい生命のクロスセル率アップなどにより約200億円、海外事業におけるMS 
Amlinの利益拡大などにより約1,220億円を見込んでいます。

リスクソリューションのプラットフォーマーとして
気候変動をはじめとした社会課題の解決に貢献し、社会とともに成長していく

IFRS純利益で4,700～5,000億円2025年度 修正ROE※で安定的に10％以上を達成

（億円）

（年度）
1,500

3,000

3,500

4,000

4,500

5,000

2,500

2,000

2022 2025
目標

2025
見通し

2022年度実績 2025年度（見通し）
グループ修正利益

2025年度目標
IFRS純利益

合計

国内損害保険事業

国内生命保険事業

海外事業

金融サービス事業、デジタル・リスク関連サービス事業

1,727

1,180

347

179

20

4,400～4,700

2,550程度

550程度

1,400程度

100程度

4,700～5,000

（単位：億円）

中期経営計画（2022-2025）の

めざす姿と基本戦略・基盤

めざす姿

基本戦略と基本戦略を支える基盤

● お客さまの声をもとに進化
し続ける企業グループ

● 透明性と実効性の高いコー
ポレートガバナンス

● 最適な人財ポートフォリオの
構築

● 社員の能力・スキル・意欲を最大
限に発揮できる職場環境の整備

地球環境との共生（Planetary Health）
安心・安全な社会（Resilience）
多様な人々の幸福（Well-being）

サステナビリティ 品  質 ERM人  財

I
F
R
S
純
利
益

4,700
～5,000

4,400
～4,700

日本基準とIFRS
基準との差額

300

2025 2025

80

320

150

750

390

260

1,370
200

1,220

720

グ
ル
ー
プ
修
正
利
益

1,727

金融サービス、
デジタル・
リスク関連
サービス事業

国内生保事業
MSA生命のクロスセル率
引上、職域の開拓・深耕等 約100

海外事業

今中計の
事業費削減
目標の残額
（税後） MS Amlinの利益拡大

米州・アジア等海外事業増益
海外生保増益

約750
約320
約150

国内損保事業
火災保険の収支改善
新種保険の利益拡大
自動車保険の利益拡大等

約720
約390
約260

新型コロナ影響の剥落

100
100

約100

200
経費削減

中期経営計画（2022-2025）の進捗

● CSV×DXをグローバルに展開することで、
全てのステークホルダーに価値を提供し、企
業価値を向上させます

● ビジネス・商品・サービスの収益性を高め、
収益基盤を強化します

Value（価値の創造）
● 新たなビジネスの創造等、事業の構造を
変革し、事業環境の変化に適応していき
ます

● 事業・商品・リスクポートフォリオを変革し、
安定的な収益基盤を構築します

Transformation（事業の変革）
● グループの多様性を活かし、連携を強化する
ことで、一層の成長を実現します

● グループ共通化・共同化・一体化を深化させ
ることで、生産性を向上させます

● グローバルベースでシナジーを発揮します

Synergy（グループシナジーの発揮）

● 収益力と資本効率向上
● 政策株式の削減

● 3つの重点課題への取組み

2023年度～2025年度の増益要因

2025年度利益目標の達成構造

中期経営計画（2022-2025）

イ
ン
ト
ロ
ダ
ク
シ
ョ
ン

マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
メ
ッ
セ
ー
ジ

Ｍ
Ｓ
＆
Ａ
Ｄ
の
価
値
創
造
ス
ト
ー
リ
ー

リ
ー
ダ
ー
シ
ッ
プ
と
ガ
バ
ナ
ン
ス

A
ppendix/D

ata Section

戦
略
と
パ
フ
ォ
ー
マ
ン
ス

027 MS&AD INSURANCE GROUP HOLDINGS 028INTEGRATED REPORT 2023027 MS&AD INSURANCE GROUP HOLDINGS 028INTEGRATED REPORT 2023



中期経営計画（2022-2025）の３つの基本戦略を支える4つの基盤（サステナビリティ、品質、人財、ERM）のうち、サステナ
ビリティ、品質、人財のそれぞれの取組みについて、以下の経営数値目標（非財務）を設定しています。 これらの経営数値目
標の達成を通じ、「レジリエントでサステナブルな社会を支える企業グループ」に向けた基本戦略の推進を支えていきます。

基本戦略①「Value（価値の創造）」では、CSV×DXをグローバルに展開し、全てのステークホルダーに新しい価値を提供し、
収益性を更に高めていくことで企業価値の向上を図っています。

● 事業費の削減（要員・システム関係費の効率化）を計画通り実施。中期経営計画削減目標に対し39％の進捗率
● 料率適正化やアンダーライティング強化等による国内損保事業の収益性向上に取り組む
● １プラットフォーム戦略推進等により、一層の生産性向上を進める

Value戦略においては、当社グループの優位性である
強固な財務基盤、着実な利益成長力、多様な人財等をベースに
新しい価値の提供と収益基盤の強化を実現していきます。KPI進捗重点課題 目標 2022年度実績

収益基盤強化

CSV×DX

● 補償・保障前後における新しい価値を提供する商品・サービスの開発と収益化を実現
● MS&AD Venturesのスタートアップ投資を通じて得た知見のグループ全体での活用

●  社会課題解決につながる商品・サービスの開発・拡販及び販売態勢を構築

MS&AD　Value戦略

2030年度末
（早期達成をめざす） 女性ライン長比率 15%（12.9%）女性管理職比率 30%（19.5%）

2025年度

年次有給休暇取得日数

前年同水準以上（16.4日）

デジタル人財

7,000人（約3,600人）

生産性向上 人件費率

8.5%（9.2%）

海外人財

1,200人（約1,180人）

管理職に占める中途採用者比率 運動習慣者比率

現行水準以上（26.5%）

海外子会社役員における海外雇用社員登用比率

現行水準以上（83.0%）

男性育児休業

取得率 100%、取得日数 4週間をめざす

社員意識調査

現行水準以上（22.6%）

（取得率 92.5％、取得日数 8.1日）

リスクソリューション

経済的損失を
補てんする

回復を
支援する

事故・災害を
未然に防ぐ

事故発生時 事故発生後事故発生前
補償 リカバリー予防

価値の創造 経営数値目標（非財務）の進捗

人財

品質

（　）内は2022年度実績

お客さま満足度（契約時／保険支払時） 前年同水準以上2025年度

基本
戦略❶ Value

前年同水準以上

社員満足度データは　　　参照P.48

● CSVにつながっていると実感
● ミッション・ビジョン・バリューを
常に意識している

● 仕事に誇り、働きがい
● いきいきと活躍

事故発生リスクAIアセスメント
（自治体向け交通事故発生リスク可視化ツール）

取組事例

2025年度
社会の脱炭素化、循環型経済に資する商品の
保険料増収率
例）カーボンニュートラルサポート特約

温室効果ガス削減率（対2019年度） 2030年度：▲50％
2050年度：ネットゼロ

▲26.8%
（スコープ1+2）

2030年度：60％
2050年度：100％

21.1%

年平均 18％ 17.9％

年平均 20％ 29.4％

年 10,000件 12,349件

年 1,000件 1,111件

10万件 5万件

260万件 217万件

再生可能エネルギー導入率

Planetary Health

地球環境との
共生

地域企業の課題解決支援数
例）地方創生セミナー

2025年度

社会のレジリエンス向上に資する商品の
引受件数増加率
例）サイバーセキュリティ保険

Resilience

安心・安全な
社会

健康関連の社会課題解決につながる商品の
保有契約件数
例）認知症や不妊治療に手厚い医療保険

例）トンチン年金保険

例）ハラスメント防止のコンサルティング

長寿に備える資産形成型商品の保有件数

企業の人権関連対応の支援数

2025年度

Well-being

多様な人々の
幸福

見守るクルマの保険（ドラレコ型自動車保険）

事故が起きてからの保険から、
事故を起こさない保険へ

200万台
突破！

中期経営計画（2022-2025）の進捗中期経営計画（2022-2025）の進捗

サステナビリティ取組のKPI

人財・品質取組のKPI
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※BPO……Business Process Outsourcing、業務の外部委託

１プラットフォーム戦略の推進

グローバルシナジー

海外拠点

商品・サービスやさまざま
な知見を国内・海外双方
向で共有・活用する取組
みにより、情報交換プラッ
トフォームの整備・拡充と
国内外のノウハウの相互
展開などを進めています。

　中期経営計画(2022-2025)での上乗せ額
■2022年度削減実績及び2025年度までの削減計画
■前中期経営計画までの削減実績

2025見通し

（億円）

（年度）2022実績

540

事業費の追加削減（2019年度対比の削減額）

540

460
180

+α

● 「事業ポートフォリオの変革」では、国内損害保険事業の利益規模を維持しつつ、海外事業や国内生命保険事業、新たなビジネス
領域の拡大により利益源泉の分散を図り、2025年度には国内損害保険事業以外の事業で概ね５割の利益を確保し、国内損害保
険事業に依存する状況からの脱却をめざしています。 2022年度には、米国MGA市場のフロンティング会社であるTransverse 
Insurance Group, LLC.の買収など、海外事業における事業投資を実施し、事業ポートフォリオの変革を進めました。

● 「商品ポートフォリオの変革」では、将来的に市場の漸減が予想される自動車保険に利益の約７割を依存している足下の状況か
ら、火災保険の収益化（黒字化）と新種保険の拡大（新たなリスクに対応した新商品の拡販）によって、より利益源泉の分散され
たポートフォリオへの変革を進めています。 2022年度には、サイバーなど新たなリスク・ニーズへの対応、中堅・中小企業マー
ケット開拓等、新種保険の拡大を進めました。

● 「リスクポートフォリオの変革」では、グループのリスク量に占める割合が最大となっている政策株式の削減が引き続き課題であ
り、中期経営計画（2022-2025）中の売却目標額を従来の4,000億円から6,000億円に増額し、将来的に半減をめざしていきま
す。 2022年度には、当初売却目標であった1,000億円の2倍以上となる2,066億円を売却し、取組みを加速しています。

１プラットフォーム戦略では、三井住友海上とあいおいニッセイ同和損保で一部の大口団体契約や特定チャネル向け専用事務・商
品など戦略的に差異を残すものを除き、一体運営を進めていきます。今後は本社機能の効率化として、「本社機能の一体運営」「定
型的な業務のBPO※活用拡大」「拠点同居の活用」を進めていきます。
また、国内損害保険事業と国内生命保険事業のシナジーは、損保代理店による生保併売率を現状の20％程度から25%まで高め
ていきます。グローバルシナジーは、保険商品や損害サービス、DXなど、あらゆる領域において国内外のグループ各社、出資先の間
でのシナジーを追求していきます。

基本戦略②「Transformation（事業の変革）」では、「事業ポートフォリオ」「商品ポートフォリオ」「リスクポートフォリオ」の
「3つのポートフォリオ変革」に取り組み、安定的な収益基盤の構築をめざすとともに、新たなビジネスの創造など、事業の構
造を変革し、事業環境の変化に適応していきます。

基本戦略③「Synergy（グループシナジーの発揮）」では、MS&ADグループの強みである多様性を成長につなげるととも
に、規模を活かして生産性を向上させます。最大シェアを誇る国内損害保険事業のスケールメリットを活用し、「１プラット
フォーム戦略」として、三井住友海上とあいおいニッセイ同和損保のミドル・バック部門を中心に、グループで共通化 ・共同
化 ・一体化を大胆に進め、一層の業務効率化と品質向上を同時に実現していきます。
また、国内グループ会社間のシナジーやグローバルシナジーの発揮にも積極的に取り組んでいます。

基本
戦略❷ Transformation 事業の変革 基本

戦略❸ Synergy グループシナジーの発揮

リスク

３つのポートフォリオ変革

MS&ADインターリスク総研を中核にしたデジタル・データを活用した新たなサービスと事業機会の創造に取り組み、
 同社におけるグループ損害保険事業会社からの受託業務以外の売上が、前年比130％と大きく拡大した。

新たなビジネスの創造

国内外グループ各社のノウハウ・スキルの共有・相互活用

国内グループ各社

事 業

事業別利益※1

2022
年度末

2025
年度末

国内損害保険事業
以外で概ね50%

34％

42％

22％
2％

新たなビジネス
領域※2拡大

■国内損害保険事業　■国内生命保険事業
■海外事業
■金融サービス/デジタルリスク関連サービス事業

商 品

国内損保種目別保険引受利益

■自動車　■新種　■海上　■傷害　■火災※1

2021
年度末※2

2025
年度末

火災の収益化

新種の拡大

71％

20％

3％
6％

● ミドル・バック部門の共通化・共同化・一体化を更に進め、一層の業務効率化と品
質向上を実現

● 一部の大口団体契約や特定チャネル向け専用事務・商品など、共通化しないこと
にメリットがあり、戦略的に差異を残すものを除き一体運営共通化・共同化・一体化

海外拠点

商品

損害サービス

事務

再保険

運用

人事

商品開発期間中の要員同居（「１プラット開発」）を開始

一部損害サービス拠点の同居を2023年10月以降順次開始

MS&AD事務サービスの組織を会社別から機能別に改編し、同社への業務委託を拡大

再保険システムの共同利用開始

MSR Capital Partners, LLCを外国資産運用の共通基盤として活用拡大

グループベースの人財データ基盤の構築

2023年度
一体運営開始

データマネジメント、人事（人財育成）、危機管理

コンタクトセンターの拠点同居（関西）

本社各部業務のうち主に管理・事務部門の定型的な業務についてBPOの活用拡大を検討BPOの拡大

進捗状況と
今後の取組み
（抜粋）

本社機能の
効率化

グループ会社間のシナジー

生保併売率アップ 20%
2022年度実績

25%
2025年度目標

※1 グループ修正利益（除く政策株式売却損益）ベース
※2 RisTechなどのデータビジネス、コンサルティング
ビジネスなど

※1 2021年度がマイナスの火災はゼロとして表記
※2 2022年度末は、自動車・海上以外赤字となった
ため、2021年度末と比較

三井住友海上あいおい生命（MSA生命）
の代理店網における三井住友海上プライ
マリー生命（MSP生命）商品の提携販売
強化（MSP生命の取扱金融機関で第4位)

生・損保間のシナジー 生保間のシナジー

MSA生命
306億円 3％

2022年度
MSP生命販売額
約1兆2,200億円

政策株式

2025
（目標）

2022

30%
30.4% 30%未満

2025
（目標）

2022

10%
10.5% 10%未満

グループのリスク量に占める割合

連結総資産に占める割合

（年度）

（年度）

中期経営計画（2022-2025）の進捗中期経営計画（2022-2025）の進捗
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DX戦略

2022年度からスタートした中期経営計画（2022-2025）
では、グループの3つの基本戦略の一つとして、「Value
（価値の創造）」を掲げており、MS&ADインターリスク
総研を中核としたCSV×DX取組を推進しています。そ
の取組みを加速するとともに、グループ全体でシナジー
を発揮するため、グループ各社間でのデータ共有を目
的とした「グループデータ連携基盤」を構築しました。
更に、より多くのお客さまに最適なソリューションを提
供するために「代理店を通じたソリューション提供」を
開始しました。
これらCSV×DX取組の基盤となるのは当社グループ
の人財であり、2018年度から注力しているデジタル人
財の育成やデジタルカルチャーの醸成も継続して推進

2022年度より、MS&ADインターリスク総研を中核に
据え、デジタル・データを活用した補償・保障前後にお
けるソリューションの開発・販売を推進し、ビジネスモ
デルの変革に取り組んできました。
具体的には、ＡＩ技術を活用して潜在的な交通事故発
生リスクを評価・可視化する「事故発生リスクAIアセス
メント」や、将来の洪水リスク変化を捉えた高精度・高
信頼度・高解像度のハザードマップを活用した「LaRC
洪水リスク分析サービス」といった、社会課題の解決に
つながる先進的なソリューションの提供を開始しまし
た。これらはMS&ADグループ各社が保有するデータ・
スキル・ナレッジを最大限に活用して生まれたソリュー
ションの一例であり、まさしく“グループシナジー”の賜
物です。
また、2023年4月より、新たに「代理店を通じたソ
リューション提供」を開始し、より多くのお客さまに最
適なソリューションを提供することで社会課題の解決
をめざします。

MS&ADインターリスク総研を
中核としたCSV×DX取組と
新たなソリューションの提供

ＤＸによる事業開発推進

しています。また、AIなど最先端の技術を研究するた
め、オックスフォード大学のAIベンチャーである
Mind Foundry社と、最先端のテクノロジー、サイエ
ンスの研究開発活動を行う共同研究所「Aioi  R&D 
Lab-Oxford」を2022年11月に設立しました。これら
の取組みが総合的に評価され、経済産業省、東京証券
取引所及び独立行政法人情報処理推進機構が共同で
実施する「デジタルトランスフォーメーション銘柄（Ｄ
Ｘ銘柄）2023」にも選定されました。デジタル技術の
革新が日進月歩で進む中、引き続きグループ一体と
なってDXを推進し、地域・社会の課題解決に貢献して
いきます。

当社グループ一体となって取り組む、データやデジタルを活用し
た新たなソリューションの提供やＤＸ基盤の強化などが評価され、
「デジタルトランスフォーメーション銘柄（ＤＸ銘柄）２０２３」
に選定されました。
当社の選定は、「ＤＸ銘柄」「ＤＸ注目企業」とその前身である「攻
めのＩＴ経営銘柄」「ＩＴ経営注目企業」から通算して５回目とな
ります。

DX銘柄選定

スタートアップ企業との連携などにより、先進デジタル
技術を活用してDXによる事業開発を積極的に推進して
います。

デジタル人財育成

2018年度から順次導入してきた、大学などの教育機関
との連携を通じた当社グループ独自のプログラムを中
心に、デジタル人財育成を強化するとともに、社内コン
テストの実施などにより、デジタルカルチャーの醸成に
注力し、グループ全体のデジタル基盤の構築に取り組ん
でいます。

DXによる事業開発推進及びデジタル人財育成

グループ各社からペインポイント
（DXで解決したい課題）を持って参集

毎回複数の事業提携候補（PoC候補）が誕生

MS&ADガレージプログラム

既存事業の磨き上げ 新規事業の創造

既存の枠にとらわれずに事業開発する拠点。将来直面
するであろう課題を提案、解決に導く既存事業の磨き上
げと新規事業創造を行います。

MS&ADイノベーションファクトリー

KUAS（京都先端科学大学）と連携

Logo Mark

Logo Type

MS&ADデジタルアカデミー MS&ADデジタルカレッジfrom京都

INIAD（東洋大学情報連携学部）と提携

東京医科歯科大学と連携

データサイエンス研修 医療分野のデータサイエンティスト育成

滋賀大学と連携

ビジネスを発想する力を醸成

毎年設定する応募テーマに資する
アイデアを募集

補償（保障）前後の価値提供

累計
約6,000件
の応募

デジタルイノベーション チャレンジプログラム

本山 智之

2022年度 応募テーマ

デジタル人財の人数

2023年4月時点

約3,600名
2025年度目標

7,000名32拠点65名が参加

海外拠点
12名

国内生保
6名

国内損保
47名

グループ各社が保有する損保・生保のデータを安全かつ
スピーディに共有する「グループデータ連携基盤」を開発
しました。グループ横断で利用することにより、新たなソ
リューションの創造と既存ソリューションの高度化を図り
ます。

グループデータ連携基盤の開発

当社グループにおけるグループデータ連携基盤の位置付け

CSV×DX戦略の展開

連携・活用
グループデータ連携基盤
各社保有の仮想化データ

社会課題を解決する新たなビジネスを展開

多様なニーズ・
データ・展開力

CSV×DX

商品・サービスの変革

販売チャネル・販売手法の変革

新たなビジネスチャンスの創造

MS&AD
インターリスク
総研

三井
ダイレクト
損保

三井
住友海上

三井
住友海上
プライマリー
生命

三井
住友海上
あいおい
生命

あいおい
ニッセイ
同和損保

グループデータの活用（グループシナジーの発揮）

執行役員
グループＣＤＯ（ＤＸ推進）

ＣＤＯメッセージ
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財務・資本戦略

代表取締役
副社長執行役員グループCFO

樋口 哲司

CFOメッセージ

特殊要因除きのグループ修正利益

（年度）

（億円）

※MS Amlinは北米風水災受再の正味保有リスク量（再現期間10年PML）、各年度7
月1日更改後の数値
AD本社受再は米国風水災リスク量（再現期間10年）、各年度3月末の数値

※ エクイティスプレッド：グループ修正ROE－資本コスト率

海外自然災害リスクについては、米国風水災リスクを抑制
する一方、再保険市場ハード化の機会を捉え、慎重に引
受利益を拡大しています。
政策株式については、現中期経営計画では、当初、年間
1,000億円、4年間で4,000億円の削減を計画していまし
たが、削減計画を引き上げ、4年間で6,000億円削減する
こととしました。なお、2022年度はこの引き上げた計画に

沿って2,066億円の削減を行いました。次期中期経営計
画においても同水準の削減を継続し、2022年9月末比で
時価残高の半減をめざします。
また、三井住友海上あいおい生命の金利リスク削減は、超
長期債投資の拡大によるALMを推進し、ヘッジ比率（資
産の金利感応度／負債の金利感応度）を概ね100%水準
とするなど、取組みを完了しています。

エクイティスプレッドの安定的な拡大をめざす

国内損保事業の利益拡大
事業費率の引下げ

国内生保事業の利益拡大
海外事業の利益拡大
資産運用利益の拡大

グループ修正ROEの引上げ

事業管理の高度化

資本コスト率

13.0

12.0

11.0

10.0

9.0

8.0

7.0

6.0

5.0

4.0
（年度）

（%）

2025
（見通し）

2023
（予想）

2022

金利リスク（対応完了） 
 海外自然災害リスクの削減
政策株式削減加速

資本コスト率の引下げ

エクイティスプレッドの
拡大

資本コスト率の
引下げ

グループ修正ROEの
引上げ

政策株式削減実績米国風水災リスク（再現期間10年）に関する指標

■ MS Amlin（AUL・MS Re合算）　■ AD本社受再

■ グループの連結総資産に占める割合（目標10％未満）
■ グループのリスク量に占める割合（目標30％未満）
　　 保有銘柄数（右軸）
　　

(百万USドル）
160

120

80

40

0
（年度）2022202120202019

(%）
40

35

30

25

20

15

10

5

0

2,100

2,000

1,900

1,800

1,700
（年度）202220212020

11.8

34.0

11.3

32.5
30.4

10.5

2022年度業績、2023年度業績予想

2022年度の連結正味収入保険料（損保）は、国内損害保
険、海外子会社ともに増収となり、前期比9.0%増の3兆
9,344億円となりました。一方、グループ修正利益は、国
内損保、国内生保、海外子会社いずれも減益となり、前
期比▲50.2%の1,727億円となりました。なお、ロシア・
ウクライナ関連ロス、新型コロナ関連ロス、運用資産を
時価評価しているMS Amlinの金融マーケット変動等、
一過性影響等を除いたグループ修正利益は2,537億円
となります。

2023年度のグループ修正利益予想は、前期比概ね倍増
の3,500億円へ、グループ修正ROEも10.0％への回復を
見込んでいます。2022年度の特殊要因のうち、ロシア・
ウクライナ関連ロス160億円、新型コロナ関連ロス520
億円等の一過性のものが剥落することに加え、国内損保
事業で609億円、国内生保事業で102億円、海外事業で
はMS Amlinの増益を中心に1,060億円の収支改善を
見込んでいます。

2023
（予想）

2022

+810

2,537

1,727

2022年度
グループ修正利益

3,500

2023年度
グループ修正利益

2022年度 特殊要因（一過性のもの） 影響額

合計

ロシア・ウクライナ関連ロス

新型コロナの影響額

金融マーケット変動要因

海外保有不動産の削減（台湾）

△160

△520

△310

180

△810

2022年度は一過性影響等により減益となったものの、
2023年度はグループ修正利益3,500億円をめざします。

国内損保・国内生保・海外事業の保険引受利益拡大、事業
費率引下げ、資産運用利益の拡大によりグループ修正
ROEを向上させるとともに、海外自然災害リスクの削減、

■ 企業価値向上への取組み

政策株式削減加速等により資本コスト率の引下げに取り
組むことで、エクイティスプレッドの安定的な拡大を図り
ます。

資本効率性

ROEの引上げと、リスク削減による資本コスト率の引下げに取り組みます。
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● 資本コスト対比で十分な収益が得られない状況が続き改善が
見込めない

● シナジー効果などのグループへの貢献が見込まれない
● 事業を行っている市場の成果が見込めない

● 価値観の共有、理念・哲学において共感を持てるか
● 事業規模拡大や高い収益性が見通せる営業基盤・ノウハウを
有し、グループシナジーが期待できるか

● ポートフォリオの地理的・種目的分散等により資本効率向上に
資するか

● 資本コストをベースに設定するハードルレートを勘案し十分な
投資効果が得られるか

MGA市場のフロンティング会社
「Transverse Insurance Group, LLC」の買収を完了

■ 株価、PBRの状況

出典：Bloomberg
（※）株価及びTOPIXは2022年3月31日を100として指数化

※エコノミック・ソルベンシー・レシオ(経済価値ベースのソルベンシー・レシオ)　　　
信頼水準99.5%で測定

※還元ベース利益＝IFRS純利益－IFRS純利益からの調整項目*＋政策株式売却損益
＊市況変動影響、新契約費繰延影響、不利契約関連損益、無形固定資産の償却、のれんの減損

グループ中核保険会社の格付け

A+
(安定的)

A1
(安定的)

A+
(安定的)

AA
(安定的)

AA+
(安定的)

S&P Moody’s AM Best R&I JCR

0.9

0.8

1.0

0.7

0.5

0.6

2022/03/31 2023/03/312022/09/30

中期経営計画の株主還元方針は、基礎的還元としてグ
ループ修正利益の50％、IFRS移行後の2025年度は還元
ベース利益※の50％を基本とし、配当及び自己株式の取
得による還元を実施します。加えて、事業環境、ESRの水
準、流動性、株価動向などを踏まえ、機動的・弾力的に追
加的還元を実施します。

2022年度の株主還元は前期比20円増配の年間200円の
株主配当及び合計200億円の自己株式取得を決定し、配
当利回りは4.9％、総還元利回りは5.8％となりました。
2023年度分の年間配当は、40円増配の240円を予想し
ています。引き続き、持続的な成長により企業価値を高
め、安定的な株主還元をめざしていきます。

ESR※の状況

20112010 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2023
（予想）

2022

1株当たりの総還元額・総還元利回り・配当利回りの推移PBR推移（2022年3月末～2023年6月末）MS＆AD株価対TOPIX（2022年3月末～2023年6月末）

（年度）

■ 1株当たり配当金（円）
■ 1株当たり自社株買いによる還元（円）

　 総還元利回り（％）
　 配当利回り（％）

54 54 54 56 65 90
120 130 140 150 155 180 200

240

62.0

122.5

69.8
54.0

72.0

113.5

169.1 180.6 193.3
207.8 217.0

237.1

315.4
3.0

2.6

3.9

2.9

3.7

2.9

3.2 3.0

2.4

3.4

1.9

4.8

3.4

5.4

3.9
4.2

5.7

6.9

5.0 4.8

6.7

4.9

5.8

4.5

7.9

● 早急な適正水準への回復に取り組む

● 事業投資や追加的なリスクテイク、
株主還元の拡充を検討する

● 現在の資本政策を維持しつつ、
資本効率の向上に取り組む

● 適正水準への回復の道筋を確認し、
必要に応じて資本水準の回復策や
リスク量の削減策を検討する

228% （2023年3月末）

250％

180％

目標レンジ

ROEの引上げ、資本コスト引下げ等、資本効率重視の経
営を進め、株価、PBRは着実に上昇しています。現中期経
営計画がスタートした2022年3月末以降の株価は

TOPIXのパフォーマンスを上回り、足元ではPBR1倍超
えも展望できる状況にあります。

事業投資による成長戦略実行とリスク分散 事業管理高度化と機動的な資本移動

収益性の高い既存事業や成長事業へ
再投資することにより、資本効率の向上をめざす2023年1月 買収完了

投資方針 見直し対象

見直し対象から

（2023年6月事業譲渡）

MGA及びスペシャルティ保険会社など

リテール事業の強化・拡大につながる投資先

事業投資ターゲット

米国

アジア

投資実績

140

120

100

80
2022/03/31 2023/03/312022/09/30

MS&AD株価　　　TOPIX

当社グループでは、AA格相当の財務健全性の維持をめざ
しており、その目安としてESR180%～250%を目標水準
としています。2023年3月末のESRは、228%であり、市場
変動によるストレスを与えた場合でも目標レンジ下限の
180%を十分に満たす水準となっています。引き続き持続
的な成長のためのリスクテイクと株主還元をバランスよく
実施していきます。

財務健全性

AA格相当の財務健全性を維持し、持続的な成長のための投資と安定的な株主還元を行います。

株主還元

利益の50%を基本に配当及び自己株式取得によって、株主還元を行います。

事業投資は、事業ポートフォリオの地理的・種目的分散・
拡大のためのM&Aを指向します。また、事業管理の高度
化を推進し、資本効率の高い事業に機動的に資本を配布
します。

2023年1月に米国のTransverse Insurance Group、
LLC社を買収、2023年6月に三井住友海上ケアネットを
事業譲渡するなど、事業ポートフォリオの入替えを進めて
います。

■ 事業投資と事業管理の高度化
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ERMサイクル 

収益性向上に向けた取組み

健全性を確保しながら、資本効率を高めていくため、当社グループでは、各事業ドメインでの下記の取組みを通じて、適切
なリスク・リターンの確保を図っています。

企画フェーズ

モニタリング
フェーズ

企画
フェーズ

執行
フェーズ

モニタリング
フェーズ

商品開発・販売・
施策管理

商品・種目別の収支管理

国内損保 種目特性に応じたリスク・リターンの管理や、
大口事故の影響が大きく、かつ成長ドライバーである新種保険の収支管理を強化

MSA生命※ 商品開発・改定、販売政策策定時も新契約RORによる評価を実施

MSP生命※ 商品別の収益性（販売開始時の見込み値及び販売後の実績値）を検証

資産運用戦略 資産・負債の総合管理（ALM）によってリスクを適切にコントロールしつつ、
相対的に高いリターンが期待できる資産への分散投資を推進

※CAPMに基づく算出

20142013 2015 2016 2017 2018 2019 （年度）2020 2022
（予想）
20232021

❶ リスク選好方針等を踏まえた戦略の策定、保有可能なリスク
量を確認した上で資本配賦額の設定を行います。

執行フェーズ ❷ 資本配賦額等をベースに、リスクリミットの範囲内でリスク
テイクを実施します。

❸ 財務の健全性、収益性及び資本効率等について定期的な
モニタリングを行います。

❹ モニタリング結果を踏まえ、必要な対応策等を検討・実行
します。

リスク・リターン・資本の一体管理

ERMをベースとしたグループ経営

経営ビジョンを実現するため、グループリスク選好方針に沿った中期経営計画を策定の上、ERMサイクルをベースにリスク
（統合リスク量）・リターン（グループ修正利益）・資本（時価純資産）を一体的に管理し、健全性の確保、資本効率及びリスク
対比リターンの向上を図っています。

3つの指標を
バランスよく
管理

持続的な利益成長に向けた
内部投資・外部投資を実施

経済合理性検証を実施しつつ
保有可能な

リスク量を明確化

適正水準の
安定的確保を前提に
資本をコントロール

資本効率
グループ修正ROE

=

リターン（グループ修正利益）

資本（修正純資産）

（P.45参照）

収益性（リスク対比リターン）
ROR

=

リターン（グループ修正利益）

リスク（統合リスク量）

健全性
1/ESR

=
リスク（統合リスク量）

資本（時価純資産）

（P.45参照）（P.45参照）

当社グループでは、ERM（Enterprise Risk Management）サイクルをグループ経営のベースにおき、健全性の確保を前提
として、収益力及び資本効率の向上のための取組みを行っています。リスク選好方針等を踏まえて各事業への資本配賦を行
い、配賦した資本を活用してリスクテイクを実施し、ROR（Return On Risk）等のモニタリングを通じて、適切なリスクコン
トロールを行っています。中期経営計画（2022-2025）では、ERM委員会を中心に、資本・リスク・リターンを踏まえた、グ
ループ各事業の評価・管理の高度化に取り組むとともに、成長事業への投資など、より資本効率の高い事業機会への資本
配賦を機動的に実施し、グループの資本効率の向上を図っていきます。

収 益
（リターン）

リスク資 本

ROR・VAの年度別
計画値の達成

収益性

グループ修正ROE10%水準
（資本コスト7%※） 

資本効率

ESR180％～250％
（＝適正水準）を確保

健全性

※MSA生命：三井住友海上あいおい生命　MSP生命：三井住友海上プライマリー生命

保有・再保険方針 財務健全性と期間損益の安定性を維持し、収益性向上に資する保有・出再スキームの構築
自然災害に係る正味保有リスク量の抑制に努める

グループ全体　　　国内損保事業　　　国内生保事業　　　海外事業

（%）

RORの推移

-20

0

5

10

15

20

中期経営計画（2022-2025）
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リスクの特定・管理

リスク管理

専務執行役員
グループCRO

田村 悟

CROメッセージ

当社グループでは、経営ビジョンを実現するため、グ
ループリスク選好方針に沿って経営計画を策定し、
ERMサイクルをベースに、健全性の確保、資本効率
の向上及び収益力の向上を図っています。具体的に
は、リスク選好方針等を踏まえ、配賦した資本をベー
スにリスクテイクを実施し、リスクに対するリターン
等のモニタリングを通じて、リスクをコントロールし
ています。
近年、気候変動、新型コロナウイルスの流行、デジタル
技術の進展、サイバー攻撃の巧妙化、地政学的リスク
の高まり、金融・信用市場の変動など、当社グループを
取り巻く社会・経済情勢は大きく変化しています。
2022年度も、台風14号・15号をはじめ、国内の雹災、
南アフリカの洪水、米国のハリケーン、再保険市場の
ハード化、新型コロナウイルスに関連した保険金の支
払い、ロシアのウクライナへの侵攻の継続、世界的な
インフレーションや金融引締め等に伴う金融市場の
変動等がありました。当社グループでは、アンダーライ
ティングの強化、再保険の活用による自然災害リスク
の抑制、政策株式の削減、資産負債の総合管理(ＡＬ
Ｍ)等を通じて適切にリスクをコントロールすること
で、200年に1度の確率で発生するリスクに対して十
分な資本を確保しています。併せて、国内外の大規模
な地震や風水災、金融市場の大幅な変動、サイバー攻
撃の増加、パンデミック等のさまざまな事象の発生を
想定したストレステスト等を通じて、財務の健全性に
問題がないことを確認しています。
2023年度は、企業価値向上の源泉としての人的資本
に対する認識の高まりや、労働需給の変化（人手不足
等）、グループ戦略（DX推進等）の実行に求められる
専門性やスキルの変化、社員の意識や価値観の多様
化等を踏まえ、「人財を取り巻く環境の変化」を経営
が管理すべき重要なリスク（グループ重要リスク）に追
加し、管理・取組みを強化しています。
また、気候変動への対応をはじめ、自然資本の保全、
人権尊重、自動運転やAI等の技術革新に伴う新しい
リスクへの対応等のサステナビリティに関する取組
みの推進や、品質を重視した業務運営等を通じて、当
社グループのリスク低減を図りながら、社会課題の解
決に貢献していきます。
今後も、当社グループを取り巻く環境は大きく変化し
ていくことが想定されます。このような環境変化の中

でも、グローバルな保険・金融サービス事業を通じ
て、レジリエントでサステナブルな社会を支える企業
グループとして社会とともに成長していくために、フォ
ワードルッキングなリスク管理を実践し、安定的に事
業を継続していきます。

当社グループでは、「MS&ADインシュアランス グループ 
リスク管理基本方針」を定め、グループ内で共有された基
本的な考え方のもとでリスク管理を実行しています。具体
的には、当社グループの事業ポートフォリオに影響をおよ
ぼす主要なリスク事象を洗い出し、そのリスク要因を定
量・定性の両面から評価することによって、リスク管理を
推進しています。

グループ国内保険会社

リスク管理の実行　リスク管理方針の制定

リスク管理部

ERM委員会

取締役会

グループ経営会議

モニタリングと協議・調整

● グループリスク管理基本方針の提示
● グループリスクモニタリング

リスク管理体制

リスク管理の実行と推進

当社グループでは経営が管理すべき重要なリスク事象を「グループ重要リスク」として選定し、その発現シナリオを「気候
変動」等にも留意して想定したうえで、管理取組計画を策定するとともに、各リスクの状況を定期的にモニタリングし、リ
スクのコントロールに取り組んでいます。

中長期的に当社グループ経営に影響を与える可能性のある事象や、現時点ではその影響の大きさや発生時期の把握が難
しいものの、認識はしておくべき事象を、次のとおりグループエマージングリスクとして定期的にモニタリングしています。

※1：企業価値の著しいき損・社会的信用の失墜につながる行為とは、グループ事業に関連する法令等違反行為、重大な労務問題（長時間労働・ハラスメント等）、人権侵害・多様性の排除、
データガバナンスの不備等に加え、社会規範等からの逸脱（不作為によるものを含む）や顧客本位の視点の欠如・不徹底等（コンダクトリスク）に起因するものをいいます。

※2：システム障害等の発生とは、システム障害の多発や重大なシステム障害の発生、大規模システム開発の進捗遅延・未達・予算超過・期待効果未実現に関するリスク事象を指します。

2023年度のグループエマージングリスク

2023年度のグループ重要リスク

リスク管理に関するより詳細な情報は、当社オフィシャルWebサイトをご覧ください。

● リスク管理（https://www.ms-ad-hd.com/ja/group/value/risk_management/erm.html）
● リスク管理基本方針　● リスク管理体制　● 保険事業のリスク　●  海外事業のリスク管理態勢　● 危機管理体制（事業継続計画を含む）

オフィシャルWebサイト掲載内容

経済・消費者行動・ビジネスモデルの大きな変化・変革をおよぼす新たな仕組みや革新的な技術の出現・台頭1
自然資本のき損（資源の枯渇、生態系の劣化・危機、環境に甚大な損害を与える人為的な汚染や事故）2
当社グループに大きな影響をおよぼす可能性がある国内外の法令・制度・規制等の新設・改廃3
社会資本（橋梁・トンネル・河川施設・港湾施設・下水道等）の維持管理・更新の大幅な停滞・遅延、エネルギー等の大幅かつ恒常的な供給不足4
国家統治・政治の大きな混乱・機能不全、安全保障の崩壊5

管理取組計画を策定するとともに、各リスクの状況を定期的にモニタリング

●新型コロナウイルスの変
異株による感染再拡大等
に伴い当社グループが適
切にビジネス・サービスを
実行できない状態の発生

●少子高齢化の進展・人口
減少等に伴う市場規模・
構造の変化による事業
ポートフォリオへの影響

●デジタライゼーションの
進展等に伴う世界的なサ
イバー攻撃被害の拡大等
による保険金支払の増加

●大国間対立激化やグロー
バルな経済圏の分断等に
伴う経済活動の停滞懸念
による株式等の保有資産
価値の下落

●気候変動の影響も受けた
国内及び海外の大規模な
風水災・森林火災・雪雹
災・干ばつ等の発生によ
る保険金支払の増加

1

大規模自然
災害の発生

少子
高齢化

気候変動

国家間等
対立

2

金融
マーケットの
大幅な変動

9

人財を取り巻く
環境の変化

3

信用リスクの
大幅な増加

8

保険市場の
変化

4

5 6

システム障害等
の発生※2

7

新型インフル
エンザ等の

感染症の大流行

グループの企業価値
の著しいき損や

社会的信用の失墜に
つながる行為※1
の発生

サイバー攻撃による
大規模・重大な業務
の停滞・情報漏えい・
保険金支払の
発生

デジタライ
ゼーション

新型コロナ
ウイルス

：グループ重要リスク   　　：想定シナリオの策定において留意した事項
：想定シナリオの例(留意事項を考慮したシナリオの一部を掲載)
：グループ重要リスクと留意事項との主な対応関係

監
査
役（
会
）

監査
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MS&ADインシュアランス グループは、持続的成長と企業価値向上を追い続ける世界トップ水準の保険・金融グループを創造する
上で、情報セキュリティ管理の実行をグループ経営上の最重要課題の一つとして位置付けています。
地政学リスクの高まりや技術の高度化により日々変容するサイバーリスクに対して、継続的な態勢強化が必要です。当社グループで
は、未然防止策を徹底してもなお、サイバー攻撃によるインシデントを100％は防げないことを前提にした点検や対策を実施して、サ
イバーレジリエンスの向上を進めています。　

● グループCISOは、情報セキュリティを担当し、取締役会、グループ経営会議、グループシステム委員会において、定期的
に、情報管理態勢に関する報告論議を行っています。

● MS&ADグループは、情報資産に関わる脅威を認識したうえで、常にサイバーセキュリティなど常に外部環境の変化を捉え、情
報セキュリティの確保及び有事などに迅速に対応する態勢を構築しています。特にサイバーセキュリティについては、
MS&AD-CSIRTを整備し、インシデント発生時 の対応に加え、セキュリティ脅威情報の収集、グループ各社間の情報共有、官公
庁や情報共有機関などとの情報連携も強化しています。

● 脆弱性情報・脅威情報の収集・分析、セキュリティ研修、標
的型攻撃メール訓練、公開サーバのプラットフォーム診断

● 脅威ベースのペネトレーションテスト（TLPT：Threat Led 
Penetration Testing）

● インシデント発生時の態勢（体制、対応フロー、報告先、対応
手順）の再確認とインシデント対応演習

● 地政学リスクの高まりを踏まえ、サイバー攻撃側の視点に 
立って想定される攻撃を分析し、対策を検討・推進

● ゼロトラストの考え方・方向性をグループで共有し、グルー
プ共通で取り組むべき施策を企画・推進

● 生成AIなどの先進技術の適切な利活用に向けたガバナン
ス・ルール・教育を整備

継続的な取組事例 変容するサイバーリスクへの対応事例

従前より進めているセキュリティ対策の取組みにより、サイバーセキュリティ対応態勢を継続して維持・強化しています。
また、万が一の被害を想定し、有事の際の手順や対応方法を定めています。更に変容するサイバーセキュリティリスクへ
の対応も進めています。これら取組みにより、2022年度は、業務継続に影響する重大なインシデントや情報漏えいの被害
を伴うインシデントは発生していません。

国内外の基準･ガイドライン･フレームワークに基づき独自に策定したグループ共通指標を用いて、海外拠点を含むグルー
プ各社に対し、セキュリティの対策状況を定期的に点検（モニタリング活動）しており、セキュリティ水準の継続的な維持・
向上を図っています。

年次モニタリング活動の評価プロセス

経営への報告 経営への報告
第1四半期

固有リスクの算出

サイバー攻撃を受けた際
の潜在的なリスクを定量
化して、グループ各社ごと
に固有リスクとして算出

セキュリティ対策
状況の点検

第2四半期

固有リスクのレベルに応じ
た「グループ共通の点検項
目」に基づき、セキュリティ
対策の充足状況を点検

改善計画の
策定・遂行

第3四半期

点検結果を踏まえ、未充足
項目・課題について、グ
ループ各社にて改善計画
を策定し、遂行

運営見直し、
点検項目の改訂など

第4四半期

当社は点検時に明らかと
なった運営上の課題を管
理し、必要に応じて改善を
実施

グループ会社

● インシデント発生時の対応
● 事前対策、事後処理、改善策立案

MS&AD-CSIRT
● 官公庁、法執行機関
● 日本損害保険協会
● 生命保険協会
● IPA、JPCERT/CC、金融ISAC など

グループCSIO

官公庁、情報共有機関
取締役会

グループ経営会議

グループシステム委員会

情報セキュリティ管理

グループの情報セキュリティ管理態勢

ルール・制度の実効性を確保するための仕組み

マネー・ローンダリングおよびテロ資金供与対策、
腐敗防止の取組み

当社グループでは「マネー・ローンダリング及びテロ資金
供与対策に関する方針」を定め、グループ各社の商品・
サービスがマネー・ローンダリングやテロ資金供与に利用
されることを防止するための取組みを推進しています。 ま
た、「公正な事業慣行に関する方針」を定め、公正な事業
慣行（「贈収賄等腐敗行為の禁止」「政治活動・政治資金
に関する法令の遵守」）の遂行を図っています。
海外拠点では、海外拠点向けの「コンプライアンス・マニュ
アル」の中に「マネー・ローンダリング規制対応及び資産
凍結者等の措置対象者への対応ガイドライン」を規定し、
海外拠点におけるマネー・ローンダリング及びテロ資金供
与対策を実施しているほか、「贈収賄防止」の項目を設け、
適切なルール整備及び研修等を通じて、海外拠点におけ
る贈収賄防止の取組みを実施しています。

税務コンプライアンスに対する取組み

当社グループは、レジリエントでサステナブルな社会をめざし
て、安定した人々の生活や活発な事業活動を支える企業とし
て信頼される存在であることが、保険事業の原点であり重要
な価値と考えています。 税務コンプライアンスに関しては、近
年、企業の社会的責任の一つとして税務の透明性確保の重要
性が高まっていることや、国際課税の枠組み強化の動きが進
展するなど、税務を取り巻く環境が大きく変化するなか、当社
グループとしても、税務の透明性確保の重要性を十分に認識
し、グループにおける税務コンプライアンスに対する考え方や
取組みの内容を内外に示していくことが、責任ある企業行動
として重要であると考えています。

2022年度の取組み

MS&ADインシュアランス グループは、コンプライアンスをグループ経営上の最重要課題の一つとして位置付け、グループのすべて
の役員・社員に対して事業活動に関連する法令や社内規定等を遵守するよう求めています。

コンプライアンスの推進

津田 卓也執行役員 グループCISO

コンプライアンスについてのより詳細な情報は、当社オフィシャルWebサイトをご覧ください。

主要国における支払税額
（2021年度：国別報告事項ベース）（億円）

国 支払税額
日本
米国
シンガポール

1,102
29
21

国 支払税額
マレーシア
英国
その他
合計

21
19
49

1,245

当社のコンプライアンスについて
https://www.ms-ad-hd.com/ja/group/value/risk_management/compliance.html
● コンプライアンスに関する基本方針
● コンプライアンス推進態勢
● 具体的活動内容
コンプライアンス・プログラム／コンプライアンス・マニュアル／コンプライアンスに関する教育・研修／コンプライアンスに関する各種点検／
モニタリング活動／スピークアップ制度（内部通報制度）／マネー・ローンダリング及びテロ資金供与対策／腐敗防止の取組み

● 海外事業のコンプライアンス推進態勢　　● 税務コンプライアンスに対する取組み

グループ全体に共通する「MS&ADインシュアランス 
グループ コンプライアンス基本方針」を定め、それに基
づいてコンプライアンス推進態勢を整備しています。コ
ンプライアンスに関する全社的な実行計画「コンプライ
アンス・プログラム」はグループ国内保険会社各社の取
締役会で決議され、その計画の実施状況や対応すべき
課題等はグループ国内保険会社各社のコンプライアン
ス委員会や取締役会等に報告されています。また、品質
向上・コンプライアンス委員会を設置し、グループ全体
の品質向上及びコンプライアンスの徹底と企業倫理の
確立に向けたモニタリング等を実施しています。なお、
重要事項については、取締役会に報告を行う態勢とし
ています。

当社グループでは、組織または個人による法令違反、社内
規定違反、不適切な行為またはこれらのおそれのある行
為が発生したときに、通常のレポーティングラインに加
え、グループ各社の役職員等が直接報告できる「スピーク
アップ制度（内部通報制度）」を設けています。グループ内
外に受付窓口を設け、通報者が利用しやすいよう配慮し
ているほか、通報者・相談者の秘密保持や情報の取扱い
に十分に注意し、通報または相談を行ったことにより不利
益な取扱いを受けることのないよう、通報者・相談者の保
護を図っています。
なお、海外拠点で従事する役職員向けに、自拠点の受付
窓口に加えグローバル通報窓口も設置しています。15か
国語での通報に対応しており、海外から日本本社への通
報も可能となっています。

当社グループのモニタリング活動

スピークアップ制度（内部通報制度）
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情報セキュリティ管理資本効率の向上と持続的な利益成長に向けて

グループ修正ROE 各事業ドメインでのグループ修正利益目標に向けた取組み

グループ修正ROE
（Return on Equity）

グループ修正利益※1

修正純資産※2

ROR
（Return on Risk）

1/ESR
（Economic Solvency Ratio）

[2022年度実績］
4.8% 定期モニタリング

[適正水準]
ESR 180%～250%

当社グループでは、中期経営計画（2022-2025）で掲げる
経営数値目標の中でも、「グループ修正ROE」を最も重要
な指標として位置付けています。
「グループ修正ROE」は、当社グループが保有しているリス
クとリターン（利益）のバランスを示すROR（Return on 
Risk）及び財務の健全性を示すESRに分解することができ
ます。更にこれらの指標は「グループ修正利益」、「統合リス

資本に対して、株主還元原資となる
キャッシュベースの利益がどれだけ創
出できたかを示す指標

当社グループが保有するリスクに対
し、どれだけの利益（リターン）をあげ
ることができるかを示す指標

当社グループが保有するリスクと純資
産とのバランスを示す指標

※1 グループ修正利益＝連結当期利益+異常危険準備金等繰入額－その他特殊要因（のれん・その他無形固定資産償却額等）+非連結グループ会社持分利益
※2 修正純資産 = 連結純資産+異常危険準備金等－のれん・その他無形固定資産
※3 統合リスク量は、保険引受リスク、資産運用リスク、オペレーショナルリスク等を確率論的手法により計量化しています。

※4 「ご家族登録サービス」とは、ご契約者でなく、事前にご登録いただいたご家族にも、ご契約者と同等の範囲で、保険契約の内容に関する情報開示・提供を行うサービスです。
※5 「安心お届け日数」とは、お客さまから新契約のお申込みや、解約申出・保険金請求・給付金請求などをいただいてから、当社の事務処理を完了するまでの期間をできるだけ短縮して
いくための指標で、①新契約成立日数・平均②保険金等支払所要日数・平均③解約返戻金支払所要日数・平均の3つを設定しています。

※6 「危険差損益」「費差損益」「利差損益」とは、生命保険会社の基礎的な期間損益の状況を示す指標である「基礎利益」の内訳となっている指標で、3つを合わせて「三利源」と呼ばれて
います。「危険差損益」は予定死亡率に基づく保険金・給付金等支払予定額と実際の保険金・給付金等支払額の差により生じる損益、「費差損益」は、予定事業費率に基づく事業費支
出予定額と実質の事業費支出の差により生じる損益、「利差損益」は、予定利率に基づく予定運用収益と実際の運用収益の差により生じる損益です。

ク量」、「時価純資産」の3つの要素から構成されています。
当社グループでは、ERMによってこの3つの要素のバラン
スを取る経営を行っています（P.39-40「ERMをベースと
したグループ経営」参照）。
また、各事業ドメインでの活動においては、グループ修正
利益の拡大を図るために、事業部門ごとに評価指標をお
いて、さまざまな取組みを推進しています。

資本効率 収益性 健全性

グループ修正利益

統合リスク量※3

統合リスク量

時価純資産

ERMにおいて、当社グループが保有するリスク特性を踏まえた支払能力と適切な資本バッファの状況を確認す
るため、以下のような算式で経済価値ベースの純資産（＝時価純資産）を算定し、管理を徹底している。

時価純資産 統合リスク量 グループ修正利益

成長性 共通

損害保険

収益性

生命保険

損害率

事業費率コンバインド・
レシオ

ERMによって、これら3要素のバランスを取る。
（P.39-40「ERMをベースとしたグループ経営」参照）

修正純資産と時価純資産（NAV）

時価純資産
（NAV）
5.4兆円

修正純資産
3.5兆円

保険負債の
含み損益
1.3兆円

負債性資本
0.5兆円

その他
0.1兆円

具体的な取組例 参考指標

● 多様化するお客さまニーズに迅速・柔軟に対応
する商品・サービスや、お客さまに寄り添った
事故対応の提供

● お客さまとのあらゆる接点における対応力の強
化 等

● 共　　通：

● 損害保険：

● 生命保険：

● 共　　通：

● 損害保険：
● 生命保険：

お客さま満足度、女性管理職比率、
グローバル従業員比率
事故対応満足度、代理店推奨度、
お客さまの声に基づく改善件数
ご家族登録サービス※4の登録件数、
安心お届け日数※5 等

● 変化するお客さまニーズを捉えた新商品開発
● 強固な販売基盤の維持と、多様な販売チャネル
の獲得・育成

● 既存契約の維持・拡大と、新規契約の獲得取組
等

営業予算達成率、契約継続率、
グローバル従業員数・比率、社員満足度
代理店（販売網）新設件数
EV増加額、保有契約指標（契約高、
契約件数、年換算保険料）、損保代
理店の生保併売率 等

● 適正な商品設計
● 不正請求の排除、適切かつ迅速な保険金の支払い
● 事故発生防止、損害率低減のための各種アド
バイスの提供

● 持続可能な資源の利用 等

● ビジネススタイル変革
● ペーパーレスの推進
● グループシナジーの発揮 等

● 売上高人件費率
● Web約款選択率
● 紙使用量、CO2排出量、総エネルギー使用量 等

● 保険負債の特性を踏まえた資産・負債の統合管理
● リスク対比収益の向上
● 適正なリスクコントロール 等

● 資産運用利回り、ポートフォリオの分散効果
　政策株式の削減額 等

● 提供する保障内容に応じた適切な価格設定
● 商品ポートフォリオ変革 等

● 保有契約年換算保険料
● 死亡保険金等増加額 等

● 販売増による収入事業費の増加
● 効率的な業務運営による支出事業費の削減 等

● 収入事業費
● 支出事業費（紙使用量、CO2排出量、総エネル
ギー使用量 等）

● 収益確保に向けた健全な予定利率の設定
● 負債の特性を踏まえたALM運用並びにリスク
管理の高度化

● 運用手法の多様化によるリターンの向上とリス
ク分散 等

● 資産運用利回り、格付分布 等

● リスクサーベイ実施回数、リスクマネジメント関
連セミナー・研修の実施回数

● リサイクル部品の活用率 等

顧客満足度

増収率

利差損益※6

費差損益※6

危険差損益※6

資産運用損益

■■ P.47-48財務・非財務ハイライト参照
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2021

36,09036,090

2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020

39,34439,344

自動車保険「もどリッチ」の払戻充当保険料を控除したベースです。
2015年度よりお客さまアンケートの選択肢を5択から4択にグループで統一し、上位2つを選んだお客さまの割合です（対象：三井住友海上、あいおいニッ
セイ同和損保）。
グループ国内は各翌年度4月1日時点、グループ海外は各12月31日時点
三井住友海上あいおい生命、三井住友海上プライマリー生命の個人保険、個人年金保険の保有契約高の合計です。

印の2022年度数値は、KPMGあずさサステナビリティ株式会社による第三者保証を受けています。

株主還元の原資となる利益で、中期経営計画の経営数値目標としていま
す。2024年度から国際会計基準（IFRS)に移行することを踏まえ、「Vision 
2021」（2018年度～）から定義を変更し、「グループ修正利益」としました。

グループコア利益／グループ修正利益※1

中期経営計画の経営数値目標の一つで、連結純資産に対する左記のグ
ループコア利益／グループ修正利益の割合を示しています。

グループROE／グループ修正ROE※1

生命保険会社の業績を示す基本的な指標の一つです。年度末の有効契
約の契約者に保障する金額の総合計を表しています（P.104「保険業界
の基礎知識」参照）。

保有契約高※7（国内生命保険事業）

連結正味収入保険料は、中期経営計画の経営数値目標の一つです。増収率
は国内損害保険事業・海外損保事業の保険料収入の成長性を示しています。

連結正味収入保険料※4と増収率（損害保険事業）

2022 （年度）
0

グループROE グループ修正ROE

（年度）
0

20222021

■■連結正味収入保険料　　　増収率（損害保険事業）

（年度）20222012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020

（億円）
40,000

30,000

28,000

26,000

32,000

36,000

38,000

34,000

（%）

0

8
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6

4

2

△2

12
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26,39426,394

3.1　3.1　

6.46.4

28,09528,095

4.74.7

29,40729,407
30,78930,789

4.74.7

10.710.7

1.21.2
2.12.1

△2.0△2.0

3.13.1
34,06934,069

34,46934,469
35,00435,004

35,73735,737
35,00935,009

管理職（課長職以上）の多様性を進めることで、多様な観点や価値観を取
り込んだ戦略や商品開発、組織運営が可能となり、お客さま満足度や成長
性のアップにつながると考えています。

女性管理職数と管理職に占める女性の割合※6

さまざまな文化や価値観を持った社員を増やし、社員の相互理解を深める
ことは、当社グループの組織力を強化し、特に海外事業の展開を推進する
力となります。

グローバル従業員数・比率
管理職に占める女性の割合グループ連結グループ連結

国内国内
（％）
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245245

613613
782782

944944
1,0171,017

296296 377377
449449

551551

1,2001,200
1,2921,292

1,5141,514

1,7041,704
1,7911,791

2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 20202019 （年度）20222021

（名）

0
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20,000

30,000

40,000

50,000

（年度）2022

30

（兆円）

10
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25

5

15

0

30.130.1

コンバインド・レシオは、損害保険事業の保険引受の収益性を示す重要
な指標で、100％を上回ると赤字、100％を下回ると黒字を意味します。

コンバインド・レシオ※2（国内損害保険事業）

損害保険会社において、保険引受利益に次ぐ主要な収益であり、利息・配
当金収入、有価証券の売却損益等で構成されています。

資産運用損益※2 （国内損害保険事業）

（年度）

120
（%）

110

115

105

100

0

95

90

■ネット利配　■キャピタル損益（評価損）　■キャピタル損益（売却損益）
資産運用損益

（年度）20222013 201520142012 2017 201920182016 2020 2021

（億円）
2,500

1,500

2,000

1,000

500

△1,000

△500

0

2,3312,331

1,0221,022

1,7811,781
2,0982,098

1,8771,877
1,7161,716

1,805　1,805　
2,2892,289

1,4921,492
1,6621,662

ペーパーレス会議の推進、パンフレット類のPDF化、端末・タブレットの活
用、RPA化等により、紙使用量の削減に積極的に取り組んでいます。2019
年度は、元号対応・商品改定による印刷物が一時的に増加しています。

紙使用量

CO2排出量を低減することは、保険事業にとってリスクでもある気候変動
の緩和につながります。また、エネルギー使用に係る事業費の削減にもつ
ながっています。

温室効果ガス排出量と総エネルギー使用量※3 

紙使用量

（年度）2013 2014 2015 2016 2017 2018 20202019 20222021
0

5,000

10,000

15,000

20,000

（t）

10,54510,545

8,3018,3019,0909,090

16,03616,036

13,28313,283 13,94013,940
13,00513,005

11,08511,085

13,05113,051

10,03510,035

2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 （年度）20222020 2021
0 0

お客さまの満足度の向上は、当社の成長性につながります。これらの指標
とともに、いただいたご意見を品質向上に役立てています。

お客さま満足度※5 社員満足度
お客さま満足度（自動車事故対応）お客さま満足度（自動車事故対応）

2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 （年度）

（％）

0

100

95

90

85

96.596.5

89.389.3 89.489.4
89.389.3

95.595.5 95.695.6 96.096.0 96.696.6 96.996.9 97.197.196.596.5

2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 （年度）20222021
0

4

5

6

（ポイント）
MVVの意識度（国内）MVVの意識度（国内） MVVの意識度（海外）MVVの意識度（海外）
誇り、働きがい誇り、働きがい 「いきいきと働く」「いきいきと働く」

※対象：国内グループ会社。6ポイント満点での全社員平均
グループ社員の「ミッション・ビジョン・バリューの意識度」や「誇り、働きが
い」等を企業価値の持続的な拡大につながる重要な要素として位置付け、
継続的な向上をめざします。

9.09.0

20202012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019

※4
※5

※6
※7

2018年度より計算方法を見直しています（P.108「保険関連用語集」参照）。
三井住友海上、あいおいニッセイ同和損保の単体数値の単純合算値です。
2013～2016年度は、賃貸用不動産のテナント利用に伴うCO2排出量を自社排出量として計上しています。また、2013～2015年度分は、MS Amlin等の
買収前であり、同社分は含まれていません。総エネルギー使用量は、地球温暖化対策推進法のエネルギー換算係数に基づいて算出しています。ただし、電
力エネルギーは、3.6GJ/MWhを用いています。

※1
※2
※3

1.61.6

2022
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2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020

93.093.0

105.2105.2

98.298.2
95.895.8

91.691.6 92.492.4
92.792.7

99.499.4
95.895.8

3.03.0 3.63.6 4.64.6
5.55.5

7.17.1

9.99.9
12.412.4

14.814.8 16.116.1
12.712.7

15.715.7
18.118.1

20.020.0 21.321.3

1,0541,054

1,8431,843

17.517.5

22.722.7

国内連結従業員数 海外連結子会社従業員数 （　）内は割合

2021

■グループコア利益　■グループ修正利益

3,500

（億円）

1,500

2,500

3,000

2,000

1,000

500

874874 948948

1,5571,557 1,4751,475

2,1372,137

1,0511,051

2,0102,010 1,8981,898
2,1462,146

2,3312,331

1,727

3,4713,471

2021

93.393.3

2,0612,061

2021

30.630.6

2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019

23.723.7
25.125.1

26.326.3 27.427.4
28.228.2

29.829.8
31.231.2 30.930.9

2020

30.830.8

2022

30,640
（83.6％）
30,640
（83.6％）

30,827
（83.2％）
30,827
（83.2％）

31,910
（83.2％）
31,910
（83.2％）

32,044
（78.9％）
32,044
（78.9％）

31,882
（78.4％）
31,882
（78.4％）

32,111
（77.8％）
32,111
（77.8％）

32,509
（78.4％）
32,509
（78.4％）

32,346
（77.8％）
32,346
（77.8％）

32,271
（77.8％）
32,271
（77.8％）

29,367
（76.1%）

29,367
（76.1%）

9,217
（23.9%）

9,217
（23.9%）

9,236
（22.2%）
9,236
（22.2%）

9,230
（22.2%）
9,230
（22.2%）

31,019
（77.6％）
31,019
（77.6％）

8,943
（22.4%）
8,943
（22.4%）

8,958
（21.6%）
8,958
（21.6%）

9,184
（22.2％）
9,184

（22.2％）
8,759

（21.6％）
8,759

（21.6％）
8,573

（21.1％）
8,573

（21.1％）6,448
（16.8％）
6,448

（16.8％）
6,228

（16.8％）
6,228

（16.8％）
6,003

（16.4％）
6,003

（16.4％）

2021 2022

1,9761,976

1,1381,138

19.519.5

24.724.7
総エネルギー使用量総エネルギー使用量CO2排出量（スコープ1+2）CO2排出量（スコープ1+2）(t-CO2)

140,000

120,000

100,000

80,000

60,000

40,000

20,000

1,400,000

1,200,000

1,000,000

800,000

600,000

400,000

200,000

(GJ)

111,818111,818
123,567123,567

119,953119,953

1,126,5551,126,555

1,070,8861,070,886

1,017,8531,017,853

1,000,0141,000,014

928,880928,880
863,298863,298

821,784821,784

1,098,0081,098,008

1,142,6471,142,647

120,930120,930
104,669104,669

98,11098,110
88,45888,458

77,25577,255

71,49171,491

784,307784,307

64,76064,760

6.76.7

5.05.0
4.54.5

5.95.9
5.25.2

7.97.9

3.73.7

6.46.4 6.16.1

8.08.0
8.0

10.0

6.0

（%）

2.0

4.0

4.84.8

9.59.5

4.34.3
4.44.4

4.24.2

4.74.7

4.34.3

4.24.2

4.84.8

4.44.4

4.34.3

4.44.4
4.44.4

4.34.3

4.54.5

4.44.4
4.34.3

4.64.6

5.35.3

4.54.5

4.44.4

4.54.5
4.74.7

5.25.2

4.44.4

4.74.7

4.34.3

4.04.0

4.64.6
4.64.6

5.25.2

4.44.4

4.64.6
4.74.7

5.25.2

4.44.4

財務・非財務ハイライト

成長性指標経営数値目標

収益性指標
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※1 三井住友海上の独自商品である自動車保険「もどリッチ（満期精算型払戻金特約付契約）」の払戻充当保険料を控除した
ベースで記載しています。

※2 親会社株主に帰属する当期純利益又は当期純損失（△）を記載しています。
※3 連結ソルベンシー・マージン比率については、保険業法等が改正されたことにより、2011年度より算出しています。
※4 三井住友海上、あいおいニッセイ同和損保の単体数値の単純合算値
※5 グループコア利益＝連結当期利益-株式キャピタル損益（売却損益等）-クレジットデリバティブ評価損益-その他特殊要因+

非連結グループ会社持分利益（2017年度以前）
※6 グループ修正利益＝連結当期利益+異常危険準備金等繰入・戻入額-その他の特殊要因（のれん・その他無形固定資産売却

額等）+非連結グループ会社持分利益（2018年度以降）
※7 グループROE＝グループコア利益÷連結純資産（期初・期末平均、除く新株予約権・非支配株主持分）（2017年度以前）
※8 グループ修正ROE＝グループ修正利益÷［修正純資産（連結純資産+異常危険準備金等-のれん・その他無形固定資産）の期

初・期末平均］（2018年度以降）
※9 1株当たり当期純利益又は1株当たり当期純損失（△）（EPS）を記載しています。
※10 潜在株式調整後1株当たり当期純利益（EPS）を記載しています。2015年度以前の潜在株式調整後1株当たり当期純利益に

ついては、潜在株式が存在しないため記載していません。
※11 1株当たりグループコア利益（2017年度以前）又は1株当たりグループ修正利益（2018年度以降）を記載しています。
※12 株価関連指標は期末市場株価ベース。
※13 年間株主トータルリターン（Total Shareholders Return）とは右記の算式により算出しています。 （期末株価-前期末株価+

年間配当）÷前期末株価
※14 株価ボラティリティは日次終値ベースのリターンの標準偏差を年換算したものです。
※15 2022年度の自己株式取得額は200億円（上限)。200億円（上限）の取得期間は、2023年5月22日～2023年9月22日（2023

年5月19日開催の取締役会で決議）
※16 2022年度の平均取得額は、自己株式の取得が完了していないため、記載していません。
※17 株主還元率＝（当年度に関する配当総額（当年12月、翌年6月）+次年度の定時株主総会開催日までに決定した自己株式の買

付け総額）÷当年度のグループコア利益（2018年度以降:グループ修正利益）
※18 自動車保険の事故対応に満足しているお客さま割合（対象：三井住友海上、あいおいニッセイ同和損保）。2015年度よりお客

さまアンケートの評価を5段階から4段階に変更しています。
※19 課長職以上の女性社員数（グループ国内は各翌年度4月1日時点）
※20 2012～2016年度は、賃貸用不動産のテナント利用に伴う温室効果ガス排出量を自社排出量として計上しています。また、

2012～2015年度分は、MS Amlin等の買収前であり、同社分は含まれていません。

（出所） ブルームバーグ社提供データよりMS&ADホールディングス作成

上記グラフは2018年3月末の投資金額を100とした場合の各時点での収益率（投資成果）を示しています。
収益率は株価の変化幅（上昇または下落）に配当を加算して計算しています。
MS&AD株式に2018年3月末時点で100投資した場合の過去5年間の各期末時点での投資成果を見ると、2019年3月
末で104.6、2020年3月末で105.6、2021年3月末で114.7といずれも初期投資額を上回っています。
期間の後半は上昇トレンドに入り、2022年3月末では143.0、2023年3月末では147.0と大きく上昇しています。
比較している指数は東証株価指数（TOPIX）と東証の業種別指数（保険業）のいずれも配当込みのデータを使用し、同
様に指数化しています。
直近の1年間ではTOPIX（配当込み）の投資収益を上回るリターンとなっています。

連結財務関連データ（単位：百万円）

  経常収益

  正味収入保険料

  （正味収入保険料）※1

  保険金支払額（損保+生保）

  経常利益又は経常損失（△）

  親会社株主に帰属する当期純利益※2

  包括利益

  純資産額

  総資産額

  連結ソルベンシー・マージン比率※3

  自己資本比率

  自己資本利益率（ROE）

  コンバインド・レシオ（国内損保）※4

  グループコア利益※5╱グループ修正利益※6

  グループROE※7╱グループ修正ROE※8

1株データ（単位：円）

  1株当たり当期純利益※9

  1株当たり当期純利益（潜在株式調整後）※10

  1株当たりグループコア利益╱グループ修正利益※11

  1株当たり配当金（DPS）

  1株当たり純資産額（BPS）

株価関連データ

  期末市場株価（終値）

  株価収益率（PER）※12

  株価純資産倍率（PBR）※12

  配当利回り※12

  年間株主トータルリターン（TSR）※13

  株価ボラティリティ（年率）※14

資本政策データ（単位：百万円）

  配当総額

  配当性向（連結）

  自己株式取得額※15

  （平均取得価額）※16

  株主還元率※17

非財務関連データ

  お客さま満足度（自動車事故対応）※18

  従業員数

  （上記のうち海外連結子会社従業員数） 

  女性管理職数※19 （国内）  

  社会貢献活動参加社員数（国内）

  温室効果ガス排出量（スコープ1+2）※20 

  紙使用量（国内）

4,689,658

2,939,113

（2,940,756）

1,996,675

287,061

136,247

807,972

3,036,663

18,788,046

803.9%

16.0%

5.18%

95.8%

1,557億円

5.9%

221.34

－

252.99

65.00

4,911.40

3,370円

15.23倍

0.69倍

1.9%

45.3%

25.3%

39,900

29.4%

29,992

（3,373円）

44.9%

89.1%

38,358名

（6,448名)

377名

15,124名

123,567t-CO2

13,283t

4,892,244

3,500,996

(3,500,996)

2,307,722

306,524

144,398

753,938

3,126,657

24,142,562

916.0%

12.8%

5.22%

93.0%

2,146億円

6.7%

255.79

255.65

380.21

155.00

5,525.42

3,249円

12.70倍

0.59倍

4.8%

12.5%

23.2%

86,995

60.6%

34,999

（3,286円）

57.0%

96.9%

41,501名

（9,230名）

1,017名

26,519名

77,255t-CO2※20

10,035t

2020年度

5,132,042

3,609,052

(3,609,052)

2,418,385

390,499

262,799

310,470

3,302,749

25,033,846

857.9%

13.0%

8.3%

93.3%

3,471億円

9.5%

474.52

474.32

626.90

180.00

5,955.21

3,978円

8.38倍

0.67倍

4.5%

28.0%

21.7%

99,088

37.9%

74,999

（4,040円）

50.0%

97.1％

39,962名

（8,943名）

1,054名

23,024名

71,491t-CO2

9,090t

2021年度

5,168,361

3,573,732

（3,573,732）

2,403,833

157,701

143,030

△157,288

2,494,038

23,196,455

781.3%

10.6%

5.50%

95.8%

2,331億円

8.0%

248.36

248.22

404.92

150.00

4,308.37

3,025円

12.18倍

0.70倍

5.0%

△5.8%

19.4%

85,770

60.4%

34,999

（3,407円）

52.0％

96.5％

41,582名

(9,236名)

944名

27,673名

88,458t-CO2※20

13,051t※20

2019年度

印の2022年度数値は、KPMGあずさサステナビリティ株式会社による第三者保証を受けています。

主要経営指標 過去5年間の株主トータルリターン（TSR）

MS＆AD TOPIX（配当込み） TOPIX 保険業指数

2019/3/31 2020/3/31 2021/3/31 2023/3/312022/3/31
50

125

100

75

150

175

200

11年間のパフォーマンス

5,500,438

3,497,572

（3,500,403）

2,528,145

290,847

192,705

△79,701

2,778,047

23,132,539

807.3%

11.9%

6.77%

99.4%

1,898億円

6.1%

328.72

328.60

323.87

140.00

4,712.11

3,370円

10.25倍

0.72倍

4.2%

4.6%

16.2%

81,720

42.6%

31,972

（3,482円）

60.0％

96.6％

41,467名

(8,958名)

782名

23,601名

98,110t-CO2

10,545t

2018年度

5,217,835

3,440,976

(3,446,940)

2,311,295

211,548

154,057

311,096

2,968,387

22,472,927

819.3％

13.1％

5.45％

92.7％

1,051億円

3.7％

260.04

259.98

177.47

130.00

4,964.64

3,355円

12.90倍

0.68倍

3.9%

△1.6%

19.7%

77,014

50.0%

29,981

（3,440円）

101.8%

96.0%

41,295名

(9,184名)

613名

20,022名

104,669t-CO2

11,085t

2017年度2014年度

4,315,787

2,639,015

（2,639,419）

1,961,399

150,300

83,625

543,938

2,021,625

15,914,663

738.8%

12.6%

4.79%

105.2%

874億円

5.0%

134.46

－

140.56

54.00

3,215.33

2,066円

15.36倍

0.64倍

2.6%

24.8%

35.8%

33,582

40.2%

4,996

（2,565円）

44.1%

89.3%

36,643名

（6,003名)

245名

16,142名

114,246t-CO2

14,445t

2012年度

4,362,754

2,811,611

（2,809,581）

2,025,545

190,259

93,451

322,865

2,285,832

16,878,148

772.5%

13.4%

4.42%

98.2%

948億円

4.5%

150.58

－

152.79

56.00

3,646.22

2,364円

15.70倍

0.65倍

2.4%

17.1%

39.0%

34,715

37.2%

9,997

（2,523円）

47.2%

89.4%

37,055名

（6,228名)

296名

11,373名

111,818t-CO2

16,036t

2013年度

5,335,239

3,407,389

（3,406,966）

2,162,773

352,612

210,447

114,294

2,734,432

21,234,300

872.6%

12.8％

7.78％

92.4％

2,137億円

7.9%

350.94

350.90

356.39

120.00

4,572.82

3,540円

10.09倍

0.77倍

3.4%

16.7%

36.9%

71,489

34.2%

29,938

（3,738円）

47.7%

95.6%

40,641名

(8,759名)

551名

19,861名

120,930t-CO2

13,005t

2016年度

5,251,271

3,934,473

(3,934,473)

2,772,451

231,113

161,530

△ 80,923

3,056,273

25,000,433

777.7%

12.0%

5.2%

98.7%

1,727億円

4.8%

299.80

299.70

320.58

200.00

5,633.94

4,106円

13.70倍

0.73倍

4.9%

8.2%

23.7%

107,140

66.7%

(上限)200億円

-

（予定）74.0%

96.5％

38,584名

（9,217名）

1,138名

22,553名

64,760t-CO2

8,301t

2022年度

● 

● 

● 

● 

● 

●

5,013,038

3,078,732

（3,078,995）

2,023,599

291,578

181,516

△233,116

2,725,274

20,303,649

743.3%

13.3％

6.36％

91.6％

1,475億円

5.2%

298.72

－

242.83

90.00

4,469.58

3,136円

10.50倍

0.70倍

2.9%

△4.9%

41.0%

54,447

30.1%

19,996

（3,044円）

50.4%

95.5%

40,617名

(8,573名)

449名

16,507名

119,953t-CO2

13,940t

2015年度

2018/3/31
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CSV×DXが実現するMS&ADのネクストステージ

リスクソリューション・プラットフォーマー

特 集

いつの時代も社会のサステナビリティを支えることは、

保険会社の使命。

気候変動による自然災害の激甚化、感染症の拡大やサイバーリスクの脅威など、

現代社会が抱える課題は複雑化・多様化しています。

不確実性を極めたこの時代に、

MS&ADグループが果たすべき役割とは何なのか。

起こりうる変化を予測することで、

発現したリスクの補償だけでなく、リスクの発現そのものを防ぎ、

お客さまが安心して生活や事業活動を行える環境をサポート。

グループの多様な知見と高度なデジタル技術を融合したソリューションで、

リスクに負けない力強い未来を創造する。

それが、「リスクソリューション・プラットフォーマー」です。

交通事故の死傷者数は近年減少傾向にある一方で、依然と
して死傷者は一定発生している。
モビリティや通信に関わる技術的進展に伴い、新たなリス
クへの対応が求められている。　　　　

2018年から、安全運転の度合いを保険料に反映する国内初のテレマ
ティクス自動車保険を発売。取得した走行データをもとに、ドライ
バーの安全運転状況をスコアにして提供するとともに、スコアに応じ
た保険料割引体系を導入。

（注1）「タフ・見守るクルマの保険プラス（ドラレコ型）」と「タフ・クルマの保険」の前契約からの改善率の比較です（2023年3月、当社調べ）。 
（注2）「タフ・見守るクルマの保険プラス（ドラレコ型）とテレマティクス自動車保険を除く当社の他の自動車保険との比較です。双方に責任割合が発生する対物賠償保険事故の解決所要日

数（2021年1月～2023年3月発生事故）を言います。なお、「タフ・見守るクルマの保険プラス（ドラレコ型）は、ドライブレコーダーの映像を事故対応に活用したケースを対象としていま
す（2023年3月当社調べ）」。

● ビッグデータに基づく地域の交通安全対策により、事故発生頻度を低減
2022年5月、当社のテレマティクス自動車保険から取得した走行ビッ
グデータを活用した「交通安全EBPM※支援サービス」をリリース。危
険箇所候補の選定から、原因分析、適切な対策の提案、効果の検証ま
でワンストップで行い、より良い政策づくりを支援する。
※Evidence-Based Policy Making（証拠に基づく政策立案）の略

● 事故削減による産業廃棄物の減少や代替部品の削減によりCO2排出
量を抑制するなど、地球環境の保全につながる。

● 高齢者の運転寿命が延伸し、地域が活性化する。

● 大量の走行データの活用により、データを活用した新たなビ
ジネスモデルを創出する。

● 社会インフラの保全対策（老朽化する道路・橋の特定など）
において走行データを活用し、快適な街づくりに貢献する。

● データを活用した地域社会の課題解決やノウハウを増やし、
地方自治体との包括協定の拡大につなげる。

● 契約台数は180万台を突破し、今後も新商品の販売や技術の進展ととも
にさらに契約台数の拡大が見込まれ、保険料増収に貢献が見込まれる。

● テレマティクス自動車保険は事故頻度の低減に効果があることが認
められており、交通事故削減による支払保険金の削減が見込まれる。

未然に防ぐ

事故発生前 事故発生時 事故が起こった後

迅速な初動対応をサポート 迅速な初動対応をサポート

安全運転スコアに
応じた保険料

万が一の際の
充実な補償

解決策社会課題

あいおいニッセイ同和損保は、データ・デジタル技術を活用した「テレマティクス自動車保険」を提供しています。テレマ
ティクス自動車保険では、通信技術を活用して取得したお客さまの走行データをもとに、安全運転スコアに応じた保険料・
安全運転アドバイス等の事故の未然防止につながるサービスを提供しています。また、万が一の事故の際には、先進的な事
故対応サービスにより、事故の早期解決も実現しています。更に得られたデータやノウハウ等を基に、エコドライブ普及、高
齢者の運転寿命延伸など、社会・地域課題の解決という新たな価値の創造にチャレンジしています。

事故頻度低減効果  ▲15%※1

安全運転
スコア

運転診断
レポート

リスクを見つけて伝える 経済負担を小さくする 影響を小さくする
すばやく回復する

脳のトレーニング
アプリ

当社への経済的インパクト

社会へのインパクト

 (出所）富士経済

世界のコネクテッドカーの世界市場
2035年の新車のコネクテッドカー販売数
9,230万台(2022年比2倍）

事業機会の創出

C a s e

1
テレマティクス技術で導く
安心・安全で快適なモビリティ社会

担当者のコメント パートナーのコメント

福井県DX推進監 （CDO) 米倉 広毅

テレマティクス自動車保険のご契約が増えると、当社の走行ビッグデータ
が増えます。そしてそのデータが増えれば増えるほど、交通安全EBPMの
「可視化範囲の網羅性」や「データ分析の精度」が向上します。つまり、テ
レマティクス自動車保険は“お客さまとともに”データを増やし、さまざま
な社会・地域課題の解決ができる“お客さま参加型”の保険です。このこと
をしっかりとお客さまに伝えていくことで、テレマティクス自動車保険の
更なる普及・拡大をめざします。また、冬のDigi田甲
子園での優勝は当社の「CSV×DX」というコンセプト
が国からも評価された証であり、お客さまとともに
勝ち取った優勝と考えています。

本県では、あいおいニッセイ同和損保さまと連携し、テレマティクスを活用
した新たな交通安全対策を実施しています。福井県は、マイカー保有数全国
1位、死亡事故数も全国ワーストクラスの車社会です。こうした目の前の生活
課題に対応するため、急ブレーキ等の実際の運転挙動データを用いて、事
故発生前に隠れた危険エリアを見える化する「福井県交通安全マップ」を作
成しました。また、これらデータの活用も進め、福井県警察による速度規制
エリアの指定、地域の小中学生が通学路の交通安全
対策を自ら考える探求学習にも活用しています。冬の
Digi田甲子園優勝をきっかけに他地域に横展開して
いくなど、より一層の地域課題解決や行政取組の
EBPM（証拠に基づく政策立案）を推進していきます。

あいおいニッセイ同和損保
デジタルビジネスデザイン部 小泉 泰洋

事故の状況が
迅速・的確に
把握されるので安心！

支給願います

事故解決日数  ▲15.0日※2(2023年3月)
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C a s e

3
C a s e

2

(出所）IDC JAPAN

日本のセキュリティ市場規模
2023年 9,336億円(前年比7.1%増）
2021-2026年 年間平均成長率7.1%
世界のセキュリティ市場規模
2023年 2,190億米ドル（前年比12.1%増）

ヘルスケア産業市場規模
2025年 約33兆円

テレワークやＷeb会議など社会のデジタル化が伸展する一方で、国際情勢の変
化から国境を越えたサイバー攻撃による被害が拡大している。サイバーセキュリ
ティ強化が喫緊の社会課題と言われているが、サイバー攻撃を完全に防ぐことは
困難であり、従来の防御を中心とした対策（事前対策）に加えて、攻撃を受けた際
の対策（事後対策）まで準備することが急務となっている。

サイバー保険「サイバープロテクター」と事前
対策・事後対策の両方を担うサービス「防検
サイバー・見守るサイバーモード（ＥＤＲ）」で
構成される「見守るサイバー保険」を提供。

● 端末に侵入してきたウイルスを検知・隔離
● 未知の脅威に対してもその振る舞いで脅威
として検知・隔離

● デジタルシフトに伴うセキュリティリスク拡大への対策や、個人情報保
護を目的としたサイバーセキュリティ対策の拡大。

● Eコマースやインターネットバンキングにおけるサイバーセキュリティ
対策の拡大。

● コネクテッドカー、機械、メーター、ウェアラブル、家電などの接続デ
バイスの更なる増加により、サイバーセキュリティ対策が拡大。

● 海外企業への販売拡大や新しい市場への開拓につながる。

● ログを保全することにより迅速
に感染経路を特定できる
   （早期の調査・復旧に有効）

● 必要に応じて専門事業者を紹
介し初動対応をサポート

● 情報漏えい等による賠償損害を補償
● 各種対応費用を幅広く補償

事故発生前（事前対策） 事故発生時 事故が起こった後（事後対策）

解決策社会課題

三井住友海上は、昨今、激増するサイバー攻撃等のリスクから企業を守るため、「見守るサイバー保険」を販売していま
す。「見守るサイバー保険」は、従来からあるサイバー保険の補償機能に加えて、事故を未然に防ぐ機能や、事故の影響を減
らし早期の回復を支援する機能を併せ持つサービスをワンストップで提供します。この商品の普及活動を通じて、サイバー
分野における企業の安全を守ります。

リスクを見つけて伝える 経済的負担を小さくする 影響を小さくする
すばやく回復する

● サイバー攻撃による被害状況から迅速に復旧することで、賠
償責任や事業中断による金銭的被害を最小限に止めること
ができ、企業経営の安定化につながる。

● 取引先やお客さまからセキュリティ対策に力を入れている企
業と認識され、レピュテーションが向上する。

● お客さまの被害拡大を防ぐと同時に、支払保険金の抑制に
つながる。

● サイバーセキュリティに関する各種サービスの提供により、
当社のプレゼンスが向上し、サイバー保険以外の新たな収
益源が創出できる。

当社への経済的インパクト

社会へのインパクト 事業機会の創出

● がんや生活習慣病、認知症をはじめとした疾病について、早期
発見の重要性が認識され、健康診断の受診等の行動変容につ
ながる。

● ＭＳＡケアを通じ、疾病の早期発見・早期治療、重症化・再発予
防等の啓発活動につながり、医療給付費の抑制に貢献できる。

● ヘルスケアスタートアップのビジネスの活性化につながる。

線虫という小さな生物を
活用。少量の尿でがんの
リスクを判定、早期発見に
つながるサービス

スマホ等のカメラを健康
診断書にかざすだけで、
「健康年齢®」「三大疾病・
八大疾病入院リスク」など
をチェックできるサービス
※健康年齢は、株式会社JMDCの
登録商標です。

アプリ画面に対して、2種
類の声を発するだけ。気
になる軽度認知障害
（MCI）のリスクを1分程
度でチェックできるサー
ビス

● ヘルスケアサービスに対する需要の高まりや、テクノロジーの進展
を捉えた先進的なサービスの拡充に伴い、ＭＳＡケア利用者から保
険外収益を獲得するなど、ビジネス機会を創出。

● これまで取得している生命保険の引受けや保険金支払いに関する
データに加え、ヘルスケアサービスで得られるデータをもとに、連
続的な健康状態にかかわるデータを収集・分析することができ、こ
れらのデータを利活用した生命保険引受の高度化や新たな商品・
サービス提供などが可能になる。

(出所）経済産業省「次世代ヘルスケア産業協議会 新事業創出ワーキング
グループ」

● ヘルスケアサービスと生命保険を一体で提供する生命保険の
新たな価値を生み出し、医療保険、介護保険等の保険料収入が
拡大する。

● 企業の福利厚生制度や会員団体マーケットにＭＳＡケアを提
供することで、新たなマーケットを創出できる。

病気になる前 病気になった時 病気になった後

重症化・再発予防

● 早期発見から重症化・再発予防にいたるまで各種ヘルスケア
サービスを取り揃えた「ＭＳＡケア」を2022年10月から提供。

● 2023年6月にはＭＳＡケア専用となるシステム「ＭＳＡケア
Ｗｅｂサービス」をリリースし、損害保険のお客さまをはじ
めとした幅広いお客さまへの提供を開始。

解決策

平均寿命の延伸に伴い、健康寿命との差が拡大すれば、医療費や
介護費用などが増加することになる。また、がん検診受診率は、男性
は約5割、女性は約4割の水準であり、諸外国と比較すると低い傾向
にある。今後、高齢化が更に進むことにより、病気の早期発見や早
期治療、重症化予防への取組みが求められる。

社会課題

三井住友海上あいおい生命は、生命保険の新たな提供価値として、病気の早期発見、早期治療、重症化・再発予防につ
ながる先進的なヘルスケアサービスの提供を開始しました。一人ひとりの健康状態に応じたサービス提供により、お客さま
の「笑顔で長生き」を応援し、すこやかな未来づくりをサポートするとともに健康寿命の延伸、健康診断・がん検診受診率の
向上、医療給付費の増加等の社会課題の解決に貢献していきます。

リスクを見つけて伝える 経済的負担を小さくする 影響を小さくする
すばやく回復する

当社への経済的インパクト

社会へのインパクト 事業機会の創出

早期発見

予防・早期発見M
みつける

治療を支える

相談サービス(満点生活応援団・介護すこやかデスク）

サ
ー
ビ
ス
の
一
例

重症化・再発予防

がん罹患者向けに社会
復帰のための身体機能
改善とメンタルをサポー
トするピラティス・ヨガを
提供

お客さまの健康をトータルでサポート「MSAケア」企業の安全を守る「見守るサイバー保険」　

S
ささえる

A
あなたを
まもる

がんの基礎知識から最新
情報まで、医師の協力の
もとで専門的ながん情報
をわかりやすく提供

脳血管疾患などの再発・
重症化予防を目的に、お
客さま一人ひとりにあっ
た生活習慣改善のため
の最適なプログラムを
提供

サイバー攻撃者は、取引先やサプライヤーも含めて攻撃対象として
います。対策に不備があったために、被害範囲が自社に限らずビジ
ネスパートナーまで拡がるケースが多く見られます。もはや単一企
業でのサイバーリスク対策とリスクの解消は困難であり、ビジネス
パートナー間の対話や情報共有と、対策レベルの底上げが急務と
なっており、EDRの導入はその第一歩になります。

MS&ADインターリスク総研
リスクマネジメント第三部
サイバーリスクグループ

マネジャー・上席コンサルタント

担当者のコメント 担当者のコメント 担当者のコメント パートナーのコメント

槇 健介

サイバーセキュリティ分野において、サイバー保険の提供のみとい
う従来のスタイルでは、お客さまへ十分な価値を提供できていない
のではないか、という課題認識がありました。保険による金銭的な
補償だけでなく、サイバーリスク自体を低減させる価値も提供する
ことで、サイバーセキュリティ向上という社会課題解決に貢献でき
ると考えています。特に、大企業なみに人材や
コストを投入できない中堅・中小企業にとって
は、有効な商品となったと考えています。

三井住友海上　新種保険部
サイバー・ビジネスリスクチーム

須田 峻史
株式会社JMDC　代表取締役社長

野口 亮

当社では、お客さま満足を活動の原点に据え、多くのお客さまから
「感謝」「感動」「信頼」をいただくことで、社会との共通価値を創造
し、持続的成長につなげる好循環を実現したいと考えています。「Ｍ
ＳＡケア」は、生命保険会社が提供する「価値」をこれまでの「保障の
み」から「保障の前後」まで広げ、生命保険の営業スタイルを変革す
るものです。また、「お客さまの健康そのものを
サポート」「社会課題の解決・健康長寿社会へ
の対応に貢献」という新たな価値を提供してい
きます。

国民医療費の増加、健康格差の拡大、介護離職など、健康にまつわ
る社会課題は枚挙にいとまがありません。今後益々国民の健康増
進への意識は高まり、ヘルスケアデータによる可視化はかかせな
いファクターといえます。三井住友海上あいおい生命さまに向けて
開発し、提供している「撮るだけ健康チェック」をきっかけに、利用
者さまが生活習慣、健康に対する気づきを得
て、笑顔で元気に過ごしていただく一助にな
れば幸いです。今後も健康増進に寄与する新
たな挑戦を協働していきたいと思います。

三井住友海上あいおい生命
デジタルイノベーション部・ヘルスケア推進グループ

小林 宏輝
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2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022

919

1,533

1,901

1,469

1,195

2,307

1,180

1,790
1,585

2025
（見通し）

2022

△924

（年度）

（　　　　　　　　　　）

当社グループは、社会構造やライフスタイルの変化を背景
に多様化するお客さまニーズに対して、異なるビジネスモ
デル（商品・販売チャネル等）を持つ３つの損害保険会社
を通じて商品・サービスを提供しています。三井グループ、
住友グループを中心とする幅広いネットワークを基盤に
グローバルに事業を展開する三井住友海上と、トヨタグ
ループ、日本生命グループとの基盤を軸とし、地域に根ざ
した事業を展開するあいおいニッセイ同和損保に加え、
個人向けダイレクト販売に特化した三井ダイレクト損保
が、それぞれの強みを活かし、国内におけるスケールと優
位性を維持しています。
国内の損害保険市場では、火災保険や自動車保険といった
伝統的な保険種目を取り巻く環境は年々厳しくなっていま
す。近年、自然災害の多発・激甚化により保険金支払いが増
加し、足元ではインフレ進行、賃上げなどの影響により、事
業費への負担が増加しています。また、少子高齢化の影響
による将来の保険マーケットの縮小なども懸念されます。
そのようななか、当社グループでは、デジタライゼーショ
ンの進展などのさまざまな環境変化に伴って出現する社
会課題の解決を事業機会ととらえ、新たなリスクに対する
保険ニーズを着実に取り込むことにより、当社グループの
中核事業として、持続的な成長へ向け引き続き取り組んで
いきます。

中期経営計画初年度の2022年度決算において、国内損害保険事業は、正味収入保険料は対前年947億円（3.3％）増の2兆
9,653億円となった一方で、保険引受利益については△152億円と非常に厳しい決算となりました。今後については以下の
取組みを実施し、中期経営計画の達成をめざします。

事業環境

事業領域別報告

国内損害保険事業

グループコア利益・グループ修正利益

三井住友海上、あいおいニッセイ同和損保、
三井ダイレクト損保の単体の単純合算値

グループコア利益 グループ修正利益

2,500

2,000

1,000

3,000

1,500

0

（億円）

2,878

（年度）

正味収入保険料及びコンバインド・レシオ※1

（年度）

2.75

2.25

3.00

2.50

2.00

100

90

105

95

85

（兆円） （%）

※1 三井住友海上、あいおいニッセイ同和損保の単体の単純合算値

※1 三井住友海上、あいおいニッセイ同和損保の単体数値の単純合算値
※2 三井住友海上とあいおいニッセイ同和損保の２社合算値

正味収入保険料
損保公表コンバインド・レシオ
EIコンバインド・レシオ

自動車保険の利益維持 新種保険の利益拡大

火災保険の利益改善

1プラットフォーム戦略（ミドル･バック部門の共通化・共同化・一体化）

事業費の削減

● 2022年度はコロナ禍明けの交通
量増加による事故頻度の増加、イ
ンフレ影響による保険金単価増
加により損害率は悪化し、減益と
なった。

● 今後については、テレマ保険拡大
による事故頻度低下や保険を通じ
た安全装置搭載車の普及拡大へ
の貢献等の対策実施により、2025
年度に向けて損害率低下を図り、
2025年度目標達成をめざす。

● 2022年度は米国での大口ロス発
生等の影響により減益となった。

● 今後についてはニューリスク分
野への対応に加え、成長性・収
益性ともに優れた中小企業向
けパッケージ商品の販売強化
を図り、2025年度目標達成を
めざす。

● 2022年度は自然災害や大口ロ
ス増加等の影響により減益と
なった。

● 今後については大口ロス対策の
実施、再保険スキーム変更、商
品・料率改定等の対策実施によ
り中期経営計画期間中の黒字
化を図り、2025年度目標達成を
めざす。

国内損保最大シェアのスケールメリットを最大活用するため、三井住友海上（以下「ＭＳ」）／あいおいニッセイ同和損保（以下「ＡＤ」）のミド
ル・バック部門を中心に、グループで共通化・共同化・一体化を更に進めます。業務効率化・業務品質向上を図り、創出されたリソースを戦略的
成長領域に投下し、グループの競争力強化と持続的な成長につなげていきます。

● 賃上げの影響はあるものの、中期
経営計画事業費削減目標△460
億円に対し、2022年度実績は△
180億円・進捗率39％と順調に
推移し、事業費率は低下した。

● 今後についても引き続き1プラッ
トフォーム戦略の推進により、最
大限の効率化・業務品質の向上
を図り、2025年度目標達成をめ
ざす。

自動車保険の利益維持 新種保険の利益拡大

火災保険の利益改善 事業費の削減

● 引き続き収益の柱として、トップラインを拡大し、利益を維持
● 環境変化（EV、コネクティッドカーなどCASE、MaaSの進展等）
を捉えたテレマティクス保険の拡大

● デジタル活用によるプロ代理店などのチャネル販売力強化

● 中堅・中小企業向け商品の販売強化
● ニューリスクへの対応力強化により成長ドライバーとして利益拡大
● RisTechなどのデータ・サービスによるニューマーケット開拓
や、ECサイト埋込型保険など新たな販売チャネルの展開

● 商品・料率の改定（2022年10月）と収益性の低い個別契約への
対策強化

● リスクコンサルティングやデータ・デジタル技術を活用した防
災・減災の取組み

● 特定業者対応強化や災害復旧専門会社の活用推進などの収益
力向上取組

● 大規模システム開発プロジェクトの効果取込みに加え、「１プ
ラットフォーム戦略」によるミドル・バック部門のさらなる一体
化を進め、生産性向上を加速

● デジタル技術の活用やビジネススタイル変革による事業費の
削減

MS･商品部門

AD･商品部門

効率的で競争力のある
商品供給体制の実現

類似重複業務
の削減商 品

● 商品共通化の更なる進化
● 業務の共通化・共同化・一体化
● 商品開発期間中の要員同居
（「1プラット開発」）を開始

MS･損サ部門

AD･損サ部門

高品質で効率的な
保険金支払体制の実現

損害サービス
システムの統合損害サービス

共通化・共同化・一体化を推進
● 業務プロセス・オペレーション
● 本社の業務運営　等
● 一部損害サービス拠点の同居を
2023年10月以降順次開始

MS･営業事務

AD･営業事務

デジタル先進技術の
積極活用による効率化の実現

MS&AD事務
サービスで事務の
一体運営体制構築

事 務 MS/ADで共通化・共同化し
MS&AD事務サービスに業務を集約

保険引受利益※1（億円）

80

保険引受利益※1（億円）

2025
（見通し）

2022

770
1,110

2025
（見通し）

2022

20

560

2025
（見通し）

2022 （年度）

事業費率※2

（年度）

保険引受利益※1（億円）

（年度）

33.4％

31.9％

▶ 国内損害保険事業は、「特色ある３つの保険会社」「国内最大の販売網」「強固なネットワーク」を有する強み
を活かし、自動車保険の利益維持、火災保険の早期黒字化、新種保険の拡大を加速することで利益を拡大
し、引き続き力強い成長をめざします。

▶ 前中期経営計画からグループ一体となって取り組んでいる事業費削減を加速し、更なる収益力の強化を図ります。
▶ 「１プラットフォーム戦略」を大胆に進め、事業費を削減し生産性向上を図ります。

※2026年度以降の内容も含む
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2,550程度
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2023
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中期経営計画（2022-2025）の方針

中期経営計画（2022-2025）の進捗と今後の取組みグループ経営数値
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17,60517,605

15,50015,500 15,08115,081
15,99915,999

13,93413,934

17,07517,075

12,97312,973

2015 2016 2017 2018 2019 2020

13,14413,144

2021 2022

当社グループの国内生命保険事業は、保障性商品を提供
する三井住友海上あいおい生命と、資産形成型商品を提
供する三井住友海上プライマリー生命というユニークな
生命保険会社2社により、人生100年時代のニーズをとら
えて成長しています。
また、国内生命保険事業の保険料収入規模は国内第９位と
なっています。昨年は、新型コロナウイルス感染症が更に猛
威を振るいましたが、当社グループの生命保険会社は感染に
より生活に影響を受けたお客さまに寄り添い、入院給付金等
の支払いなどを通じて生命保険会社としての社会的使命を
果たすことに取り組みました。また、少子高齢化に伴う介護・
医療費負担の増加、資産寿命・健康寿命の延伸といった社会
課題の顕在化や大相続時代の到来といった社会構造の変化
の中で、医療保険、ガン保険等の保障性商品や、円滑な資産
継承に向けた終身保険や資産形成のための年金保険等の販
売を拡大させています。加えて、新しい生活様式に即した事
業活動として、対面と非対面を組み合わせた新たな営業スタ
イルの構築やデジタル技術の進展に伴う新たな商品・サービ
ス・スキームの開発等にも取り組んでいます。
当社グループは、中期経営計画（2022-2025）においても、
生保事業の拡大に取り組み、より分散の効いた事業ポート
フォリオの構築をめざします。また、社会や環境の変化に対
応し、新たな価値の創造と事業の変革にグループ一体で取
り組むことで、企業価値を持続的に向上させていきます。

グロス収入保険料

（年度）

三井住友海上あいおい生命 三井住友海上プライマリー生命

15,000

5,000

20,000

10,000

0

（億円）

中期経営計画初年度の2022年度決算において、国内生命保険事業は、グロス収入保険料が対前年3,930億円
（29.9%）増の1兆7,075億円となった一方、グループ修正利益は410億円減益の347億円となりました。今後について
は以下の取組みを実施し、中期経営計画の達成をめざします。

社会課題解決に資する商品・サービスの提供

●  介護、認知症等の社会課題解決に貢献する商品・サービス開発
●  がん検診普及活動やビッグデータ分析に基づく引受高度化

●  資産寿命の延伸といった社会課題の解決に資する資産形成層向け
の平準払い商品等、 新たなマーケットの開拓に向けた商品の提供

三井住友海上プライマリー生命三井住友海上あいおい生命

●  収益期待資産の規模を5,000億円から8,000億円に拡大 ●  外貨建て契約が多いことで、安定的に外貨で運用できる特徴
を活かしつつ、市場環境変化を的確に捉え、適切な運用リスク
管理に基づき投資対象を多様化し、収益力を強化

三井住友海上プライマリー生命三井住友海上あいおい生命

チャネルを活かした顧客アプローチ強化

三井住友海上プライマリー生命

三井住友海上あいおい生命
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グループ修正利益

（年度）

グループコア利益 グループ修正利益

600

200

800

400

0

（億円）

2025
（見通し）

550程度

2023
（予想）

450

14,81014,810

2023
（予想）

事業領域別報告

国内生命保険事業

事業環境 グループ経営数値

中期経営計画（2022-2025）の方針

中期経営計画（2022-2025）の進捗と今後の取組み

三井住友海上、あいおいニッセイ同和損保の国内最大の販売網、
日本有数の企業グループとの密接な関係という強固な販売ネットワーク

商品開発力、教育研修力を背景とした金融機関との密接な関係性

●  損害保険代理店網による生損併売の強化
●  職域市場の開拓・深耕

●  金融窓販のリーディングポジション強化

資産運用収益の拡大等による収益力向上

チャネルを活かした顧客アプローチ強化

三井住友海上あいおい生命は、グループ損害保険会社の顧客・代理店基盤を活用した「同代理店の販売力強化」と「団体・
職域マーケットの開拓・深耕」に取り組み、新サービス「MSAケア」と商品の一体提案、生命保険と損害保険の総合提案等を
進めました。また、顧客企業の職域向けにネット完結募集システムをリリースし、面談不要で、スマートフォン等により申込
みが完結できる環境の提供にも取り組みました。
三井住友海上プライマリー生命は、対面とリモートを組み合わせた営業活動を展開することで、募集人への販売サポートの
強化、販売基盤の更なる拡充に努めました。また、「お客さま第一の業務運営」を代理店が実践できるよう、全国の金融機関
を対象とした「外貨建て保険の苦情未然防止セミナー」の開催や、ご高齢のお客さまに配慮した取組みとして、適切な対応
スキルを学ぶ「金融ジェロントロジー研修」を開発し、代理店に展開しました。

資産運用収益の拡大等による収益力向上

三井住友海上あいおい生命は、収益期待資産の規模をさらに拡大させることなどにより、資産運用収益の拡大をめざして
います。2022年度は円債やオープン外債を中心に積み増しを実施しました。
三井住友海上プライマリー生命は、急激な円安や海外金利上昇の環境下においても、負債特性の変化を踏まえたALM運
用を強化することで運用収益を確保するとともに、運用部門の要員増強を含め、管理態勢を一層強化しました。

社会課題の解決に資する商品・サービスの提供

三井住友海上あいおい生命は、2022年10月からヘルスケアサービス「MSAケア」の提供を開始しました。これにより、生命
保険による「経済的な保障」に加え、病気になる前、病気になった後のサポートまでを“ひとつながり”で提供することが可能
となりました。また、2022年11月には新商品「&LIFE 医療保険A(エース)セレクト」「&LIFE ガン保険S(スマート)セレク
ト」を発売し、「入院の短期化」「ガンの早期発見技術の進化」「ガン治療の多様化」等の昨今の医療をとりまく環境やお客さ
まからのご要望を踏まえた商品を提供しています。
三井住友海上プライマリー生命は、年金原資を守りながら、ふやす楽しみを備えた指数連動型年金保険「みのり 10年」に保
障を重視するコースを新設したほか、個人年金保険「あしたも充実」の毎月の払込保険料の最低額を引き下げ、より手軽に
資産形成を始められるようにしました。また、全ての手続がスマートフォンで完結できる変額年金保険「AHARA（アハラ）」
を開発しました。お客さまサービス面では、ご高齢のお客さまがコールセンターのオペレーターの声を明瞭に聞き取れる通
話補助装置を導入したほか、お客さま向けWebサービス「プライマリー生命マイページ」を全面刷新し、セキュリティの高度
化とお客さまの利便性向上を図りました。
三井住友海上あいおい生命と三井住友海上プライマリー生命の提携では、変額保険（有期型）「しあわせつみたて」を両社
協働で企画・開発し、新たな成長事業領域である若い年代を中心とした資産形成マーケットの開拓に取り組む等、両社の強
みを活かしたお客さま層の拡大を進めています。

三井住友海上
あいおい生命

代理店網

三井住友海上
プライマリー生命

商品開発力

提携強化

資産形成マーケットの開拓資産形成マーケットの開拓

お客さま層の拡大及び販売網の強化お客さま層の拡大及び販売網の強化
グループシナジー発揮
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4,6164,616

8,1878,187
8,9278,927

9,3889,388 9,3889,388 9,3529,352

12,20612,206

8,3118,311

2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022

人口減少や少子高齢化の進行による国内損保事業の
中長期的な成長鈍化が見込まれており、成長領域であ
る海外事業の収益拡大が重要になってきています。他
方、技術革新によるライフスタイルの変化（リモート化・
オンライン化）をはじめとした様々な環境変化により、
新たなリスクやそれに伴う保険ニーズがグローバルに
出現しています。このような事業環境において、当社の
持続的な成長に向けて、事業ポートフォリオの変革を
進めています。
具体的には、海外事業の規模拡大・収益力強化等を通
じて、グローバルに、より一層分散の効いた収益性の高
いポートフォリオを構築します。さらに、デジタル技術も
活用し、国内外グループ各社の取組みを通じて得られ
たマーケット・チャネル、お客さまニーズ等に関するノウ
ハウ・スキル等を共有・相互利用することでグローバル
にシナジーを発揮し、成長を実現していきます。

MS Amlinにおいては、収益性を重視した引受の継続に
加え、市場のハード化を取り込みトップ及びボトムライン
の拡大を実現します。強みのあるアジア地域においては、
有力プラットフォーマーとの協業・ＤＸを推進し、リテール
市場の成長を捕捉し、着実な成長を図ります。新たな事業
体制に変更した米国では、機動的な市場開拓とグループ

会社間のシナジーを追求していきます。
更に、開拓余地の大きい米国や、成長期待の高いアジア諸
国などの新興国への事業投資によりポートフォリオの分散
を進め、更なる資本効率の向上へ向け取り組みます。また、
国内外グループ会社間のシナジー発揮へ向けた取組みを
強化し、グループベースでの成長をけん引していきます。

（年度）
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（注1）「海外事業」：海外連結子会社及び持分法適用関連会社に、損保会社の海外支店、海外非連結子会社、損保会社本社の海外受再等の業績を合算した数値です。
（注2）合計欄は本社調整等を反映後の数値であり、各地域・事業の合計とは一致しません。
（注3）当期純利益はグループコア利益ベース（2018年度以降はグループ修正利益ベース）であり、海外生保は持分利益を表示しています。
（注4）2017年度以降、海外生保は従来のアジア生保にChallenger社、ReAssure社、Phoenix社を含めています。

（億円）

アジア
欧州
米州
再保険
海外事業合計
アジア
欧州
米州
再保険
海外生保
海外事業合計

当
期
純
利
益

正
味
収
入
保
険
料

2023年（予想）2012年 2013年 2014年 2015年 2016年 2017年 2018年 2019年 2020年 2021年
1,731
644
414
156
2,878
288
△119
△77
51
13
135

2,157
854
564
167
3,690
163
18
△33
85
△12
180

2,371
996
662
191
4,159
260
57
△79
110
54
382

2,577
1,211
694
186
4,616
127
△31
81
107
57
279

2,406
4,996
664
168
8,187
167
22
8

124
84
346

2,681
4,987
711
579
8,927
111

△1,162
47

△260
64

△1,250

2,961
5,149
677
629
9,388
309
△38
11
△67
89
54

2,988
5,137
584
695
9,388
232
94
6
91
118
494

2,789
4,449
561
528
8,311
328
△435
42
△4
28
△71

3,023
5,200
622
528
9,352
335
△142
△34
△36
248
343

正味収入保険料

グループコア利益・グループ修正利益
グループコア利益 グループ修正利益

1,200

300

600

1,500

900

0

（億円）
1,400程度

（年度）2025
（見通し）

1,240

2023
（予想）

279
346

△1,250

54

494

△71

343
179

2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022

13,93413,934

2023
（予想）

2022年
3,823
6,956
895
563

12,206
335

△ 360
11
27
184
179

4,162
8,137
1,093
568

13,934
381
490
95
47
292
1,240

事業領域別報告

海外事業

事業環境 グループ経営数値

中期経営計画（2022-2025）の方針

中期経営計画（2022-2025）の進捗と今後の取組み

海外事業の実績推移と予想

（１）MS Amlinの利益拡大、　　　　　　　　　　　　
　   アジアの事業拡大、米国事業再編
MS Amlinでは、収益力改善の取組みが着実に進展し、
2022年はハリケーン・イアン等の大口自然災害やロシア・
ウクライナ関連ロスのほか世界的なインフレ等の影響が
あったものの、全保険現法で保険引受利益が黒字となり
ました。ロイズ事業を行うMS Amlin Underwriting 
Limitedでは、自然災害リスクの増加抑制、厳選引受によ
るポートフォリオの入れ替え、料率アップ等により、収益
構造が着実に改善しています。引き続き引受規律を維持
しながら、専門性が高いスペシャルティ分野の良績種目を
中心に引受を伸ばし、ポートフォリオ全体の収益を拡大し
ていきます。再保険事業を行うMS Amlin AG（ブランド
ネームMS Reinsurance）でも、自然災害リスクの抑制に
よる収益のボラティリティの低減やポートフォリオの改革
が順調に進捗しています。分散効果が高く増収・増益が見
込める種目をバランス良く拡大させるとともに、今後の成
長に向けた事業基盤の強化を進めていきます。アジア事
業では、収入保険料、利益両面で成果を着実に積み上げ、
ASEAN地域総収入保険料No.1損保の地位を確固たる
ものとしています。今後も、市場の成長を着実に捕捉し、事
業投資を含めた事業の拡大を図っていきます。米国事業
では、2023年1月にTransverseの買収が完了しました。
加えて、米国事業の組織再編によりローカルビジネスに
対応する事業基盤を強化しました。

（２）海外生保事業
中国の交銀康聯人寿保険有限公司への出資とインドの
Max Life Insurance Co., Ltd.の組織再編が完了し、世
界人口の1/3を占める人口大国で、大手銀行を通じて生
保市場の成長を取り込む強固な基盤を整えました。今後
も、高い成長性が見込めるアジアを中心に企業価値拡大
を目指すとともに、欧州のPhoenix、豪州のChallenger
においては、安定的なキャッシュフローの獲得を目指しま
す。 また、新たな事業投資機会についても継続して検討
し、企業価値と利益の拡大を図っていきます。

（３）グループ総合力の発揮
国内外の拠点が、それぞれに持つ知見・ノウハウを迅速・
横断的に、グループ各社で共有・実装することで、グルー
プシナジーの発揮を実現し、当社グループの企業価値向
上と持続的成長を加速することを目的とした「TENKAI 
プロジェクト」を立ち上げました。国内外の拠点それぞれ
にグループシナジー推進の責任者を設置のうえ体制を強
化し、先進的なデジタル技術の共有、グループ内受再の拡
大、IT基盤の共同調達の実現といった具体的な成果の積
み上げができています。今後の更なる「TENKAI プロジェ
クト」の領域拡大、内容の深化に向けて、国内外の拠点で
連携・取組みを強化していきます。

● 大規模自然災害や不測のイベントが発生しても、安定的に引受利益が確保できる体制を構築
● 自然災害リスクのボラティリティ低減
● 高い専門性を活かした一般良績種目の引受拡大
● 更なる事業効率化

主要戦略

MS Amlinの利益拡大

● スペシャルティ・MGA関連事業への事業投資として、米国フロンティング会社のTransverse社を買収
（2023年度連結開始）
● 買収に伴い同社の格付はA-からAとなり、事業推進にプラス効果
● ローカルビジネスの拡大に向けた新たな米国事業体制に変更

米国事業の体制強化

● アジアのリテールビジネス強化 （ＪＶパートナー、金融機関、 プラットフォーマー等との提携・協業や、
販売チャネル強化）

● デジタルを活用した競争力強化
● トヨタを中心とした自動車保険関連、テレマティクス取組みをグローバルに推進

アジアの成長の取り込み

※三井住友海上が2022年1月にスイスの運用会社LGT社との共同出資で米ニューヨークに設立した運用子会社

● アジア生保市場の成長捕捉に加え、豪州年金市場、欧州クローズドブック市場における安定的な事業拡大
● 投資効率の高い潜在的投資案件の探索

海外生命保険事業の成長

● 米国のMSR※をハブとしたプライベートエクイティ・外債投資に加え、アジア合同ファンドやMS Amlin
ファンド活用等によるグループ全体の収益力向上

海外資産運用の収益力向上
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▶ 海外生命保険事業
●  圧倒的な人口を有する中国、イン
ドを中心に、有力銀行等強力な販
売チャネルを有するパートナーと
の連携等により、アジア生保市場
の成長を捕捉し企業価値拡大を
図ります。

●  豪英では、マーケットリーダーと
しての優位性を活かし、安定的な
企業価値拡大とキャッシュフロー
獲得をめざします。

●  引き続き、未進出の地域を含めて高
い成長や収益性が見込める案件へ
の投資タイミングを探っていきます。

117117

2828

248248

184184

2019

8888

2018 2020 2021 2022

323323

保険引受事業
MSMM

Mitsui Sumitomo Marine
Management(U.S.A), Inc.

コーポレートサービス事業
MSIGIS
MSIG

Insurance Services, Inc.

保険引受事業等（MGA関連）
MST

Transverse
Insurance Group, LLC

投資・管理事業（MGA管理）
MSDH

MS Distribution
Holdings, Inc.

米国持株会社 MSIGH
MSIG Holdings(U.S.A), Inc.

▶ トヨタリテール事業及び
　海外テレマティクス事業
●  トヨタの新車販売回復に伴い
トヨタリテール事業の正味収
入保険料は拡大しています。

●  グループ修正利益はレートアッ
プ及びレクサス盗難防止策強
化等のロス対策により今後回
復を見込んでいます。

タイ国内収保規模TOP10入り
（2021年度：16位から躍進）

正味収入保険料

963963
1,2271,227

1,5821,582 1,6801,680

2021 2022

（億円）

（年度）2025
（見通し）

2023
（予想）

グループ修正利益

2929

△4△4 00

7777

2021 2022

（億円）

（年度）2025
（見通し）

2023
（予想）

テレマ台数が20万台に到達

トヨタ新車販売の増加を
背景に安定成長

2021年度
98万台

2022年度

117万台

中国

テレマ保険開発等
トヨタ特化商品政策が成功

タイ

2025
（見通し）

グローバルな株価下落等の
市場変動による資産価格の低下

新型コロナの影響による
一部出資先での

保有資産の価値下落

グループ修正利益（右軸）
グロス保険料

● 大手Eコマース、小口金融機関、大手電子マネー事
業者等との協業取組など、デジタルを活用した販売
チャネル強化を継続する。

MS First Capital業績概要

20192018 2020 2021 2022

(億円)

（年度）

● 生損保連携によるシナジー強化などを通じて、生損保両面での一層の成長を推進する。
● アジア各国での当社グループのポジションと市場のポテンシャルを踏まえて、アジアのさらなる
成長を取り込むため、インオーガニック事業投資を検討する。

● MS First Capitalのキャパシティを活用したシナジー取組として、グループ外出再契約を同社
に切り替え、収益の拡大を図ってきた。

● 2021年よりMS First Capitalの優れた引受ノウハウやキャパシティを活用し、各拠点との協業
による新規案件の開拓を強化。引き続きシナジー効果を追求していく。
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グロス保険料

シナジー効果

20192018 2020 2021 2022

(億円)

（年度）
0

主な海外事業別取組

▶ 欧州事業
●  欧州ではロイズの大手シンジケート（MS Amlin Underwriting Limited, 以下「AUL」）、スイス・バミューダ等を拠点とする再
保険会社（MS Amlin AG（ブランドネームMS Reinsurance）以下「MS Re」）、ベルギーを本社とする欧州元受保険会社（MS 
Amlin Insurance SE, 以下「AISE」）の保険事業会社3社とサービス会社（MS Amlin Corporate Services Limited）で構成す
るMS Amlinグループの各社がそれぞれの特長を活かした成長戦略を展開しています。（主要指標はData Section参照）また、
MS Amlinグループ各社に加えて、ドイツに本社を置くMSIG Insurance Europe AGや英国のMitsui Sumitomo Insurance 
Company(Europe), Limited等のグループ会社がそれぞれの強みを活かして、お客さまに保険サービスを提供しています。

１．AUL
・AULが事業を行うロイズは、約200の国・地域からの引受けが可能なライセンスを有する保険市場で、世界中から引受に高い専門性を要
するリスクが集まり、保険引受ノウハウと人財の集積地となっています。
・AULはMS Amlinブランドの知名度や人脈、その専門性やノウハウ等を活用して成長を追求し、専門性が高いスペシャルティ種目を中心
に引受けを伸ばし、収益を拡大していきます。

２．MS Re
・世界の主要再保険市場に拠点を構え、グローバルに事業を展開する基盤を活用し、顧客である元受保険会社との中長期的な信頼関係の
構築など、元受事業とは異なるアプローチで市場の開拓を行っています。
・分散効果の期待できる一般種目をバランスよく拡大してポートフォリオを構築し、収益の安定・拡大をめざしています。

３．AISE
・ベルギー、オランダ、フランスを中心とした欧州市場で中堅・中小企業やマリン分野に強みを持っています。

▶ アジア事業
●  ASEANの全てに拠点を持つ世界唯一の損害保険グループ（総収入保険料は域内第1位）として事業を展開しています。
●  分散の効いた良質なポートフォリオ、安定したコンバインド・レシオを維持しつつ、アジア全域で収益性の高いリテール分野を中心
に成長取組を推進し、更にインオーガニック投資も含めた成長戦略を進め、大きな成長を実現していきます。

グループ修正利益の推移
(当社持分：億円)

有力パートナー、金融機関とのアライアンス

“テレマ”が牽引する自動車保険はグローバル事業で大きく増大

MS First Capital

有力プラットフォーマーとの連携 更なる成長戦略

▶ 米州事業
● 北米及び中南米の8カ国に拠点を有し、損害保険事業を展開しています。
● 世界最大の損害保険市場である米国では、2023年1月に米国MGA※市場における主要フロンティング会社である
Transverse Insurance Group, LLCを買収するとともに、ローカルビジネスの拡大を企図し、持株会社MSIG Holdings 
(U.S.A.), Inc.の傘下に４つの事業会社を配置する新たな事業体制に再編しました。

● 新体制では、MGAとの取引強化を軸に、グループシナジーによる業務効率化と収益機会拡大、高い成長が見込まれる事
業への資本配分や投資機会の検討を進めていきます。

※MGA：Managing General Agent（保険総代理店）の略称。保険会社から権限を委託され、保険引受・契約管理・再保険手配・保険金査定等の幅広い業務を担っている。

パートナー

英国（クローズドブック事業）
…GBP470bn※3規模の潜在的市場

豪州（年金保険事業）
…2041年まで年平均5.1％成長の見通し※2

生保市場の成長性

※1 Allianz Insurance Report 2021
※2 豪年金制度（スーパーアニュエーション）市場規模（Deloitte Dynamics of the 
Australian Superannuation System: The Next 20 Years to 2041より計算）

※3 Phoenix IR資料より

中国、インド、マレーシア、インドネシア
…2031年まで年平均10.7％成長の見通し※１

生命保険市場

1,1241,124

1,8291,829
2,1462,146

2,4062,406

2019

845845

2018 2020 2021 2022（年度）（年度）

持分EVの推移※4

(当社持分：億円)

※4 EVを算出している関連会社のみ（アジア生保4社）の合計

AUL MS Re チューリッヒ MS Re バミューダ
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高度化

汎用化

事業領域拡大

取組事例

取組事例

▶ デジタル・データを活用したサービス
（開発例）事故発生リスクAIアセスメント
MS&ADインターリスク総研では、過去の事故発生箇所
への対策に加え、将来、事故が発生する可能性がある潜
在的な交通事故発生リスクを可視化することで交通事故
の未然防止を行うサービスを開発しました。交通事故発
生箇所に加え、道路構造、人流、急加減速などドライブレ
コーダーのイベントデータなど事故と相関関係が高い要
因のデータを組み合わせます。これらビッグデータをAIに
より独自のリスク評価・分析モデルを使用して交通事故発
生リスクを評価・可視化します（特許出願中）。

▶ リスクマネジメント
MS&ADインターリスク総研では、スケールで国内最大の
損保グループとして、リスクコンサルティングやリスクサー
ベイなど、強みのあるサービスを一層深化させるととも
に、生物多様性保全、SDGs、「ビジネスと人権」などの社
会・環境課題への取組み、気候変動リスクへの対応、温室
効果ガス排出量の算定や目標策定などの企業における脱
炭素化の取組みを支援しました。

その他の事業

▶ 介護事業（デイサービス）
ふれ愛ドゥライフサービスでは、介助を必要とされる
ご高齢者とそのご家族の生活を支えるという社会的
使命を果たし続けるため、コロナ禍でも、感染防止・
感染拡大防止に細心の注意を払いながら、ご満足い
ただける質の高いサービス提供に努めてきました。
特に理学療法士や作業療法士等、専門スタッフによ
る機能訓練に注力し、個別プログラムに基づくリハビ
リ実施など、ご利用者の身体機能の維持と向上に取
り組んでいます。

▶ アシスタンスサービス
MS&ADグランアシスタンスでは、ロードアシスタンス、ハ
ウスサポートのほか、海外旅行アシスタンス、緊急通報
サービス等、幅広い領域で高品質なサービスを提供して
います。

▶ ベンチャーキャピタル
三井住友海上キャピタルを通じて、「革新性」、「独自性」、
「先見性」の観点から、高い成長が期待できるAI・ヘルスケ
ア・ITビジネスなどの国内外のスタートアップ企業に投資
をしています。また、三井住友海上のネットワークを活用し
た投資先企業に対する売上拡大支援や投資先企業同士の
ビジネスマッチングなどの取組みを積極的に推進している
ほか、三井住友海上あいおい生命やMS&ADインターリス
ク総研などのグループ各社とのシナジーも強化しています。
国内外のITサービス、フードテック、ヘルスケアなどの企業
を中心に、2022年度は約50億円の投資を実行しました。

▶ ART※

三井住友海上は、商品ラインアップの拡充や提案力強化を進
め、自然災害や異常気象による経済的損失の軽減を図る天候
デリバティブの販売に注力し、お客さまの多様なニーズにお応
えしています。台風による事業損失に備える天候デリバティブ
「台風用心」など新商品の開発や販売にも注力しています。ま
た、米国子会社のMSI Guaranteed Weather, LLCを通じて、
海外での天候リスクソリューション提供にも取り組んでおり、
直近ではオーストラリア天候指数保険の販売を開始しました。
三井住友海上は、持分法適用会社の三井住友DSアセットマ
ネジメントが運用するCATボンドファンドへの投資助言業
務、英国子会社のLeadenhall Capital Partners LLPが運

中期経営計画（2022-2025）の方針 中期経営計画（2022-2025）の方針

用するファンドの国内機関投資家への勧誘業務などの事業
を展開しています。提案力の向上、商品ラインアップの拡充な
どを通じて、保険リンク証券事業の強化に取り組みました。

▶ 個人向け金融サービス
三井住友海上は、企業（職域）の福利厚生の一助として従
業員の生涯収支のシミュレーションを行い、資産形成を
サポートする新サービス「人生100年ラウンジ」の販売を、
2022年度より開始しました。資産形成ロボットアドバイ
ザー、家族信託など当該サービス内で人生100年時代を
見据えた多様なコンテンツを随時追加しているほか、お客
さまの利便性向上のためにスマホ用アプリを開発し、
2023年度にリリースしました。
（参考　https://www.ms-ins.com/news/fy2021/pdf/0224_1.pdf）

▶ 確定拠出年金
三井住友海上及びあいおいニッセイ同和損保では、市場が拡
大している企業型確定拠出年金の制度導入に関するサービ
スを強化し、少子高齢化により社会的要請が高まっている個
人型確定拠出年金（iDeCo）の普及に努めています。企業型で
は中小企業のお客さまへの提案力強化、個人型では販売チャ
ネルの拡大やコスト削減などの業務効率化を進めました。

※ART: Alternative Risk Transferの略。リスク処理の手法のうち、保険以外の金融技術を用いたもの

事業領域別報告

金融サービス事業

事業領域別報告

デジタル・リスク関連サービス事業

社会課題や環境変化、お客さまニーズを踏まえ、国内営業や海外拠点といったグループの総合力を使ってビジネスを展開す
ることで、保険にとらわれない多様な商品・サービスを提供し、安定的に収益に貢献することをめざします。

「リスクソリューションのプラットフォーマー」として、MS&ADインターリスク総研をグループの中核に、補償・保障前後にデ
ジタル・データを活用した新たなサービスと事業機会を創造します。

MS&ADインターリスク総研では、コンサル
ティングサービスの高度化に加え、ソフトウエ
ア化などによって汎用化することで事業機会の
拡大を図ります。また、ソフトウエアを活用した
モニタリング業務、データベース販売など、新た
な事業領域を創造していきます。

サービス提供企業

従業員 人事部・総務部等導入企業

〈特長〉
● 企業別の収支／退職金
年金シミュレーション

● 一人ひとりの実態に
合わせた情報、商品・
サービスを提供

・情報提供、無料セミナー等
・分析結果データの提供

システム利用料商品代金サービス利用料

商品サービス提供

● 販売 ● シミュレーション作成
● セミナー／個別相談

● システム開発、保守（Webプラットフォーム）

● コンサルタント数に
  制限されない収益拡大が可能に
● 開発ツールを活用した 
  モニタリングサービス展開
【取組事例】
● 事故発生リスクAIアセスメント
● サイバー監視サービス

● デジタル・データを活用
【取組事例】
● CO2排出量算出ツール
● LaRC-Flood 洪水リスク分析サービス
● 人的資本経営関連サービス
● TCFD関連サービス
● TNFD関連サービス

● ソフトウエアから構築した
  データベース販売など
  リスクマネジメント周辺ビジネスを拡大
【取組事例】
● 自然災害被害推定システム
● 人的資本経営関連サービス

市場の成長が期待でき、当社のブランド価値向上にもつながる以下の3領域にフォーカスする

※保険リンク証券：自然災害等の保険でカバーされるリスクを資本市場へ移転する証券化商品の総称

資産形成関連ビジネス
（個人向け金融サービス、アセットマネジメント、
変額年金再保険）

ESGに貢献する
リスクへのソリューション提供

社会環境変化への対応

（天候デリバティブ、保険リンク証券※）
（スタートアップへの投資等）

グループ
修正利益
（億円）

2025（見通し）2022

31
45

（年度）

グループ
修正利益
（億円）

2025（見通し）2022

0.4
（年度）

グループ
修正利益
（億円）

2025（見通し）2022

3.3

7.6

（年度）

フォーカスする領域
1 2 3

24

投資額
投資簿価残高

投資額と投資簿価残高

2011 20122010 2022202120202018 201920172013 20152014 2016

(億円)

（年度）
9 9 9 8 9 17 22 27 25 37 35 62

50

49 51 52 51 57 56 70
85

97
118

142

195

243

道路情報

事故情報

ドライブ
レコーダー リスク 0.73

リスク 0.82

リスク 0.71

AI 事故リスクの可視化
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情報セキュリティ管理資産運用

対話のテーマ
対話のテーマ 具体的な内容

ESG 気候変動が事業におよぼす影響及び対応策、社会課題と事業の関連性、社外役員の選任状況・期待する役割、
社外役員の取締役会等への出席状況、コーポレートガバナンス・コードへの対応状況

決算状況 今期業績・次期以降の見通し、収益性・成長性の向上策、短期的なリスク要因

経営戦略 経営計画の達成見込・進捗、中長期的な投資方針、事業戦略におけるサステナビリティの考慮

資本政策 株主還元・内部留保方針、配当に関する考え方、指標

事業リスク 事業におけるリスク要因への対応状況、BCP（事業継続計画）の策定状況

議決権行使のプロセス

賛同 不賛同

収益期待資産※1への配分額を増やすとともに、PEファンドを通じた分散投資だけでなく、国内外のPEや再生可能エネル
ギー投融資の分野で個別案件投資に進出・拡大します。

収益力の向上

投資機会・情報・技術を共有しグ
ループシナジーを発揮した取組みを
一層強化するため、MSR※2を収益
期待資産の拡大・グループ資産運用
の共通プラットフォームとして活用
し、外国資産運用の目利き力を備え
た専門人財を育成します。

収益力向上のための基盤強化

議案受領・内容確認

個別精査対象

対話実施

議決権行使に関するガイ
ドラインに照らして、個別
精査の要否を審査

投資先企業の開示情報等
を確認し、対話の要否を
判断

対話を実施し、
最終的な賛否を判断 

対話実績（2021年7月～2022年6月）
MS AD 合計（単純合算）

対話実施企業数 173社 146社 319社

議決権行使結果（2021年7月～2022年6月）
MS AD 合計（単純合算）

行使議案
（会社提案） 2,757 1,961 4,718

不賛同議案数（2021年7月～2022年6月）
MS AD 合計（単純合算）

不賛同議案数
（会社提案） 7 9 16

対話事例
経営戦略、資本戦略等に着目した対話の事例

事例❶
（経営戦略）

事例❷
（株主還元）

自動車のCASE（電動化、自動運転化）への対応が課題である企業と対話を行い、中長期的な経営戦略につ
いて意見交換を実施。新製品開発や設備投資を行っていることを確認でき、これらの研究開発や設備投資を
加速させることが中長期的な企業価値向上に必要であるという認識を共有した。

前年は配当性向が当社基準を下回っていたが、対話を通じて株主還元方針を確認できたため、議案に賛成し
た。今年は減益となるものの、増配となり、配当性向が当社基準を上回る水準まで改善した。

不賛同事例
議決権行使における不賛同事例

事例❸
（役員の報酬改定・賞与支給）

事例❹
（社外取締役）

最終黒字であるが内部留保優先のため無配とされたもので、資本政策には賛同する一方、実質社外流出と
同じである役員賞与については、不賛同とした。

当該企業は独立役員として金融商品取引所に届出のある社外取締役が存在せず、当社の基準に抵触。対話
により、社外取締役は存在しているが、報酬面の問題から届出を見送っていることを確認。当社は以前から
届出を実施するよう促してきたが改善が見られず、社外取締役の役割が形骸化している可能性があると判断
し、取締役選任議案を不賛同とした。

質 収益力の向上量

収益期待資産の拡大 資産運用損益の増加見込み個別案件投資に進出・拡大
国内外PE 再生可能エネルギー

資産別構成比（連結総資産ベース）
（兆円）

金銭の信託 2.0（8.3％）

現預金等 2.7（11.1％）

公社債 5.8（23.5％）

株式 2.6（10.8％）

その他 2.8（11.6％）

貸付金 0.9（3.8％）

その他の証券 1.9（7.9％）

外国証券 5.7（23.0％）

2023年3月末

総資産
25.0兆円

公社債の内
日本国債：4.3兆円

投資機会

情報 技術

従来からの態勢と取組み 強化された態勢

グローバルマーケット

MSR

● 政策株式の売却資金から収益期待資産に配分
● 生保運用において収益期待資産への配分を増額

● 年間1,000億円の削減を継続、中期経
営計画期間累計4,000億円以上

● 連結総資産に占めるウェイト10％未
満、リスク量に占めるウェイト30％未満
をめざす

● 10年以上にわたる投資経験を有する
  専門人財の活用

※1  外国債券、外国株式、オルタナティブ等、相対的に高い収益を期待し保有する資産
※2  三井住友海上が2022年1月にスイスの運用会社LGT社との共同出資で米ニューヨークに設立した運用子会社

政策株式の削減加速

中期経営計画（2022-2025）の目標

2003年度～2022年度
累計削減額 2兆4,981億円

グローバル
運用態勢の
更なる

強化を検討

● 中期経営計画（2022-2025）の4年間の削減目標を
4,000億円から6,000億円へ引き上げ

● 次期中期経営計画においても同水準の削減を継続し、
2022年9月末比で、時価残高の半減をめざす
（IFRS純資産比20％程度水準）

削減加速

2022年度は
目標を上回る
2,066億円を削減

資産運用戦略 スチュワードシップ・コード対応

政策株式削減取組

あいおい
ニッセイ
同和損保

三井
住友海上

三井住友
海上あいおい
生命

三井住友
海上

プライマリー
生命

2022年5月開示

三井住友海上及びあいおいニッセイ同和損保は2014年に「日本版スチュワードシップ・コード」の受け入れを表明し、ESGの
視点を踏まえた投資先企業との建設的な対話や議決権行使を通じ、中長期的な視点で投資先企業の企業価値向上や持続的
成長を促しています。また、投資先企業との対話に際しては、以下のテーマを中心に取組みの状況等を確認しています。
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ESGテーマ型投資の内訳（2023年3月末） （億円）

ESGテーマ型投資の残高推移

責任ある機関投資家として建設的な対応を実行
当社グループは、投資先企業への建設的な対話（エンゲー
ジメント）を通じ、脱炭素社会の実現に向けて、温室効果
ガス排出量の削減とTCFD提言に基づく情報開示を促し
ています。具体的な確認事項としては、気候変動対応の組
織体制、温室効果ガス排出量削減目標に向けた取組み、
技術革新計画や課題の把握等となります。

当社グループのESG投融資取組み

当社グループは、責任投資原則（PRI)の署名機関として、ESG課題を考慮した投融資を行っています。具体的には、資産特性や
投資手法に応じたESG情報を収集・評価し、財務分析等の従来の分析と合わせて投融資判断を行っており、収益確保を前提
にサステナビリティに関わる課題解決につながるテーマを持った投融資に取り組んでいます。また、ESG要素を踏まえた投資
先企業との建設的な「目的を持った対話」を実践し、投資先企業のESGへの意識を高め、中期的な企業価値向上を促します。

ESG課題を考慮した投融資

気候変動への対応を含むESGテーマ型投資
脱炭素化への移行には、温室効果ガス排出量の大幅な削
減に向けた技術革新や設備投資が必要であり、関連産業
での資金需要の拡大や新たな金融商品・サービスへの
ニーズの拡大等は、金融機関にとっての機会となり得ま
す。当社グループは、気候変動を含む社会課題の解決につ
ながるテーマなど、収益性の確保を前提とした ESGテー
マ型投資に取り組んでいます。 

グループ共同のインパクト投資を開始
MS&ADインシュアランス グループは、「グローバルな保険・金融サービス事業を通じて、安心と安全を提供し、活力ある社
会の発展と地球の健やかな未来を支える」ことを経営理念としています。本投資を通じて、経済的リターンの獲得と同時に、
ポジティブで測定可能な環境・社会へのインパクトの創出をめざします。また、今回の投資を契機として、インパクト投資に
関するネットワークを構築するとともに、環境・社会へのインパクトの評価・管理の知見を蓄積することで、SDGsの達成及
び持続可能な社会づくりに貢献していきます。

※ （社会的）インパクト投資とは、金銭的リターンと並行して社会や環境へのインパクトを同時に生み出すことを意図する投資

※ファンドへの投資額コミットメントのうち、投資済みの金額のみ算入

Vision 2021の取組み実績

投融資プロセスへの組込み
ESG要素を配慮したプロセスの定着化

対話の高度化
ESG要素を踏まえたエンゲージメントの実施

テーマ型・インパクト投資※の実施
社会課題解決につながるテーマを持った資産等へ投資

中期経営計画（2022-2025）

● ESG投融資の高度化
   ・気候変動を含め、ESG要素を考慮した対話取組みの推進
   ・インパクト投資の実行・ノウハウ構築

● 2050年ネットゼロに向けたグループ共同の取組み
  ・保有資産の温室効果ガス排出量の計測
  ・脱炭素社会の実現に向けた技術・研究への資金供給

内容 対象資産ESG投融資の取組み

投融資プロセスへの統合（Integration）

建設的な対話（Engagement)

積極的な貢献（Positive Impact）

投融資残高

―

7.5兆円

1.8兆円

全運用資産

株式

社債、株式、
融資

テーマ別 投融資残高

ESG課題をテーマとするファンドへの投資 812

600

151

878

1,185

114

3,740

温室効果ガス削減取組みへの支援

再生可能エネルギー（太陽光、風力、水素等）

トランジション/サステナビリティリンク・ファイナンス

グリーン・ファイナンス

ソーシャル・サステナビリティ（国際機関債含む）

地域創生、ヘルスケア、インパクト投資※等

合計

世界の持続的な発展への支援

グループの「サステナビリティを
考慮した事業活動」への
対応の反映

グループの優先取組課題の
リサーチへの組込み

エンゲージメント

気候変動への対応、自然資本の持続可能性向上、人権
の尊重の観点から、特定の資金使途や業種に対する投
融資を行わないスクリーニング、慎重な取引可否の判
断を実施

3,740億円

債券、株式、
融資、

プライベートエクイティ

プライベートエクイティ

サステナブル・テーマ型投資
ESG課題や、再生可能エネルギー（太陽光、風力、水素
等）、グリーン・トランジションファイナンス（温室効果ガ
ス削減）、地域創生などのテーマへの投融資

スチュワードシップ活動が中心の対話を実施

インパクト投資 気候変動を中心にヘルスケア、教育等のテーマに投資

「CO2排出」、「森林破壊」、「水リスク」、「人権侵害」に着
目し、ESG 評価会社や国際的イニシアチブ（CDP 等）の
評価を投資判断、モニタリングに活用

● ●

気候変動に関する建設的な対話（エンゲージメント）の取組事例

取組事例① 取組事例②

CO2削減に技術的な課題を抱える化学メーカーと対話を行い、
2030年に同社が掲げる削減目標について、移行計画の実現性に
関する意見交換を行いました。
同社が保有する自家発電装置のバイオマス燃料への転換や混焼、
アンモニアの活用等の対応について、具体的なスケジュールを確
認する一方、燃料の供給面やコスト面の課題について率直な対話
を実施しています。同社とは今後も対話を継続する計画です。

気候変動への対応が課題である物流企業と対話を行い、意見交
換をしました。
同社はTCFD提言への賛同を表明したばかりであり、シナリオ分
析については今後実施予定の状態であったため、シナリオ分析の
重要性や、先行して実施している企業では自社の事業戦略の強
み・弱みの発見にもつながった事例があること等を伝え、同社が
分析の意義について理解を深めることに貢献しました。

0
500

1,000
1,500
2,000

3,000
2,500

3,500
4,000

（億円）

2021年3月末 2022年3月末 2023年3月末

ファンド投資を通じて、「気候変動対策」
を中心としつつ、「包摂的な成長・ヘルス
ケア・教育」等のソーシャルインパクト
テーマにも投資※1。

ESG投融資

期待されるインパクトの例
新興国における金融サービスのアクセス向上

米国の貧困地域の教育格差の是正

幼児治療の向上・コスト削減

温室効果ガスの排出削減

社会的リターン

投資

分配（経済的リターン）

社会的リターンの享受※2

※1 グループ専用の投資ビークルを通じて投資。米ニューヨークの資産運用JVであるMSR（出資比率：MS 85％、LGT社 15%）にて管理
スイスの運用会社であるLGT社は、ESG分野におけるグローバル・リーダーの1社

※2 SDGsの達成、持続可能な社会の実現
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多様化、複雑化する社会課題

近年、パンデミックや地政学リスク、自然災害の激甚化、デ

ジタル技術の進展など、世界の安心と安全を揺るがす様々

なリスクが明確に現れてきています。また、新型コロナウイル

ス感染症の拡大を機に、人々の価値観や生活スタイルが変

化し、お客さまをはじめとするステークホルダーの期待や

ニーズも、多様になってきています。さらに、気候変動のよう

なグローバルな課題においては、政治的、地政学的な要素が

絡み、社会課題が複雑化する傾向も強まっています。

MS&ADは、「こうしたリスクを誰よりも先に見つけ、お客さ

まや社会に知らせること」を起点に、「リスクを予防する機能」

「リスクの影響を小さくする機能」を加え、3つのアプローチ

で、社会課題を解決する商品やサービスを提供しています。

MS&ADの「重要な社会課題」とパートナーシップ

MS&ADは、ステークホルダーと当社の双方にとって重

要な社会課題を「地球環境との共生（Plane t a r y 

Health）」「安心・安全な社会（Resilience）」「多様な人々

の幸福（Well-Being）」の3つと定め、その解決に向けて

取り組んでいます。

3つは一見、別個の課題と見えますが、相互に深く関
わっており、統合して取り組む必要のあるものです。
ストックホルム・レジリエンス・センターによる「SDGs

ウェディングケーキモデル」は、SDGsの17目標が3階層か
ら成り、それらが密接に関わっていることを、ウェディング
ケーキの形になぞらえたものです。また、頂点の「パート
ナーシップで目標を達成しよう」は、複雑化した社会課題
の解決にはパートナーシップが不可欠であることを示して
います。
MS&ADにとっての重要な社会課題に置き換えると、

「多様な人々の幸福」は「安心・安全な社会」によって成り
立ち、「安心・安全な社会」は最下層の「地球環境との共
生」、つまり人々が生活するために必要な自然環境によっ
て支えられていることを意味しています。
例えば、MS&ADは自治体や研究者、地域のNPOと協働

し、自然環境を再生して保全する「MS&ADグリーンアース
プロジェクト」に取り組んでおり、社員と家族が参加してい
ます。自然資本の回復や生物多様性の向上を目指すこと
で、頻発・激甚化する水害の被害を軽減することにつなげ、
安心安全な社会とすることを通じた地方創生にも貢献す
ることを狙っており、自然の恵みを活かして課題解決する
Nature based Solutionを実践するものです。

社員の日常の仕事でCSVを実現

MS&ADは2018年度から一貫し、サステナビリティや
CSV（社会との共通価値の創造）を戦略の柱としていま

地球環境との共生
Planetary Health

〈主な取組み〉

▶  気候変動への対応
    2050年ネットゼロに向けて
▶  自然資本の持続可能性向上

安心・安全な社会
Resil ience

〈主な取組み〉

▶  社会の変革に伴い発現する
    新たなリスクへの対応
▶  データやAIを活用した防災・減災
▶  レジリエントで包摂的な地域社会づくり
    （地方創生）

多様な人々の幸福
Well-being

〈主な取組み〉

▶  健康・長寿社会への対応
▶  人権尊重
▶  社員のエンゲージメント向上

す。組織の年度計画にCSVを織り込み、取組みを進め、ふ
り返る。一連のサイクルがグループで共有され、今やグ
ループ全社員の価値観に深く織り込まれています。ふり返
りの一環として毎年開催する「サステナビリティ・コンテス
ト」には、これまでに約2,000件の取組みが報告され、社
会課題の解決に具体的に貢献しています。
このサイクルを着実に回すこと、ステークホルダーとの
パートナーシップを通じて発展させることこそが、当社グ
ループが目指す「レジリエントでサステナブルな社会」に
近づく唯一の道であり、社員一人ひとりのウェルビーイン
グももたらすものと信じています。

熊本県球磨川流域での活動。2020年の豪雨被害を教訓に、
上流の湿地を保全することによって生物多様性を向上させ
ながら雨水の貯留効果を高め、水害の減災に取り組む。

本島 なおみ

常務執行役員
グループCSuO

CSuO
メッセージ

Well-being

Resilience

Planetary Health

出典：Stockholm Resilience Centre

社員のエンゲージメント向上

健康・長寿社会への対応

人権尊重

データやAIを活用した防災・減災

社会の変革に伴い発現する
新たなリスクへの対応

レジリエントで包摂的な
地域社会づくり（地方創生）

気候変動への対応
2050年ネットゼロに向けて

自然資本の持続可能性向上

人的資本人的資本

社会関係資本社会関係資本

自然資本自然資本

中期経営計画（2022-2025）

サステナビリティ基盤 イ
ン
ト
ロ
ダ
ク
シ
ョ
ン

マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
メ
ッ
セ
ー
ジ

Ｍ
Ｓ
＆
Ａ
Ｄ
の
価
値
創
造
ス
ト
ー
リ
ー

リ
ー
ダ
ー
シ
ッ
プ
と
ガ
バ
ナ
ン
ス

A
ppendix/D

ata Section

戦
略
と
パ
フ
ォ
ー
マ
ン
ス

069 MS&AD INSURANCE GROUP HOLDINGS 070INTEGRATED REPORT 2023



2015年に世界各国は、パリ協定に合意して地球温暖化の進行を止めることに合意しました。国や自治体、企業は脱炭素
社会に向けて取り組みを進めています。一方、生物多様性については、2022年12月に開催された第15回生物多様性条約締
約国会議で国際目標「昆明モントリオール生物多様性枠組」が設定されました。この目標では「2030年までに生物多様性の
損失を食い止め、反転させ、回復軌道に乗せる」、いわゆる「ネイチャーポジティブ」の方向性が示され、2050年に目指すビ
ジョンとして「自然と共生する世界」が掲げられています。国や自治体、企業は、生物多様性に対しても重要な役割を期待さ
れています。
MS&ADインシュアランスグループは、「地球環境との共生~Planetary Health~」をサステナビリティの重点課題に掲

げ、気候変動や自然資本に対するさまざまな取組みを進めています。
気候関連財務情報開示タスクフォース（以下、「TCFD」）は、気候変動課題への対応を「ガバナンス」、「戦略」、「リスク管
理」、「指標と目標」の4つのタスクフォースに沿って開示することを推奨しており、当社グループは、この考えに賛同し、気候 
関連の財務情報開示を進めています。また、自然関連財務情報開示タスクフォース（以下、「TNFD」）は、自然資本の持続可
能性や生物多様性の問題も社会や経済に大きな影響を及ぼす課題として、情報開示手法の検討を進めています。この二つ
のタスクフォースの提言を参考に、「地球環境との共生」の取組みについて、このレポートにまとめました。なお、詳細は、「気
候・自然関連の財務情報開示 TCFD・TNFDレポート」で公開します。

当社グループは、中期経営計画におけるサステナビリティの重点課題（マテリアリティ）の1つに「地球環境との共生～
Planetary Health～」を掲げています。地球温暖化の進行と自然資本のき損は相互に関連していることから、気候変動へ
の対応と自然資本の持続可能性向上を一体的に取り組む課題と位置付けて、社会との共通価値を創造するCSV取組を進
めています。

私たちの社会や経済は、気候システムや、水資源、陸域及び水域の生きものといった自然資本によって支えられています。
地球温暖化は、激甚化した自然災害による被害や森林の減少・砂漠化などの物理的な変化をもたらし、私たちの社会にさま
ざまな恵みをもたらす自然資本をき損させます。森林が無くなれば、CO2の吸収量が減少することになり、地球温暖化をさ
らに加速させることになります。また、森林等は土壌に雨水を貯留・浸透させ、洪水被害を緩和する防災減災機能も備えて
いますが、こうした自然のもつ機能の低下は、自然災害による損失の増加につながる場合があります。このように、地球温暖
化の進行と自然資本のき損は相互に関連しながら、社会や経済に影響を与えます。一方で、自然と共生する脱炭素社会への
移行過程では、社会や経済に急激な変化をもたらすと考えられています。

当社グループは、自然災害によって生じた損害に対して迅速に保険金をお支払いするために、財務の健全性の維持・向上
に取り組んでいます。また、2050年ネットゼロの目標を掲げて、気候変動のリスクを低減する新しい技術の発展や脱炭素社
会への移行を支える取組みと、グループの事業活動に伴う環境負荷を低減する取組みを進めています。自然と共生する社
会への移行に向けては、お客さまの事業と自然との関係を分析、評価するサービスを提供し、自然関連のリスクを緩和する
取組みや、緑地の創出といった自然にポジティブなインパクトをもたらす新しい技術の発展を支援する取り組みを進めてい
ます。｠
当社グループにおける気候関連のリスクと機会、自然への依存とインパクト・自然関連のリスクと機会の順に説明した
後、具体的な当社グループの取組事例を紹介します。

当社グループは、取締役会、グループ経営会議及び課題
別委員会による気候関連・自然関連を含むサステナビリ
ティのガバナンス体制を敷いています。取締役会では、気
候・自然関連を含む経営方針、経営戦略、資本政策等の重
要な事項の論議・決定を行うとともに、取締役、執行役員の
職務の執行を監督しています。グループ経営会議では、気
候・自然関連を含む経営方針・経営戦略等のグループの経
営に関する重要事項を論議するとともに、具体的な業務執
行のモニタリングを行っています。
気候関連・自然関連の課題や取組みは、主としてサステ

ナビリティ委員会、及びERM委員会での議論を経て、取締

経営意思の決定・監督

課題別委員会

会長執行役員、副会長執行役員、社長執行役員、副社長執行役員（グループCFO）、専務執行役
員（グループCRO）、グループCSuO、ダイバーシティ、エクイティ＆インクルージョン担当役員、
社外取締役(2名)、常勤監査役(1名)、三井住友海上社長、あいおいニッセイ同和社長ほか

サステナビリティ委員会

副社長執行役員（グループCFO）、専務執行役員（グループCRO）、常勤監査役(1名)ほか
ERM委員会

取締役会

業務執行
グループ経営会議

運営責任者

グループCSuO

役会とグループ経営会議の双方に報告し、決定しています。
例えば、サステナビリティ委員会では2050年ネットゼ

ロの実現に向けた取組みや、ネイチャーポジティブへの
取組みの進捗が報告され、ＥＲＭ委員会では気候変動を
含む自然災害リスク管理の高度化について論議されま
した。
なお、当社グループは、今年度から新たに気候関連・自然
関連を含むサステナビリティを担当するグループCSuOを
任命しています。サステナビリティ委員会は、グループ
CSuOが運営責任者となっています。

運営責任者

グループCFO
グループCRO

気候関連のリスク
気象条件の物理的な変化による影響や脱炭素社会への移行を事業におけるリスクとして捉え、安定的な収益や財務の健
全性確保のための取組みを進めています。大規模自然災害発生時にも円滑に保険金をお支払いできる体制を維持・強化す
るとともに、防災・減災取組を進め、リスクの軽減を図っています。

監督

報告報告

TCFDの
気候関連リスク分類 事象例 当社グループの事業活動に

与えるリスクの例

台風・洪水・高潮・豪雨・森林火災

海面や気温の上昇
少雨や干ばつ等の気象の変化
水などの資源供給の減少
伝染病媒介生物の生息地の変化
熱中症の増加

炭素価格の上昇
環境関連の規制・基準の強化
エネルギー構成の変化
気候関連の訴訟の増加

脱炭素技術の進展
低炭素効率商品等の需要減少等による産業構造の変化

商品サービスに対する需要と供給の変化

急性

慢性

政策・法規制

技術

市場

評判 気候変動対応の遅れによる非難

物理的
リスク

移行
リスク

自然災害の激甚化等による収支の悪化、
利益のボラティリティ拡大による
資本コストの増加

カーボンコストの増加による
投資先企業の業績悪化がもたらす
投資リターンの低下

脱炭素化により変化する市場を
捕捉できないことによる収益の低下

不十分な情報開示や気候変動対応の
遅れによるレピュテーションの低下

GOVERNANCEガバナンス

STRATEGY戦  略 気候関連のリスクと機会に対する戦略

地球環境との共生レポート
（気候関連・自然関連情報ディスクロージャー）
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日本での台風や高
潮による支払保険
金の変動見込み

カーボンコストが
当社グループの投
資先企業の経営に
与えるインパクト

Nationally Determined Contributions（NDCs）
やOECD,IEAのシナリオを参照したTrucost社の高
位シナリオ、中位シナリオ、低位シナリオ

シナリオ分析結果（抜粋）

領域 内容 結果例 使用シナリオ

物理的
リスク 保険引受

台風の例　2050年
勢力の変化の影響　 約5%～約50%
発生頻度の変化の影響 約▲30%～約28%

RCP4.5
RCP8.5

移行
リスク 投資

株式の例　2030年
低位シナリオ　4.2％
中位シナリオ　8.9％
高位シナリオ　18.2％

気候関連の機会
脱炭素社会への移行による社会や経済の急激な変化は、新たな保険商品・サービスの需要や、新しい産業の勃興や技術
変革に伴う企業の業績向上など、当社グループの成長につながる機会をもたらすと考えています。

気候関連のシナリオ分析
当社グループでは、自然災害被害を補償する保険引受にかかる影響（物理的リスク）と、地球温暖化対策の導入による
投資にかかる影響（移行リスク）について、それぞれシナリオ分析を実施しています。例えば、物理的リスクの分析では、地
球温暖化の進行に伴って、勢力等が変化した台風による支払保険金の変動を分析し、支払保険金が増加する可能性があ
ることを確認しています。移行リスクの分析では、地球温暖化対策の進展に応じて投資先企業が追加負担する可能性の
あるコストについて分析をし、投資先企業が温暖化対策を進めることで追加コストを抑制できる可能性があることを確
認しています。

自然関連のリスク
自然のもつ防災・減災機能が低下すると、自然災害の被害
が大きくなる可能性があり、注意すべき事象と考えます。陸域
や水域への開発によって自然に大きくインパクトを与える業
種（水力発電や大規模な農林水産業に伴う開発）や、生物多様
性が豊かな地域（ユネスコ世界自然遺産やラムサール条約登
録湿地等）における事業は、保険引受先や投融資先の環境へ
の配慮状況等を踏まえ、慎重に取引の可否を判断しています。

自然関連の機会
ネイチャーポジティブな社会への移行において、自然へのネ
ガティブなインパクトの軽減・回避に向け企業の負担は大きく
なる可能性があります。企業は、事業活動に関わる自然関連リ
スクを把握して、事前に対策を打つことで負担を軽減すること
ができます。当社グループのビジネスモデルである「リスクを見
つけお伝えする」サービスは、このような新しいリスクへの備
えとなり、当社グループの成長につながる機会をもたらすと考
えています。

気候関連・自然関連のリスク・機会を踏まえた当社グループの取組み
パリ協定の1.5℃目標に沿って2050年ネットゼロの脱炭素目標を掲げ、ステークホルダーと協力し脱炭素社会への移行に貢献

していくことを宣言しました。社会の脱炭素化移行を支援するため、再生可能エネルギーや水素といった次世代エネルギー、脱炭
素社会に向けた革新的技術の確立と社会実装を支援しています。一方、激甚化する自然災害に対し、その被害や損失を軽減する
サービスの提供を加速しています。また、環境の再生・保全による防災減災にも取り組み、気候変動への適応を進めています。
ネイチャーポジティブな社会に向けて、自然や生物多様性の保全・回復に資する新たな商品・サービスの提供に取り組ん
でいます。船舶事故の際に、自然環境への損害に対する保全・回復活動等の費用を補償する「海洋汚染対応追加費用補償
特約」、工場等の施設から生じた不測かつ突発的な汚染に起因する損害賠償責任や汚染の浄化費用等を幅広く補償する
「汚染損害拡張補償特約」等です。これらの商品は、気候変動への対応にも重要となる海、森、土、動物といった自然へのネ
ガティブなインパクトを緩和する効果をもたらします。
また、ネイチャーポジティブの実現には社会全体で取り組むことが重要であるため、当社グループはTNFD日本協議会の
設置とその運営や、企業と生物多様性イニシアティブ（JBIB※1）の活動を通じて普及啓発や研究を進め、企業全体における
取組みの促進を図っています。また、2023年2月には、ネイチャーポジティブ金融アライアンス（FANPS※2）を設立し、金融
機関が連携して企業が必要とするネイチャーポジティブに向けたソリューション開発等を推進しています。

自然への依存・インパクトの大きさを、当社グループの保険引受先・投融資先の業種ごとに評価しヒートマップ分析を行
い、取引状況を考慮して、リスクと機会を特定しています。

①平時（事故発生なし）
　● ドライブレコーダー等のテレマティクス技術を
用いた安全運転促進によるGHG排出量の削減

　● 動物注意アラート機能によるロードキルの防止
②事故発生時
　● 特になし
③事故発生後
　● 修理時にリサイクル部品利用による資源の節約

①平時（事故発生なし）    
　● 温室効果ガス（以下、GHG）の排出
　● 大気汚染
　● 土地改変（道路による生態系分断）
②事故発生時
　● 特になし
③事故発生後
　● 修理に伴う資源利用
　● 破損に伴う廃棄物排出による汚染

自動車保険

自然災害への対応

地球温暖化の影響により洪水の頻度と規模の激甚化が想定されています。先進国を中心に洪水ハザードマップを活用した防災対
策が進められていますが、過去に例を見ない災害に備えるには、将来の気候変動の影響を加味した精度の高いハザードマップが必
要でした。当社グループは、東京大学、芝浦工業大学と共同で立ち上げた「LaRC-Flood®プロジェクト」において、2023年4月に「将
来洪水ハザードマップ」を開発し無償で公開しています。将来の洪水リスク変化に整合した、高精度・高信頼度・高解像度のマップに
より、企業の気候変動リスクへの対応を支援しています。
また、発生した自然災害に対しては速やかな復興が重要です。台風や水害、地震などの発生時に、自治体と災害時応援協定を締結
する事業者が、物資の提供や人員の派遣などを行った場合に発生する費用等を補償する災害対策支援保険を2022年8月から販売
し、気候変動・災害に強いサステナブルなまちづくりの実現に貢献しています。

◆陸地
◆鉱物・エネルギー資源
◇土壌形成
◇自然災害の緩和

自動車の走行

個人や
企業の活動保険種目 自然へのネガティブなインパクトを

緩和する当社グループの保険商品・サービス自然へのネガティブなインパクト

自然関連の依存とインパクト
我々の暮らしや事業活動は、自然に多様な形で依存し、

また自然に負荷を与えています。それによって自然資本は
変化し、事業活動や暮らし、また社会に影響を与えます。
自然資本がき損すれば、暮らしや事業活動が受ける便益
は減り、企業や社会が負担すべき費用が嵩む恐れがあり
ます。逆に自然資本が回復すれば、便益が向上したり費用
を節約できる可能性もあります。これらが事業活動にとっ
て自然関連のリスクと機会になり、ひいては、こうした事
業活動や社会を支える金融機関のリスクと機会になりま
す。TNFDでは、自然関連のリスク・機会を特定するにあ
たって、自然関連の依存とインパクトを分析することを推
奨しています。当社グループでは、保険商品や保険引受
先・投融資先に関する依存とインパクトを分析し、自然関
連のリスクと機会の特定を行いました。

地球環境との共生レポート

自然資本 インパクト

依
存

依
存

インパクト

事業活動

当社グループのリスク・機会

暮らし・社会

土地・淡水・海洋の
変化／気候変動／
資源利用・再生／汚
染・汚染除去／侵略
的外来種導入・除去 政策・規制／技術革新／

市場の変化／消費者の
し好、需要の変化

同左
生態系サービス

便益・売上の増減
コストの増減

便益の増減
コストの増減

保険引受先・投融資先　業種別の自然への依存・インパクト

保険商品に関連する自然への依存やインパクトの分析（抜粋）

活動における自然への依存
◆環境資産 
　生態系サービス

※1：企業と生物多様性イニシアティブ：ビジネスにおける生物多様性保全の推進に向け学び合い、行動することを目的に2008年に発足し、現在59社（2023年6月末時点）の会員企業が
活動しています。

※2：当社グループ、SMFG、農林中央金庫、日本政策投資銀行の４金融機関グループで、企業の事業活動におけるネイチャーポジティブへの転換を支援するため、2023年2月に発足した
金融アライアンス。

外部要因

リスク・機会 リスク・機会
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当社グループは「ＭＳ＆ＡＤインシュアランス グループ リス
ク選好方針」に基づき、平常時に保有可能なリスク量を明確
にした上で、資本政策に基づくリスクテイクを行うこととして
います。リスク選好方針に沿った具体策としてグループ中期
経営計画を策定し、ERMサイクルをベースに、健全性の確保、
資本効率及びリスク対比のリターンの向上をめざしています。

自然災害リスクの管理
工学的な知見を取り入れたモデルを使用し、自然災害につ

いて地域別・災害別にリスク量を計測・把握して、自然災害リ
スクを管理しています。大規模自然災害のストレステストの実
施に加えて、リスク量の大きい国内風水災及び米国風水災リ
スクに対しては、200年に1度の確率で発生する損害額を基
準に、グループ及び各社別にリスク量の上限（リスクリミット）
を設定して、財務の健全性の維持を図っています。さらに、気候変動の影響をストレステストに織り込むことや、気候変動に
係る不確実性を当社グループ全体のリスク量に反映することなどにも取り組んでいます。

自然災害のリスク保有量のコントロール
地域別、災害別のリスク量を踏まえて、適切な保険引受に努めるとともに、再保険調達やCATボンドの発行、異常危険準
備金の積立てを行っています。これらにより、グループ全体での財務健全性の向上と期間損益変動リスクの低減を図ってい
ます。

当社グループの事業活動に伴う
環境負荷削減目標と指標
当社グループは、事業活動において排出される温室効
果ガスの削減に取り組んでいます。2020年度温室効果ガ
ス排出量削減目標（2009年度基準比30％削減）の達成を
踏まえて中長期目標を見直し、2021年5月、新たな目標を
設定しました。

責任ある投資家として
中長期的に投資先企業の企業価値向上や持続的成長を促す観点から、当社グループは、投資先企業と経営上の課題や株
主還元方針、ESG等の非財務情報の把握に重点をおいた「建設的な対話」を行う方針としています。この対話の中で、投資先の
ESG方針を確認しており、E（環境）に関する主な質問項目として、気候変動や脱炭素社会に向けた対応を盛り込んでいます。

当社グループは、当社グループやサプライチェーンを通
じて排出する温室効果ガスの削減、脱炭素社会・環境汚
染対策につながる循環型経済への移行に向けて、指標・
目標を掲げて取り組んでいます。

企画
フェーズ

執行
フェーズ

モニタリング
フェーズ

● リスク選好方針を踏ま
えた戦略の策定

● リスク管理の枠組みに
おいて「気候変動」や
「自然資本のき損」も
考慮

● 保有可能なリスク量の
範囲内でのリスクテイ
クの実施

● リスクの発生状況や資本の状
況等をモニタリング

● モニタリング結果を踏まえた
必要な対応策等の検討

投融資先の温室効果ガス排出量
投融資先企業の温室効果ガス排出量 （単位：千t-CO2e）

2022年3月末時点 株式 社債

投融資先企業のスコープ1+スコープ2 2,302 2,400

企業融資

286

投融資先企業の加重平均カーボンインテンシティ（WACI） （単位：t-CO2e/百万米ドル） 

インドネシアのゴム農園における
生物多様性高リスク地域

©シンク・ネイチャー

投融資先企業のスコープ1＋スコープ2 114.5 221.5

2022年3月末時点 株式 社債

273.2

企業融資

再生可能エネルギー導入率
進捗状況

2022年度：21.1％

指標・目標

2030年度：60％　2050年度：100％

社会の脱炭素化、循環型経済に資する商品
進捗状況

2022年度：17.9％

指標・目標

保険料増収率：2025年度 年平均18％

（※1） 社有車のガソリン等、燃料から直接排出されるもの
（※2） 購入した電力、熱等の利用により間接的に排出されるもの
（※3） スコープ1・2以外の当社の事業を通じて間接的に排出するもの

温室効果ガス排出量削減  実績
対象

スコープ1※1・2※2

スコープ3※3

2030年度

基準年度（2019年度）比 50%削減

2022年度  実績

26.8%削減

26.9％削減 基準年度（2019年度）比 50%削減
（カテゴリ1、3、5、6、7、13）

2050年度

ネットゼロ

ネットゼロ
（全カテゴリ）

地球環境との共生レポート

RISK MANAGEMENTリスク管理

METRICS and GOALS指標と目標

■ LEAPアプローチのパイロット実践
TNFDは、事業が行われる場所やバイオーム（生物群系）に着目しながら、自然関連リスクと機
会の管理のための統合的な評価プロセス（LEAPアプローチ）を提案しました。国連環境計画
金融イニシアチブ（UNEP FI）は、このLEAPアプローチのパイロットプログラムを開催し、当
社はＭＳ＆ＡＤインターリスク総研及び琉球大学発のスタートアップである株式会社Think 
Natureと連携して「インドシナにおける天然ゴム産業」についてパイロットを実施しました。 

ネットゼロの実現には、温室効果ガス排出のないエネルギーへの転換が必要です。当社グループは、再生可能エネルギーの普及を推
進する様々な商品・サービスを提供し、脱炭素化社会への移行を支援しています。2022年8月には、業界初となる水素自動車専用の自
動車保険特約「水素ステーション稼働停止時のレンタカー費用特約」及び同特約の契約者向け保険料割引の提供を開始しました。
2022年9月には、三井住友海上プライマリー生命が、洋上・陸上風力、太陽光等の主要な再生可能エネルギーに関するプロジェク

トに約56億円の投資を行いました。再生可能エネルギーの拡大や温室効果ガス削減を目指しています。
また、あいおいニッセイ同和損保では、2023年10月より、テレマティクス自動車保険の契約者を対象に、同社の安全運転スコアと
燃費の相関性に基づき、「安全運転によるCO2排出量の削減効果」を可視化する新サービスを開始します。安全運転によるCO2排出
量の削減量を可視化することで、お客さまや社会全体の環境貢献への意識向上に加え、安全運転・エコ運転を推進します。
商品・サービスの提供を通じて、ネットゼロへの移行に向けた様々な課題の解決に貢献していきます。

ネットゼロの実現に向けた温室効果ガス削減取組

ネイチャーポジティブ社会への実現に向けて、企業は事業活動を通じて自然への依存やインパクトを広範かつ的確に認識し、リス
クと機会を踏まえた戦略の立案が求められます。グループのMS&ADインターリスク総研は、企業のお客さまに、TNFDの提言に
沿った自然関連の依存とインパクト、リスクと機会の評価等のサービスを提供しています。
ネイチャーポジティブに資するサービスの開発、提供とその強化に向けて、生物多様性関連のイニシアティブへの参加や、産官学連携
による共同研究を進めており、2022年度には琉球大学発のスタートアップである株式会社Think Natureと共創の協定を締結しました。
当社グループは、企業の調達や製品、土地利用、社会貢献などの個別テーマから事業全般に至るまで、自然関連の総合的なコンサルティ
ングサービスを提供していきます。

自然資本/ＴＮＦＤ関連コンサルティング
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EMEA 3 APAC 1

APAC 3

EMEA 2

Americas 2

EMEA 1
Americas 1

APAC 2

Americas 3

中期経営計画（2022-2025）

品質 基盤

お客さまの声をもとに進化し続ける企業グループ

透明性と実効性の高いコーポレートガバナンスの実践（詳細はP.89参照）

グループ各社はステークホルダーの声を起点とした品質の向上により各方面から評価されています。

「令和４年度 消費者志向経営優良事例表彰」で消費者庁長官表彰を受賞
三井住友海上は、消費者庁が主催する「令和４年度 消費者志向経営優良事例表彰」において、「消費者庁長官表彰」を受賞しました。水災時に罹
災証明書の発行手続を支援するサービス「被災者生活再建支援サポート」などをはじめ、社会課題解決に向けた取組全般が評価されました。

お客さまセンター外部機関評価で最高評価を獲得（HDI-Japan）
あいおいニッセイ同和損保はHDI-Japan（運営：シンクサービス株式会社）のセンター運営に関する最高評価である「七つ星認定（国際認定ス
タンダード）」を獲得しました。三井ダイレクト損保は「問合せ窓口」「Webサポート」の2部門で2022年「五つ星認証」を獲得。更に、お客さまセ
ンターのコンシェルジュがクオリティ格付け（個人評価）において最高評価の「三つ星」を獲得しました。

お客さまからの期待に応える品質の提供

「レジリエントでサステナブルな社会を支える企業グループ」の実現に向け、お客さまをはじめとするステークホルダーとの
さまざまなコミュニケーションを通じた取組みを進めています。お客さまの声を起点とした業務改善や、透明性と実効性の
高いコーポレートガバナンスの実践によりステークホルダーの期待に応える品質を提供していきます。

● 取締役会の監督機能、監査役の監査機能の継続的強化
● 公平、正確、速やかな情報開示の実践

ステークホルダーとのコミュニケーション

株主
● IRミーティング　● 投資家向け説明会
● 個別面談　● 株主総会アンケート

社員
● 社員アンケート　● 投稿システム
● 経営層との対話　● スピークアップ制度

取引先 ● 外部委託先とのコミュニケーション

環境
● 専門家やNPO・NGOとの対話
● 地球環境・自然災害に関する研究
● イニシアティブや国際会議への参画

地域社会
国際社会

● 地方公共団体との連携協定　● NPO・NGOとの対話
● 地域との対話・交流　● セミナー・シンポジウム等の開催

Topics

お客さま
● お客さまアンケート　● コンタクトセンター　● 当社Webサイト
● 代理店・社員とのコミュニケーション（問合せ、相談、要望、苦情等）

リスクソリューションの
プラットフォーマーとして
社会とともに成長

社会との共通価値の創造（CSV）

お客さまの声をもとに進化
デジタル技術の活用
知見やノウハウの共有

理解・分析業務改善

お客さまの声

レジリエントで
サステナブルな社会を支える

企業グループ
約4,540億円

33.5億円
0.7%

約4,006億円
0.0億円

0.0%

約2,404億円
346.3億円

14.4%

約5,341億円
111.5億円

2.1%

約3,872億円
42.7億円

1.1%

約534億円
0.1億円
0.02%

約70,103億円
297.2億円

0.4%

約10,682億円
0.0億円

0.0%

約3,605億円
9.1億円

0.3%

※1 Aon社 “Weather, Climate and Catastrophe Insight ‒ 2022 Annual Report”に記載されている2022年のAMERICAS（米州）、EMEA（ヨーロッパ、中東及びアフリカ）、
APAC（アジア太平洋）の高額保険損害額上位3件の自然災害

※2 Insured Loss：世界の損害保険会社での保険損害見込額（出所： Aon社 “Weather, Climate and Catastrophe Insight ‒ 2022 Annual Report” ）。2023年3月末社内決算為
替レート(1ドル＝¥133.53)を使用

※3 2023年3月末現在。三井住友海上及びあいおいニッセイ同和損保及び両社の海外子会社の正味発生保険金（支払保険金＋未払保険金、出再保険契約による回収額・回収予定額を
反映）の合計額。被災地域以外の拠点の5,000万円未満の案件を含んでいません。

※4 保険損害額（Insured Loss）に対する三井住友海上及びあいおいニッセイ同和損保及び両社の海外子会社の合計発生保険金の割合

世界の自然災害マップ2022※1

ヨーロッパ

保険損害額※2

MS&ADの正味発生保険金※3

MS&ADの割合※4

ヨーロッパ

保険損害額※2

MS&ADの正味発生保険金※3

MS&ADの割合※4

南アフリカ

保険損害額※2

MS&ADの正味発生保険金※3

MS&ADの割合※4

オーストラリア

保険損害額※2

MS&ADの正味発生保険金※3

MS&ADの割合※4

日本

洪水2月

洪水6ー9月

9ー10月

6月

保険損害額※2

MS&ADの正味発生保険金※3

MS&ADの割合※4

中国

低気圧「ユーニス」2月

洪水4月
保険損害額※2

MS&ADの正味発生保険金※3

MS&ADの割合※4

米国

保険損害額※2

MS&ADの正味発生保険金※3

MS&ADの割合※4

米国

干ばつ通年
保険損害額※2

MS&ADの正味発生保険金※3

MS&ADの割合※4

米国

暴風雨
保険損害額※2

MS&ADの正味発生保険金※3

MS&ADの割合※4

ハリケーン「イアン」

地震3月干ばつ通年

近年の気候変動は、世界各地で強力な台風やハリケーン、集中豪雨、干ばつ、熱波などの異常気象による災害を頻発させる
ようになりました。また、その規模も大型化し、世界各国で今までの想定を大きく超える被害をもたらしています。
MS&ADインシュアランス グループでは、保険金のお支払いを通じて、大災害によるお客さまの経済的損失を軽減し、世界
各地で安定した人々の生活と活発な事業活動を支えています。

EMEA 3

EMEA 2

EMEA 1

APAC 3

APAC 2

APAC 1

Americas 3

Americas 2

Americas 1

代理店 ● 担当者ミーティング　● 投稿システム　● 代理店会
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基本戦略と
人財戦略の連動

当社グループの
強みである
多様性を活かす

人財は、グループの
最大の財産であり、
企業価値向上の原動力

● 事業・リスクポートフォリオ変革
● デジタルを活用したソリューションの追求

CSV×DX×GLOBAL

● グループシナジーの発揮

1

2

3

Transformation

Value

Synergy

イノベーションの創出
人財戦略の実行により、「自律的に行動し、変革にチャレンジし、新たな価値を創造
する人財」を継続的に輩出するとともに、「多様な人財が強みや個性を最大限に発揮
できるオープンでフラットな組織」を浸透させることで、イノベーションの創出を実現
していきます。

企業文化の醸成・定着
人財戦略の実行による企業価値向上のためには、社員のエンゲージメント向上・
生産性向上につながる企業文化の醸成や定着が必要です。チャレンジする機会の
公平性や、社員がやりがいを感じ、主体的・意欲的に働くことができる環境を
整備していきます。

人財戦略の特に重要な要素に KPI を設定し、取組みの強化と進捗確認を行っています。
KPI設定

全ての社員がベーシックなデジタルス
キルを身につけることに加えて、ビ
ジネスサイド、データ分析サイドの両
面からデジタル人財の育成を進
めています。

デジタル人財

海外事業を担う人財を、ポストに
対して質・人数ともに十分確保す
るために、世代交代を進めながら
持続的な人財育成・確保に取り組
んでいます。

海外人財

女性管理職比率や女性ライン長比率の向上によ
る意思決定層の多様化に加え、男性育児休業の
KPIを設定することなどにより、多様な価値観を
受け容れる職場環境整備を行い、多様な人財の
活躍を進めています。

多様性（ＤＥ＆Ｉ）

中期経営計画（2022-2025）

人財戦略基盤

社員の能力・スキル・意欲の最大限発揮 KPI
2022年度実績 2025年度目標

魅力ある
職場環境の整備

● 自律的なキャリア形成機会
●  柔軟で多様な働き方
●   新たなチャレンジを後押しするマネジメント

ダイバーシティ、
エクイティ＆
インクルージョン

● 意思決定層の多様化
● 多様な意見やアイデアを引き出し、
活かすマネジメント

●  グループ社員の人財交流

健康経営
● 社員がいきいきと働くための健康維持・
   健康増進

最適な人財ポートフォリオ構築 KPI

リスキリング・
リカレント

● 自律的な学習メニューの拡充
● ビジネス・デジタル両スキルの底上げ

専門人財の
確保・活躍

● 専門人財の育成強化
● 採用の多様化
● 専門人財に適した人事制度

2022年度実績 2025年度目標
デジタル人財

海外人財

3,601人

1,182人

7,000人

1,200人

：DXを活用しビジネスを創造する人財
高度なデータ分析等の専門人財
：海外事業の経営を担う人財
経理・財務・IT・リスク管理等の専門人財

年次有給休暇取得日数 16.4日 前年同水準以上

女性管理職比率 19.5% 30%（2030年度末目標）

女性ライン長比率 12.9% 15%（2030年度末目標）

管理職に占める
中途採用者比率 22.6% 現行水準以上

海外子会社役員における
海外雇用社員登用比率 83.0% 現行水準以上

男性育児休業取得率
　　　　　取得日数

92.5％
8.1日

100％
4週間
をめざす

運動習慣者比率 26.5% 現行水準以上

As isTo be

デジタル人財

海 外 人 財

人財戦略
中期経営計画
基本戦略 ギャップの把握・解消

生産性向上
2022年度実績 2025年度目標

9.2% 8.5%人件費率

2022年度実績社員意識調査 2025年度目標

4.4Pt
前年

同水準以上

エンゲージメント向上

誇り、働きがい

4.6Ptいきいきと活躍

基本戦略と連動する人財戦略

基本戦略の実行に必要な人財や組織の「めざすべき姿（To be）」と、「現在の姿（As is）」とのギャップを定量把握し、ギャップ解消のロードマップとなる「人財
戦略」を実行しています。

▶ As is－To beギャップの定量把握

ポストチャレンジやフリーエージェント等の、社員の自律的なキャリア形成機会の拡充とともに、ジョブ型雇用の導入や副業・兼業等によるスキル向上・活用の
機会拡大を推進しています。また、柔軟な働き方の活用や、ＤＥ＆Ｉを推進し、多様な社員の強みや個性を最大限発揮できる環境の整備を進めています。

▶ 社員の能力・スキル・意欲の最大限発揮

▶ 事業環境の変化に機敏かつ柔軟に対応できる 「最適な人財ポートフォリオ構築」
リスキリングやリカレント等、自律的な学習メニューへの投資拡充による人財育成とともに、外部人財の採用を含めた専門人財の確保・活躍促進等により、最
適な人財ポートフォリオを構築します。

組織

人財

● ビジネス・デジタルのスキル向上に
自律的に取り組み、新たな商品・
サービスを創出し、社会課題の解
決につなげることのできる人財が
十分でない。特に「デジタル人財」
「専門人財」は質、量ともに計画的
に確保する必要がある

● グローバルな事業展開を担う「海
外人財」は必要な人財を確保でき
ているが、計画的かつ持続的に育
成していく必要がある

● 多様な人財の知識・経験・意見やア
イデアを引き出し活かすインク
ルーシブな組織運営の浸透が十分
でない

● 意思決定層の多様化及びチャレン
ジを後押しするマネジメントが十分
でない

組織

人財

● 「自律的に行動し、変革にチャレン
ジし、新たな価値を創造する人財」
を継続的に輩出している

● CSV×DX×GLOBAL、事業・リスク
ポートフォリオ変革を担う「デジタ
ル人財」「海外人財」及び「専門人
財」を持続的に確保している

● 多様な社員の強みや個性を最大限
発揮できるオープンでフラットな組
織が浸透している

● 意思決定層の多様性とチャレンジ
する機会の公平性が確保され、意
見やアイデアを引き出し活かすイ
ンクルーシブな組織運営が浸透し、
社員がいきいきと働く環境が整っ
ている

レジリエントでサステナブルな　　　社会を支える企業グループ

イノベーションの創出 企業文化の醸成・定着

グループの最大の財産は人財であり、企業価値向上の原動力はグループの社員一人ひとりです。
中期経営計画の基本戦略実現に必要なスキルを明確化して、社員の自律的な成長機会を拡充します。
また、多様な人財の能力・スキル・意欲を最大限発揮できる環境を整備することで、エンゲージメントと
生産性を向上し、「レジリエントでサステナブルな社会を支える企業グループ」を実現します。
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※MS&ADデジタルアカデミー（INIAD：東洋大学情報連携学部）
　累計参加人数788人（2018年度～2022年度）
※MS&ADデジタルカレッジfrom京都（KUAS：京都先端科学大学）　
　累計参加人数431人（2020年度～2022年度）

最適な人財ポートフォリオ構築

▶ デジタル人財の育成
全ての社員がベーシックなデジタルスキルを身につけることに加えて、大学
等との連携育成プログラムなどを活用し、ビジネスサイド、データ分析サイ
ドの両面からデジタル人財の育成を進めています。

● ビジネスサイドの取組み：デジタルスキルに関するオンライン教育ツー
ルの拡充や、グループ各社のデジタル人財認定制度、大学等※との連携
講座などを活用して体系的に進めることで、多くの社員がスキルを身に
つけ、向上するよう取り組んでいます。

● データ分析サイドの取組み：大学等※との連携講座や、データサイエンス
に関する高度なスキルの認定制度を活用して育成に取り組んでいます。

● 海外派遣研修制度：2013～2022年度累計参加人数337人
公募による海外派遣研修制度。派遣期間は原則1年またはそれ以上で、海外事業展開を支える人財を中長期的視点で育成する取組み。

● グローバルトレーニー制度：2013～2022年度累計参加人数1,085人
1週間程度の外国人との協働プログラムを通じてグローバルビジネスを疑似体験することで、海外人財に求められるスキル・要素の習得
をめざす取組み。

リスキリング・リカレント 専門人財の確保・活躍

専門人財を対象とするジョブ型雇用制度を整備、専門人財の活躍を促進する環境整備を進めています。専門人財の確保にあたっては、外
部人財の中途採用強化に加えて、当社グループのビジネスを十分理解した内部人財の育成も必要であり、自社内での育成にとどまらず、グ
ループ間の人財交流を通じたスキルアップに取り組んでいます。

▶ 専門人財に係る採用・配置・教育のグループ共通化
デジタル人財などの専門職の採用競争激化を踏まえ、専門人財に適したジョブ型制度の導入をグループ各社で進めつつ、専門人財に係る
採用・配置・リスキリング教育等により、採用競争力の底上げと成長領域への人財投入を行っていきます。

▶ 人事異動と連動した人財育成
海外拠点の経営を担う人財の計画的な育成や、デジタル人財の育成・拡充について、人事異動と連携した人財育成を行っていきます。

▶ 専門性の向上や新たなスキルアップを促す仕組み
処遇面のインセンティブや、資格取得奨励、自己啓発のための休暇制度など、専門性の向上や新たなスキル習得など、社員の自己啓発・学
び直しを後押しする人事制度・運用を整備・拡充していきます。

人財に関するグループ共通化取組み

▶ 海外人財の育成
海外事業を担う人財を、ポストに対して質・人数ともに十分に確保するこ
とが必要です。現状、必要な人数は確保できており、世代交代を進めなが
ら持続的に人財を育成・確保するためのプログラムに取り組んでいます。
具体的には、海外事業に必要な「経営人財」や「専門人財（経理・財務、IT、
リスク管理等）」について、次のような取組みを実施しており、多面的・計
画的に人財を育成しています。

上記の他にも、海外駐在経験者への本社部門やマネジメント経験の付与、若手の海外赴任、海外雇用社員の日本での勤務など、グローバ
ルな人財相互交流などにより、人財育成を進めます。

● 指名型研修の実施

人財像

DXを活用してビジネスを創造・拡大することの
できる人財

デジタル人財

ビジネスサイド

データ分析サイド
高度なデータ分析等、ビジネスを実現するための
高いスキル・専門性を有し発揮できる人財

研修プログラム 累計参加人数

経営人財育成

専門人財育成

海外雇用社員の経営人財育成

グローバルリーダー養成プログラム

グローバルエキスパート養成プログラム

グローバルマネジメント研修

74人（2013～2022年度）

88人（2014～2022年度）

54人（2021～2022年度）

▶ システム基盤の共通化
人事システムの基盤をグループで共通化し、グループベースの人財データ基盤を構築することにより、社員の能力・スキルの可視化、機動的
な人財配置などに活用可能なシステムの導入を進め、制度運営の共通化や、グループ間の人財交流、人的資本の開示強化などに活用して
いきます。 

▶ 人財育成のグループ共通化・共同化
三井住友海上とあいおいニッセイ同和損保の人財育成業務を持株会社に集約し、研修の一体運営や学習メニューの共通化などを進
め、人財育成の高度化、効率化を進めています。また、経営人財候補に対するグループ合同研修を、グループ共通化取組みとして実施し
ています。

河井 冴子

MS&ADデジタルカレッジ from京都 KUAS：京都先端科学大学

2020年4月に新設された京都先端科学大学（KUAS）・工学部が主体となって開発したMS&ADグループオリジナルの完全オン
ライン型の研修プログラムです。本プログラムでは、IoTやデータサイエンス等を専門とする講師が、即戦力となる実践的な研修
を行います。受講者は、オンラインを通じた実習によりドローンやIoTセンサー等のテクノロジーに触れ、データ取得から活用ま
での知識を習得することにより、時代に合ったビジネスモデルの創造や革新的な商品・サービスの開発につなげます。

DXに関して特別な知識はなく、今回の研修を通して基礎的な内容を習得できたと感じています。デジタル技術
と日常生活が一体となるsociety5.0の社会では、情報の非対称性が解消され、あらゆる事故が未然に防止され
ていくことを知り、当社にとってのデータ活用の重要性を実態的に理解することができました。また集合型研修
より完全オンライン型研修の方が、ためらいなく自由に意見や疑問を発信できましたし、ＶＲやドローン体験に
ついても集合型研修とさほど大差なく臨場感のある形式で体験できたのではと感じています。研修受講後は、
業務・日常生活を問わず、耳にする法人について事業内容や技術を調べ、当社のデータと掛け合わせることで世
の中の課題解決につなげられないかと感度よくアンテナを張り、考えることを習慣づけるようにしています。

Topics

デジタル人財の育成事例

三井住友海上
新種保険部  責任保険チーム

Interview

人財育成投資

■  教育訓練投資（億円）
　  １人当たりの研修時間（時間）

30 50

40

30

20

10

0

25

20

15

10

5

0

（時間）費用（億円）

（人）

（人）

2022年度2021年度

48.3時間

31.1時間

25.8
億円

16.3
億円

デジタル人財
■ デジタル人財（人数）8,000

7,000

6,000

5,000

4,000

3,000

0

2,000

1,000

2022年4月 2023年4月 2025年度目標

2,179
3,601

7,000

海外人財
■ 海外人財（人数）1,200

1,000

800

600

400

200

0
2022年4月 2023年4月 2025年度目標

1,129 1,182 1,200

中期経営計画（2022-2025）／基盤：人財戦略
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ダイバーシティ、エクイティ＆インクルージョン

▶ 自律的なキャリア形成機会の提供
自らが希望するポスト・部門に異動し、活躍のステージを広げるための公募制度（ポストチャレンジ）の活用を拡大し、グループ会社間での人
事異動、人財育成、キャリア形成取組みを活性化します。また、自身を即戦力として、これまで培ってきた能力・スキル等を自ら指定する部署に
アピールできる制度(フリーエージェント）の活用や、社員が既存組織の枠を超えて会社施策に参画する仕組みなど、自律的なキャリア形成機
会の提供を拡充しています。
● ポストチャレンジ応募実績：2022年度376人

▶ 多様で柔軟な働き方の推進
在宅勤務と出社を効率的に組み合わせ、リモートワークを活用した業務運営を進めています。また、ジョブ型雇用の導入や、副業・兼業
の緩和により、スキル向上・活用の機会を拡大します。キャリアビジョンやライフイベント等に応じた転居転勤の可否選択を柔軟に認め
ていきます。

魅力ある職場環境の整備

社員の能力・スキル・意欲の最大限発揮

社員のエンゲージメントを向上させるためには、自律的なキャリア形成機会、柔軟で効率的・効果的な働き方、チャレンジを後押しする企業
文化といった職場環境の整備が重要であり、それぞれ次のような取組みを進めています。

▶ 意思決定層の多様化
女性の登用について、役員や管理職への登用のためのパイプライン整備の取組みを強化しています。また、2030年度末までのKPIとして、
女性管理職比率を30%に設定するとともに、組織の長となる「女性ライン長」の比率をその半数に定め、意思決定者の多様性を促進してい
ます。グループ各社におけるパイプライン整備の取組み例は次のとおりです。

また、外部人財の登用について、管理職に占める外部人財や、社外カルチャー経験者の比率向上を進めるなど、多様な経験を意思決定に
活かす取組みを進めています。

パイプライン整備の取組み例 2023年4月時点

持株直資関連事業会社非常勤取締役への女性選任

副部長・副支店長ポストへの女性の配置

2019年度以降  累計28人

44人

管理職に占める女性・中途社員比率

政府・官公庁からの主な各種受賞歴（ダイバーシティ、エクイティ＆インクルージョン）

女性ライン長比率

※1 三井住友海上 
※2 あいおいニッセイ同和損保
※3 三井ダイレクト損保
※4 三井住友海上あいおい生命

マイクロ家財保険による
低所得・貧困層の保険インクルージョン＆女性の社会進出支援
チョラ MS（三井住友海上 インド現地法人）

★最優秀賞
電気自動車等の普及・カーボンニュートラル取組を支援する商品・サービスを開発
三井住友海上（自動車保険部、営業推進部）、
あいおいニッセイ同和損保(自動車保険部、マーケット開発部)
インターリスク総研（リスクマネジメント第一部、第三部、プロダクト開発部）

★地球環境との共生賞

男性育児休業の取得促進は、企業の社会的責任・社会への貢献であるとともに、男性が育児や育児休業への理解を深める機会です。多様
な価値観を受け容れる職場環境整備の一環として取組みを進めており、直近の取得率は、ほぼ100%に近い水準です。取得日数は目標の4
週間（20 営業日）に対して8.1日であり、引き続き取得日数の拡大を促進していきます。

役員・社員参加の「e-ビジネスゼミ」

健康経営

社員がいきいきと働き、その能力を最大限発揮するためには、社員の健康維持・増進が不可欠です。労働時間や休暇等の時間管理の徹底、
メンタル不調への対策強化・復帰支援などにより、社員の心身の健康を維持・増進できる、健康や安全に配慮した職場づくりに取り組み、
Well-beingを推進します。

グループ一体感の醸成

グループのミッション・ビジョン・バリュー（MVV）の共有を軸に、人財育成の共同化やグループ社員の交流機会の拡大などを通して、
グループの一体感醸成に取り組んでいます。更に、グループ内兼務や副業などを活用したグループ横断的な取組みを加速させていきます。
また、社員にMVVを浸透し、共感を得られるように、会社による発信を強化するとともに、マネジメント職の「伝える力」を向上させていきます。

当社グループの特長である多様性を活かすためには、さまざまな人財の知識・経験・価値観を引き出し、組織の意思決定に活かすインク
ルーシブな組織運営が不可欠です。そのためのマネジメントノウハウである「インクルーシブ・リーダーシップ」の実践・浸透に取り組んでい
ます。

多様な人財が集まり、知識・経験の共有や、新たな気づきや価値観を創出する契機とするため、グループ各社の社員がグループ横断で参加
する交流・意見交換会などを実施し、多様性とインクルーシブな体験の機会を提供しています。

● 多様な意見やアイデアを引き出し活かす職場運営
インクルーシブ・リーダーシップの実践及びグループの多様な社員が役員を交えて意見交
換する場の「e-ビジネスゼミ」を、2021年度に当社役員5名・参加社員31名で開始し、2022
年度はグループ国内保険5社の役員13名、参加社員108名に拡大しています。また、インク
ルーシブ・リーダーシップ研修をグループ各社に展開しています。

● 経済産業省「健康経営優良法人2023」の「健康経営優良法人（ホワイト500）」に認定
ホワイト500：MS&ADインシュアランスグループホールディングス、 三井住友海上、あいおいニッセイ

同和損保、三井住友海上あいおい生命
健康経営優良法人：三井ダイレクト損保、三井住友海上プライマリー生命

2018年から国内外のグループ社員全員を対象に、グループの一体感を醸成するとともに、社会課題の解決につながる提案等の
顕著なＣＳＶ取組を表彰する「サステナビリティコンテスト」を開催しています。
2022年度は、海外を含む276組の応募がありました。4つの項目（価値の創造、コミュニケーション、取組姿勢、発展性）を選考基準として
評価し、グループ各社の経営陣によるオンライン審査・投票の結果、最優秀賞1組、課題別賞3組、優秀賞2組、入賞10組を決定しました。

グループ横断でCSVに取り組む「ＭＳ＆ＡＤグループサステナビリティコンテスト」を開催

グループ一体取組の事例

Topics
■ 女性社員
■ 中途採用者
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8.3

現行水準
以上

厚生労働省女性活躍推進法に基づく
認定制度「えるぼし」2段階目
※1　※2　※4

厚生労働省
「プラチナくるみん」
※1　※3

30.0

22.6
19.5
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17.516.1

21.4

2022年4月

10.5

2023年4月

12.9
15.0

2030年度
目標

2025年度
目標

2021年4月 2022年4月 2023年4月

中期経営計画（2022-2025）／基盤：人財戦略

▶ 男性育児休業

▶ 意見やアイデアを積極的に引き出し活かすマネジメントノウハウの展開

▶ グループ社員の交流・意見交換機会の提供

（%） （%）
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情報セキュリティ管理株主・投資家との対話

株主・投資家向けに、経営戦略・業績について社長が説明する「インフォメーションミーティング」、経営陣と投資家との建
設的な対話を目的とした「IR DAY」、グループのESG取組を紹介する「ESG説明会」等を開催しました。また、個人投資家
向けに会社説明会を開催するとともに、社長及びグループCFOが個別に国内外の株主・投資家と対話する機会も設けま
した。

MS&ADインシュアランス グループでは、持続的な成長と企業価値向上のために、透明性の高い情報開示と、株主・投資家
との「建設的な対話」に積極的に取り組んでいます。
具体的には、透明性の高い情報開示を行うことにより、株主・投資家との間にある情報の非対称性を軽減し、株主・投資家と
の建設的な対話から得られたフィードバックを経営・関係部門と共有し、経営戦略に活かしています。

2022年度の活動実績

株主構成は、金融機関35.0％、外国法人等31.3％、その他の法人16.5％、個人その他10.8％等となっています。国内及び
海外の株主・投資家とは定期的に面談機会を設定し、積極的に「建設的な対話」に取り組んでいます。また、即時・公平な情
報開示の観点から、インフォメーションミーティングを日本語・英語でライブ配信したほか、Webサイトでの英文開示による
情報発信にも取り組んでいます。

株主の概要、投資家向けIR活動

株主総会

対話の基盤となる情報開示

対話を通じて得た株主・投資家からの意見、及び当社に対する見方、並びに株式市場の評価について、グループ経営会
議、取締役会への定期的な報告を通じて経営・関係部門への情報共有を行い、経営戦略の策定・実行に活かし、企業価値
の向上に取り組んでいます。また、株主・投資家との対話を踏まえ、ROE向上、政策株式削減等の資本効率向上取組を加
速しています。

主な対話テーマと関心事項

内容イベント 開催頻度

4回

2回

1回

2回

1回

6回

237回

決算説明電話会議

インフォメーションミーティング

MS&AD IR DAY 2022

MS&AD テーマ別ミーティング

MS&AD ESG説明会2022

個人投資家向け説明会

国内外の株主・投資家との個別ミーティング

四半期・通期の業績

グループ全体の経営戦略・業績

投資家・アナリストの関心の高い事業ドメインの戦略・業績

投資家・アナリストの関心の高い特定のテーマ

グループのESG取組

グループ全体の経営戦略・業績

グループ全体の経営戦略・業績

開催日（定時）

議決権行使株主を含む
出席株主数（Webを含む）

議決権行使率

2020年度

2021年6月28日（月）

19,314名

86.6％

2021年度

2022年6月27日（月）

19,305名

86.9％

2022年度

2023年6月26日（月）

21,995名

84.1％

関心事項テーマ

事業環境

Webサイト
（和・英）

より詳細な「投資家情報」は、当社オフィシャルWebサイトをご覧ください。
https://www.ms-ad-hd.com/ja/ir.html

Webサイト
掲載内容

● 世界的なインフレの高進、人件費の上昇、自然災害の多発・激甚化、再保険市場のハード化など事業環境の
変化がもたらす影響、及び対策

● 株主との建設的な対話に関する方針
● 財務・非財務情報（適時開示資料、有価証券報告書、決算説明電話会議資料、コーポレートガバナンス報告書、
インフォメーションミーティング資料※、サステナビリティレポート）

● 社長のプレゼンテーション動画（含む質疑応答要旨)
● 株主総会招集通知 など
※資本コストや株価向上に向けた取組み等を含む。

● 公平な情報開示の観点で、IRイベントの開
示資料などを和・英双方で迅速に開示して
います。

● 「大和IR 2022年インターネットIR表彰」に
て2年連続（2021、2022）で最優秀賞を受
賞しました。

統合レポート
（和・英）

● 2022年度は、中期経営計画(2022-2025)の基本戦略やそ
れを支える基盤などを説明しました。また、めざす姿の実
現へ向け、マテリアリティ分析による新たな重点課題と、課
題解決へ向けたステークホルダーとのCSV取組などを紹
介しました。

● 「WICIジャパン統合リポート・アウォード2022」でゴールド、
「第8回アジア統合報告書アウォード2022（大企業部門）」で
ゴールド、「日経統合報告書アワード」で優秀賞を受賞

株主還元方針
● 基本的還元と追加的還元に関する考え方
● 安定的な株主還元

資本政策
● 今後の海外M&Aの方針、ターゲット
● 政策株式売却の進捗と今後の方針
● ROEの引き上げ・資本コスト率の引き下げに係る具体的な取組み

国内損保事業
● 火災保険の収支改善状況及び料率改定
● アフターコロナの自動車保険収支見通し
● 事業費削減の取組内容と進捗状況

国内生保事業 ● 新型コロナ関連保険金・給付金の今後の発生見通し

海外事業 ● 再保険市場のハード化を受けたMS Amlinの業績見通し

支給お願いします

※2023年3月末現在、単位未満株式除く

金融機関

35.0%

外国法人等

31.3%

金融商品
取引業者

6.4%
個人・
その他

10.8%

その他の
法人

16.5%

所有者別
株式分布状況※

0

20
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100 その他
ヘッジ
インデックス／クォンツ
GARP
グロース
バリュー

2022年9月末

19.1%19.1%

25.9%25.9%

48.2%48.2%

3.4%3.4%

2.6%2.6%

0.8%0.8%

2.2%2.2%

2.1%2.1%

0.4%0.4%

2023年3月末

21.4%21.4%

25.5%25.5%

48.4%48.4%

投資スタイル別の株主構成（海外機関投資家）
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